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中華麺の変色要因の解明とその抑制技術の開発   ⊂ 13～H10

加工食品部農産食品科 山 本一史 中 野敦博 岩 下敦子 根 賢治

研究の目的と概要

近年、社会における食品の安全性に対する関心の高まりから、食品に対する安全

性の確保には今まで以上の努力が求められている。麺類においても例外ではなく、

製麺技術の向上と衛生管理、さらに品質管理の徹底が必要とされている。そこで本

研究では、中華麺の品質向上を目的として、保存中における劣化原因、特に変色に

関しての発生要因の解明および防止対策等について検討を行 う。

【予定される成果】

。中華麺の品質向上及び品質管理基準の設定

試験研究の方法

赤く変色 した麺をメーカーより入手し、微生物試験 (一般生菌数と好アルカリ性

菌数)お よび pHを 分析 した。

また、昨年度の結果から微生物による変色の可能性が示唆されたため、各種の中

華麺用粉 (3社 6点 )に ついて好アルカリ性微生物のチェックを増菌試験により調

べた。増菌試験はス トマッカー用の袋に滅菌したアルカリ水溶液 と小麦粉を混入 し

30℃で保存した。                        ・

一方、 pHと 着色の関係を明らかにするために、pHを 変化させた麺を試作し色

調 (L*、a*、b*)の 経時変化を調べた。

実験結果

入手したラーメンは包装袋内で部分的に赤変 していた。無変色麺と比較すると、

pHが 著しく低下していた。微生物試験では、一般生菌数と好アルカリ性菌数とも

に変色麺でのみ検出された。菌数のオーダーは 108以上で 「生めん類の衛生規範」

(目標値 :3.0×106/g以 下)を はるかに超えており、赤く変色した麺は明らかに

腐敗 していることが確認された (表1)。

赤変した麺と通常の麺はpHが 著しく異なつていたことから、pHと 小麦粉生地

(麺帯)の 着色の関係を調べたところ、L*値ではp H4と p H10の 変化が、a*値で

はpH4の 変化が大きかった (図1、2)。特にp H4は 赤く変色 した。 p H10は ホ

シ (黒く小さな点状物質)の 著しい増加により全体的に黒ずんでいるように見えた。

pHの 変化による赤変色はp H4付 近で発生するため、アルカリ性物質であるかん

すいを使用する中華麺にはあまり影響がないように考えられた。p H4と p H10の

変色は、むしろ小麦粉中の酵素による変色と推察された。

一方、昨年度好アルカリ性微生物の混入原因を探る目的で、小麦粉中の好アルカ
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り性微生物を増菌試験により調べたところ、培養 3～ 4日 目に好アルカリ性微生物

が検出されたことから、今年度は各種の中華麺用粉について増菌試験を行つた。そ

の結果、 6′点中5′点から好アルカリ性微生物が検出された。 どの粉も 1～2種 類の

コロニーが培養後 2～ 7日 目に確認された。 しかしながら、Fの 粉は 20日 間培養

しても増殖はみられなかつた。

以上の結果から、中華麺の赤変色は小麦粉中の酵素によるものではなく、好アル

カリ性微生物の増殖によって引き起こされるものと推察された。

表1 変色麺の分析結果

p H  一 般生菌数

(cfu/D

好アルカリ性菌数

(cfu/0

赤変色麺

無変色麺

7.35 1.3 x 108

9.42 <300

8.2 X 1oe

<300

0        1        2        3

保存日数

図l pHの異なる麺帯の色調変化(い値)

― pH l    ― pH 4    -pH 7

-pH 9    -pH10

表2ノ l 麦ヽ 菌試験の結果

小麦粉(A)Jヽ麦

t+7)vi l ) l*F;w. 5.1x10u 1.9x10s

保存日数

図2 pHの異なる麺帯の色調変化(a*値)

― pH l   ― pH 4   -pH 7

χ pH9   -pH10

麦粉(D)
1.0 x 107 3.4 x 108

コロニーの種類

培養日数

1

2日間

1

7日間

2

2日間

2

2日間

2

4日間

く300

0

2 0日 間

(菌数の単位 :cfu/g)

4要  約

赤変 した中華麺の解析から、pHと 微生物による影響が示唆された。 pHに よる

影響はpH4で 赤変が、 pH10で ホシの著しい生成が確認 された。一方、小麦粉

の増菌試験によりほとんどの小麦粉から好アルカリ性微生物が検出された。アルカ

リ性である中華麺の赤変は好アルカリ性微生物の関与が大きいと推察された。
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道産米 の高次利用 に関す る研究       (H14~H16)

加工食品部 農 産食品科 岩 下敦子 山 木一史 本 堂正明

応用技術部 食 品工学科 清 水英樹

副所長 清 水條資

研究の目的と概要

米の国内生産量第一位である北海道にとって良食味米の規格水準を高めると共

に、規格外品の需要を拡大することは重要課題である。

米の消費拡大として米粉バンが注目されているが、製粉方法により米粉の製パン

性が異なるため、各種加工機器で製粉 した道産米粉の適性を把握することが必要で

ある。本研究では、各種加工機器による道産米粉の特性把握、加工食品への適性評

価および新規の用途開発を行う。

【予定される成果】

安価で簡易な製粉方式での米粉を各種食品へ利用可能にすることで、製バン業者、

製麺業者、製菓業者、一般家庭等への米粉需要が拡大する。

用途開発 (新規シー ト状食品等)に よる新規事業の創造。

試験研究の方法

市販粉 7種 、センター調製粉 12種 、乾燥粉砕複合機 (ホリカワミクロン社製 。ドライマイスタ)

調製粉 13種 、計 32種 の米粉について、水分 。タンパク質 。保水性 ・損傷澱粉 ・

粒度分布 ・糊化特性を分析 し、走査型電子顕微鏡にて形状を観察 した。

実験結果

表に水分 ・タンパク質 ・損傷澱粉 ・粒度分布 ・保水率 ・糊化特性値を示した。

市販の米パン用粉は小麦粉に性状が近 くなるように製粉方法を開発 したものであ

る。また、スタンプミルによる米粉も製パン加工工程を改良し利用可能となったが、

これは、やや粒度が大きく、損傷澱粉も多いが、保水率が低 く、糊イヒ開始温度が高

いことが認められた。よって、より損傷澱粉が少なく、保水率が低 く、なおかつ糊

化開始温度の高い米粉が、製パン適性が高いと考えられた。

要約

新規製粉方法の米粉の特性を把握するために、市販 ・既存粉砕機の米粉を含めて

各種分析を行つた。米粉の製パン適性には損傷澱粉、粒度分布、保水率および糊化

開始温度が指標 として利用可能と考えられた。

平成 15年 度の研究計画

。新規製粉 ・造粒方法による道産米粉の特性分析

。新規製粉米粉の製バン適性評価 (発酵特性 :生地膨張力、ガス発生量等)

・各種食品 (ケーキ、クッキー、麺等)へ の新規米粉の適性評価
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表 各種米粉の特性

米バン用粉     109 159   86  63.2
白玉粉      11.0  3.5   38  89.8
上新粉A        1 0 . 9    7 . 5     7 4   1 0 6 1
上新粉B     129  57   75  1161
上新粉C(ロールミル) 102  58   44  1487
上新粉D(スタンプミル)  97   58      74   1066
上新粉E(ピンミル)  93  67   92  77.0
くセンター調製粉(原料米:きらら397)>
ホモジナイザー    90  70   3.5  253.5  39.2   849
ロールミル          69    71      5.4    146.7    40.4     636
サンプルミル       61   73     4.5   328.0   35.0    669
粉エース           50    71      3.1    2869   37.0     837
スタンプミル      8 . 4   7 . 1     9 . 0   2 2 6 . 6   4 1 . 5    8 2 . 5

コ「肖111            130   10.3      6.6    824   64.5     756

超遠心粉砕機    6.8  73   99  570  451   615
ボ‐―ルミル     6h 6.8   71     45   3688   n.d.    34.3

8h  6.9    7_2      53   2840    n.d.     84.3
24h  7.0    72      78    964   438     73.2
48h  70   72     11.2    49.9   51.6     63.9
72h 67   7.1     13.7    356   56.9    60.0

く乾燥粉砕複 合機 >
～試験条件～

水分 踏 ・100℃       2.7    6.7      90    357    n.d_     66_0
120℃        68    6.5      99    235   474     59.7

水分 1郵 ・ 20℃       103    70      98     598    357     03.6
100R3      84    68      97    43.3    n.d     633
120R3      32    70     114    23.5   542     61.4
130■3      04   69      8.6    37.9   618     615

7kチ)25%・12013      54    66     134     26_3    59.7     623
1309C      09    69     106    38.9   63.2     591

ガくチ)35%・ 40R3       70    70     112     34.7    42.8     597

80℃       39    71      9.9    453   494     594
12013      46    68     119    25.0   671     617
130'C      O.5    76     109    46.9   799     633

５５

２５

４５

７５

“

８。

４５

　

８５

‐５

９５

４５

６５

００

００

００

７。

３５

０５

３。

３。

７０

０５

４５

３５

８８

６８

　

９０

１５

００

９。

４５

∞

８。

１５

‐０

∞

７５

５。

１。

９５

０５

９。

７３

０３

９５

　

３５

３。

４５

９５

“

３５

‐５

‐５

“

８５

８５

５。

２
．
２
．
３

４

３

２

２
．
　

３
．

３
．

３
．
４
．

３
．
ａ

ｔ

４
．

３
．
２

１
．
■

・
５

こ

こ

ｄ
．
■

６

・
２

３２

肛

」

ｎ
３５

３６

４２

944

91.5

91.4

93.6

91.7

911

924

91_4

90.6

91.2

91.7

92.9

503    300     003

665    418     833

285    180     420

500    355     750

548    375     780

515    325     723

500    335     708

505    335     700

393    235     520

478    280     583

455    268     580

343    230     535

15010      0.6    7.7     12.3     40.8    76.6     719        93.8      313    265     595

(■)  (μ m)  (%)  (℃ )    (℃ )   (BU) (BU) (BU・ 50℃ )(%)     (■)

(乾燥粉砕複合機 ・ドライマイスタによる製粉協力 :脚三宝運輸 )

上新粉 D

(スタンフ
°
ミル)

米パン用粉

上新粉 C(ロールミル)

上新粉 E(ヒ
°
ンミル)

図 走 査電子顕微鏡による形状観察
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一次加工野菜の鮮度保持技術に関する試験研究  (H14～ 16)

加工食品部農産食品科 中 野敦博 山 木一史 岩 下敦子 槙 賢治

研究の目的と概要

冷蔵温度帯で流通される一
次加工野菜は、微生物による変敗、酸化による変色、

デンプンの老化に伴 う食感の変化などの品質劣化が短期間で生じ、高度な品質保持

技術が要求される分野である。今後の道産野菜の流通において、安価な輸入野菜と

競合 していくことから、一
次加工野菜のような利便性を追求した商品形態について

の製造技術を緊急に強化 していく必要性がある。本研究では、一次加工野菜の品質

保持技術に関する研究を行い、道産野菜の需要維持と競争力の強化を期待するもの

である。今年度は、冷蔵流通される加熱済みカットバレイショの品質改善を行 う技

術を開発するために、品質劣化の原因を調査 した。

【予定される成果】

・高品質な一
次加工野菜が開発される。

試験研究の方法

(1)試料及び比重分別 :試料は、70～120gの キタアカリを用いた。バ レイショのデ

ンプン量は、比重と高い正の相関関係にあるので、食塩溶液を用いてバレイショを

選別 し、デンプン価 (比重から換算)別 の試料を試験した。

(2)加工条件 :比重別のバレイショを剥皮 し、5mmの スライス状にカットし、87℃

で 10分 間加熱 し、ブランチングを行つた。冷却後、真空包装 し、97℃で 40分 間殺

菌し、カットバ レイショを作成 した。

(3)分析方法 :加工後、5℃で 3日 間経過 したカットバレイショから生じた離水量を

測定し、加熱前の重量と比較することで離水率(%)を算出した。また、スライス面

の硬 さを、レオメーター (25mmプ ランジャー、サン科学 (株))で 最大荷重を測

定することにより、硬さを評価した。デンプン量の分析は、試料中の水溶性糖類を

除去後、塩酸分解後の還元糖を定量することで算出した。カットバ レイショの組織

観察には、クライオ走査電子顕微鏡 (S‐2400、 日立製作所 (株))を 用いた。

実験結果

加熱されたカットバレイショは、冷蔵保管中に離水が生じ、軟らかくなる問題が

あった。この問題は、バレイショ中のデンプンが加熱糊化 した後、冷蔵保管中にデ

ンプンの老化が進行することによつて生じると考えられる。デンプン価別の離水率

を沢1定すると、高デンプン価のバレイショの方が、離水率が低い傾向を示 した (図

1)。スライス面の硬さも、高デンプン価のバ レイショの方が硬 く (図2)、冷蔵保管

中の離水 と食感の劣化が比較的生じにくい原料は、高デンプン価のバレイショであ

ると考えられた。 しかし、高デンプン価のバレイショであつても離水が激減 しなか

つたので、次の試験でその原因を調査 した。
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1        1 3        1 5        1 7

デンプン価(%)

図2カットバレイショの硬さ

v=-0 .2314x+6.2071
R2 = 0.928

15

デンブレ価(%)

イショの離水率
0,測 定値の平均:測定値の範囲(実線),標準偏差:点 0,測 定値の平均:測定値の範囲(実線).標準偏差:点

線および数式,回帰直線線および数式,回帰直線

デンプン価 (比重から換算)15%の 原料で作成 したカットバレイショの中心部を

コルクボーラー (20mm内 径)で 打ち抜き、中心部とその外側部のデンプン量を

実測すると、中心部で 10.2%、外側部で 13.8%であつた (全体で 12.2%)。走査型

電子顕微鏡の観察では、デンプン量の多い外随 (前述の外側部に相当)で は細胞

全体に糊化デンプンが広がっている像であるのに対して、デンプン量の少ない中

心部の細胞内は、網 目 (蜂の巣)状 に観察される水分がほとんどであった (図3)。

これらの試験結果から、高デンプン価の原料の離水問題を解決するためには、カ

ット面の中心部にある低デンプン価の部分に、保水成分を付カロさせるなどの技術

開発が必要であつた。

図3走査型電子顕微鏡による割断面像

カットパレイショを細切し、液体窒素中で急速凍結後、割断し、クライオ走査電子
顕微鏡(cryo‐SEM)で観察した。aおよびbは、それぞれバレイショの外随及び中心

部(内随の中心)の像である。cおよびdは、それぞれaおょびbの細胞壁を実線で強

調し、縮小した図である。

4 平 成 15年 度計画

・カッ トバ レイシ ョの離水防止および品質保持技術の開発

1           13

図1カットパレ
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牛乳成分を利用 した和風食品の開発     (H13～ 14)

加工食品部畜産食品科 渡 邊 治  阿 部 茂  川 上 誠

研究の目的と概要

牛乎Lはその栄養面から 「完全な食品」と言われ、古来から北海道はもとより世界

中で愛飲 されている食品で、また様々な形に加工利用されている。 しかし、その風

味や食感、含まれる乳糖などが原因で食べることの出来ない人がいることもまた事

実である。さらに 「牛乳 ・乳製品=洋 食」というイメージが強いため、 「和の食卓」

への定着が不十分である。

以上の点から本研究では、和食に違和感無くとけ込む食品として日本人になじみ

深い 「豆腐」をモチーフにした新しい食品の開発を目的とし、原料として生平L・濃

縮乳を用い、これに凝固剤を作用させ、その凝固効果について検討 した。

【予定される成果】

。新規食品の開発による牛乳 ・乳製品の新たな消費者層の開拓、および機能性を含

めた高付加価値化による市場の活性化

試験研究の方法

(1)使 用酵素

蛋白凝固に使用した酵素は大庭らの発見したBaciIIus licheniformis B-6-4J株

由来の豆乳凝固酵素で、分子量 3万 からなるセリンプロテアーゼである。至適 pH

は 6.1か ら6.5、至適温度は 55℃から65℃である。

(2)凝 固実験

低温殺菌乳 (65℃、30分 )を そのまま、またはエバポレーターで濃縮 したもの

を用いた。濃縮時にはシリコーン系消泡剤を1%(v/v)添 加 した。pHを平L酸で 6.

5に調整 して豆乳凝固酵素を0.1～0。5%(v/v)添 力日し、60℃で 30分反応させた。

反応後、4℃で 2時 間静置 し、カー    80

ドメーターでカー ド形成能を測定 し

た。                  ⌒  60
0

(3)牛 平L凝固物の調製
        x

タイプの異なる2種類を調製した。 輩  40
|

-つ は 1.67倍濃縮乳 (pHを 6.5に  R

調整)に 酵素を 0.3%(v/v)添 加     20

し、60℃で 30分反応 させた。その

後 4℃に 2時 間静置 し、カー ドカッ    0

ターで処理後、ガーゼを敷いた型に

詰めてプレスをかけて一晩おいたも   図 1

0 1       0 2       0 3       0.5

酵素濃度 (%)

カード張力に対する添加酵素量の影響
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の。 もう一つは、カー ドカッターで処理

後、さらに乳酸で pHを 5.1まで下げ、4℃

で 2時 間静置 し、同様に一晩おいた後、

80℃の湯中でもみ、引き延ば したもの。

R  4 0

実験結果                懸

(1)凝 固実験               20

通常乳、および濃縮乳に対する凝固酵

素の添加量の影響については図 1に示し   0

た。濃縮度合いは 1.67倍とした。これ

によると添加量を増やすことによリカー

ド張力は増すが、0.2%以 上の添加によ

る変化は大きくないことがわかる。また図 1における同じ酵素添加量での通常平Lと

濃縮平Lでの張力の差、および濃縮度合いの張力に対する影響 (図2)の 結果より、

濃縮することによる固形分の上昇はカー ド形成に好影響を及ぼすことがわかつた。

(2)牛 乳凝固物の調製

濃縮乳を凝固させ、そのままモール ド成形 したもの (図3)は 、フレッシュチー

ズのように固まり、固まり方がやや弱くいが、4℃で 2時 間さらに静置することに

よつて改善された。またpHを 5。1に調整 したもの (図4)は かなり保形性が高か

つたがモッツァレラのような延伸性は弱かつた。しかしこれはpH値 の検討により、

より延伸性の高い凝固物が得られると考えられる。さらに保形に際しては脂肪の取

り込みは多くはないように思えた。味にはやや苦みを感 じるが、これは酵素の反応

過程において苦みペプチ ドの遊離などが原因として考えられる。

4 要   約

豆乳凝固酵素を牛乳に用いた場合でも、固形分の含有率 (濃縮率)と 酸度の調整

によって良好な凝固物を得ることが可能であ り、また酵素の考えられる性質か ら低

脂肪 ・高タンパクの凝固物を簡便に製造することが可能であることがわかった。

（
。
）

1    1 . 2 5  1 . 4 3  1 . 6 7   2    2 5

濃縮率 (倍)

図2 凝 固に対する濃縮の影響

図3 通 常凝固物 図4 pH調 整凝固物
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食肉の持つ特性を利用した新規食肉製品の開発  (H14～ 16)

加工食品部畜産食品科 阿 部 茂  渡 辺 治  川 上 誠

1 研 究の目的と概要

内在性プロテアーゼなどの自己消化酵素はほとんどの動物筋肉組織に存在 し、死

後速やかに筋肉組織を分解 し軟化させる作用を有している。この作用を食品加工に

応用した技術が 5～ 15℃ で数日間保持する熟成工程であり、畜肉加工を始めとし

て水産加工の一部にも古 くから取 り入れられている。一方、55°C前後はプロテア

ーゼの多 くが最大活性を示す温度帯であるが、中温域 (25～ 45℃ )は 微生物が繁

殖する温度帯であるため、現在の食品加工ではほとんど利用されていない温度帯で

ある。本研究は筋肉組織の持つ自己消化活性を最大限に活用することで肉の軟化、

呈味性の向上を図 り、従来の水畜産加工品の高付加価値化を目指すものである。初

年度は道内の代表的な水畜産物を用い、各温度処理におけるうま味成分の変化、お

よび微生物の繁殖可否について検討を行つた。

【予定される成果】

。新規加工技術による高付加価値製品

2 試 験研究の方法

試料には牛モモ筋肉、豚モモ筋肉、ホタテ貝柱およびシロサケ筋肉を用いた。

(1)各 温度帯による処理

各々の原料より筋肉組織のみを取 り出しミキサーにて細断したものを試料とし、

、50mlの チュープに無菌的に分注後密栓 した。40、55お よび 70°Cの恒温水槽にチ

ユーブを完全に浸し、6、12、24お よび 48時 間後にサンプリングを行つた。

(2)生 菌数の測定

各温度処理を行つた試料について標準寒天培地および X―MG培 地を用いて平板

塗沫法により菌数を浪1定した。また、原料については BCP培 地および CVr培 地を

用いて同様の方法で菌数を測定 した。

(3)う ま味成分の測定

各試料のアミノ酸残基の総量は TNBS法 を用いて分析 した。また、各温度の 48

時間後の試料の遊離アミノ酸を自動アミノ酸分析計 L-8800を用いて分析 した。

3 実 験結果

(1)生 菌数の変化

各温度における6時 間後の生菌数を表 1に 示す。各原料には大腸菌群を含むグラ

- 1 4 -
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ム陰性菌や酸生成菌が多 く検出された。各温度における菌数変化は 40°Cの処理

温度では大腸菌群および一般生菌数が増加 し腐敗が進行 した。 しかし、55°Cお よ

び 70℃処理ではすべての試料で菌数は減少し、大腸菌群はすべて陰性となつた。

また、12、24お よび 48時 間経過時においても菌数の増加はみられず、シロサケに

ついても 12時間処理以降は菌数が 300以下となつた。

表1各 温度における6時間後の生菌数 (SPC/X― MG) cfu/g

豚モモ 4.4X104/4.O X 103 33X 106/1.5X100 300以下 /検出せず 300以下 /検出せず
ホタテ 2.l X 102/検出せず 1.l X 104/2.3X104 300以下 /検出せず 300以下 /検 出せず

シロサケ 7.7X104/5.2X102 3.4X105/2.3X105 300以下 /検出せず 1.2X103/検出せず

(2)う ま味成分の変化

結果を図 1に 示す。すべ

ての原料において 70°C処理

と比較 して 55°C処理のうま

味成分の増加率が大きく、48

時間処理後の牛モモ筋肉は

原料 と比較 して 24%、豚モ

モ筋肉は 9%、 シロサケ筋肉

は 19%お よびホタテでは 7%

増加 した。

以上の結果から、55℃ 処

理は微生物の繁殖を阻止 し

つつ、 うま味成分を生成さ

せる温度帯であることが明

らかとなった。しかし、55℃ 処理直後の微生物の繁殖状態が不明確であることや

耐熱性細菌が混入 した場合について把握する必要があり、微生物の繁殖可否につい

ては引き続き検討を行う必要がある。

4要  約

動物筋肉の 55℃ 処理は微生物の繁殖を阻上 しつつ、うま味成分を生成させる温

度帯であることが明らかとなった。しかし、微生物の繁殖可否については未だ不明

な点が多いため、よリー層の検討が必要である。

5 平 成 15年 度の研究計画

次年度では各試料の粗酵素溶液を調製 し各温度処理における筋肉組織への影響、

および酵素活性についての詳細な検討を行う。また、採取 した菌種および耐熱性細

菌について生育上限についての検討を行う。

Ｌ
ヽ
一●
Ｅ

、

”
ヽ
０̈
日

ヽ

0   10  20  30  40  50
hOur3

牛モモ筋肉のうま味の壼化

0   10  20  30  40  50
hour●

鷹モモ鮨肉のうま味の壼化

ぃ
ヽ
ち
Ｅ

、

ぃ
ヽ
ち
Ｅ

ミ

0   10  20  30  40  50
hour8

シロサケ筋肉のうま味の壼化

0  10  20  30  40  50
hour●

ホタテ員柱のうま味の壼化

図 1 各 原料のうま味成分の変化
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通電技術を応用した凍結食肉の新規解凍技術の開発 α14～1助

加工食品部 井上貞仁

応用技術部食品工学科 熊 林義晃

加工食品部畜産食品科 り|1上 誠 阿部 茂  渡 邊 治

研究の目的と概要

現在の食肉の解凍方法は、大量処理が可能でコス トが安い自然解凍や流水解凍が

主流である。しかし、これらの方法では解凍に長時間を要 し、季節により気温、水

温が変化するため一定の解凍条件が得られず、微生物汚染や増殖による食中毒の発

生、また食肉中に存在する各種塩類、酵素類による品質劣化の促進が懸念される。

本研究ではこれらの問題に対処するため通電加熱技術の応用により、温度管理が

可能で品質劣化の少ない均一で迅速な解凍方法、機器の開発を目的に検討を行つた。

【予定される成果】

温度管理が可能で品質劣化の少ない、均一で迅速な解凍方法、機器の開発

試験研究の方法

解凍用試料は牛もも肉を、解凍条件を一定にするため、ハム類の製造に使用する

ファイバラスケーシング#5N(径 1 12 11nl)に長さ 250 nlm、重量 1.5 kg程度に充填 し

て-23°C冷 凍庫で凍結させた。試験用解凍装置は、温度調節器を有する温調槽 (8L)

と通電用電極板 (250×130 mll)を有する解凍槽 (15L)で 構成 した。温調槽 と解凍

槽 との間は、ポンプによリブライン溶液 (0.lw/w%食塩水)を 循環 (2.7L/分)さ せ

た。ブライン溶液の温度は、10℃に設定 した。対照区 (流水解凍)は 、試料を解凍

槽のブライン溶液に浸漬 して、ブライン溶液を循環させて解凍 した。試験区 (通電

解凍)は 、対照区と同一
条件で循環させながら、電極板を通 してブライン溶液およ

び試料に通電 した。通電は、電力調整器を手動で制御することで約 200Vの 電圧を

断続的に印加 して行つた。また、実際の解凍作業を想定 した夏期の水道水温 20℃流

水解凍、22°C室 温解凍を行い、通電解凍と温度変化を比較 した。さらに畜種によっ

て電流の流れやすさに影響が出ることが想定されるため、牛もも肉、豚もも肉、鶏

胸肉の三種類の電圧電流特性を測定 して比較 した。

実験結果

図2に 通電の有無による昇温特性の違いを示した。牛肉を使用した試験では試験区、

対照区とも中心温度が-23・Cか ら-10°C付 近までの昇温速度に大きな差は無 く共に-10°C

到達まで約15分間で昇温 した。‐10°Cか ら通電解凍の昇温が速まり、中心温度0°C到達所

要時間の比較では試験区184分、対照区316分と通電により解凍が大きく促進された (図

3)。 20℃の流水解凍では86分と最も短 く、22・C室温解凍では357分を要 し、いずれも

表面温度が開始から終了まで雰囲気温度 と同一になつていた。解凍において-5～0°Cは

―-16-―
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最大氷結晶融解帯と呼ばれ、氷を溶かすために80kca1/kgの熱量が必要なため、この温

度帯の通過には長時間を要する。また、この温度帯では生化学的及び酵素的反応が活

発になり、たん白変性等の品質劣化が生じやすい。品質劣化防止にはこの温度帯の速

い通過と解凍終温度を低く抑えることが重要である。本研究で自作した装置は通電に

より解凍速度を速め、プライン温度制御により解凍終温度を低 く抑えることが可能と

なり、これらの条件を満たす有効な技術と考えられた。

畜種による電圧 電̈流特性から鶏、豚、牛の順で電流が流れやすいことがわかつたが、

大きな差はなく、どの畜種でも通電解凍が可能であることが判つた。

図 1 通 電解凍の試験装置プロツク図

1    00    120    100   240   3∞    3∞

師 h】

図2 通 電の有無による昇温特性の違い
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中心部が 0°Cに達するまでの時間の比較

約

電圧EVl

図4 畜 種による電圧一電流特性

1.温 調 したブライン溶液を循環することで、表面温度を低 く抑えることができる。

2.通 電解凍では、最大氷結晶融解帯を短時間で通過でき、品質向上が期待できる。

3.畜 種による電流―電圧特性に大きな差はなく、どの畜肉にも使用可能である。

平成 15年 度の研究計画

1.効 率的な解凍を促進するための通電条件を検討する。

2.通 電解凍法が食肉の品質に与える影響を評価する。

3.通 電解凍装置の実用化へ向けた検討を行う。
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未利用海藻を活用した機能性飲料の開発 ( H 1 3～1 5 )

加工食品部水産食品科 太田智樹 田 中 彰  吉 りll修司

研究の目的と概要

道内には未利用海藻資源が豊富に分布 しているが、食品への具体的な利用開発

例は少ない。海藻は食物繊維やミネラルなどをはじめ、健康に役立つ成分が豊富

に含まれるため、健康機能の高い食品への原料としてその利用が期待される。本

研究では未利用海藻の利用展開を図るために健康成分の探索と飲料への利用開発

を目指し、本年度は未利用海藻であるスジメ多糖成分の免疫活性化作用、またア

イヌワカメ、スジメのメタノール抽出物の抗腫瘍活性について検討した。

【予定される成果】

未利用海藻から新しい機能性を見出し、それを活かした機能性飲料を開発する。

試験研究の方法

(1)試 料の調製

試料は歯舞漁業協同組合より供与された乾燥あるいは生のアイヌワカメ、スジ

メを用いた。試料重量の 20倍 量の O.lN塩 酸、0.lN水 酸化ナ トリウム溶液および

蒸留水を用いてスジメ多糖成分を抽出し、抽出液に対して終濃度 80%になるように

エタノールを加え、得られた多糖沈殿物を減圧ろ過により分離、乾固して用いた。

また、メタノール抽出についてはスジメおよびアイヌワカメに対 し 2.5倍 量のメ

タノールを加え、4℃で 2日 間抽出した。抽出残さに対して同量のメタノールを加

えて再抽出し、抽出液を合一してろ過後、メタノールを減圧留去 して実験に用い

た。

(2)ス ジメ多糖成分の貪食活性の測定

免疫活性化作用の測定はマウスの樹立細胞株を用い、」774.1細 胞 (マクロファ

ージ)に よる貪食活性について検討した。多糖成分試料を含んだ培地で 」774.1細

胞を培養 したのち、蛍光化 した大腸菌を添加 して 30、90分 間に J774.1細 胞が大

腸菌を取り込んだ量を蛍光プレー トリーダーにより測定した。

(3)ア イヌワカメ、スジメ由来メタノール抽出物の抗腫瘍活性の測定

アイヌワカメ、スジメ各メタノール抽出物の抗腫瘍活性の測定はヒ ト肺癌細胞

株 VA-13お よびヒト胃癌細胞株 MKN-45を用いた。各抽出試料をテ トラヒドロフラ

ン(THF)に溶解 し、THFの 最終濃度が 0。5%と なるように培地で希釈 した。それぞ

れの細胞を 1×105cel1/mlの密度で 96穴 プレー トに 100 μ lずつ分注し、24時 間

前培養 (37℃、5%C02)し た後、試料溶液を 10μ l添加 して、更に24時 間培養 し、

生細胞数を Cell counting Kit-8を用いて測定して細胞生存率を計算 し、腫瘍細

胞に対する効果を調べた。

―-20-―
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実験結果

スジメから得 られる多糖成分の機能について免疫活性化の指標の一つである貪

食活性を検討 した。その結果、スジメ多糖成分はマクロファージの貪食作用を活

性化し、蒸留水抽出 (中性抽出)で 得られる多糖成分が最も貪食活性を示 した (図

1)。また、中性抽出の多糖成分は機能性多糖の一つであるβ―グルカンよりも高い

活性を示 した。次にアイヌワカメおよびスジメのメタノール抽出物について 2種

類のヒトガン細胞に対する作用を検討 した結果、肺ガン細胞 (VA-13)に対 してスジ

メメタノール抽出物がβ―カロテンと同程度の強い致死作用を示 した (図 2)。各メ

タノール抽出物中には抗腫瘍性を有するとされているフコキサンチンが含まれて

おり、100g中 にアイヌワカメで 5.3、スジメで 6.3mgで あつたが、同濃度におけ

る致死活性に大きな差があり、しかもフコキサンチンを多く含む (10.6mg)ワカメ

よりも活性が高いことからスジメにはフコキサンチン以外の抗腫瘍成分の存在が

示唆された。以上の結果から未利用海藻であるスジメに高機能な成分が多 く含ま

れていることを見出し、機能性飲料の有用な素材であることを明らかにした。

要  約

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0
スジメ   ア イヌワカメ   フ カメ  β ―カロテンA     B     C     D

試料 (1口g/1n l)

図 1 」774.1細胞 に よるスジ メ水抽 出物 の食食活性   図 2 各 ガ ン細胞 にお け るメタ ノール 抽 出物 の影響

A:β―グルカン B:酸性抽出物 C:中性抽出働 D:アルカリ性抽出物  培 地中試料100 μ g/■1の濃度で測定した

アイヌワカメおよびスジメについて動物細胞による機能評価を行つた結果、ス

ジメの多糖成分およびメタノール抽出物にそれぞれ免疫活性化作用、抗腫瘍作用

を認め、新たな機能性成分の存在を見出した。

平成 15年度の研究計画

本年度の研究結果から得 られた機能成分を活かした具体的な飲料の製造方法を

検討 し、飲料の試作を行 う。
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機能性およびうま味成分を増強した水産食品素材の開発   (H14～ 16)

加工食品部水産食品科 吉 り|1修司 太 田智樹 田 中 彰

研究の目的と概要

水産物を原料としたうま味素材 (魚醤油など)は 、エスニック料理のブームなどで

消費が急速に拡大し、海外からの輸入は増加 している。 しかし、輸入品や国産の従来

製品の多くは魚臭さが強く、うま味が十分引き出されていない。
一方、魚醤油に対する消費者ニーズからは機能性成分など健康性のみならず、うま

味が強く、しかもクセのない調味料が求められている。北海道の豊富で新鮮な食材を

用いてこのような食品が開発できれば、市場競争力の高い製品が提供できると考えら

オしる。

以上のような観点から、本研究では機能性成分および うま味を増強した新規な水産

食品素材を開発することを目的とし、本年度はうま味の増加 と魚臭の低減を図るため、

麹の種類やスターターの利用について検討 した。

【予定される成果】

・機能性を有する食品素材の開発

・うまみを増強した食品素材の開発

・香 りの改善など水産食品素材の品質強化

試験研究の方法

原料のシロサケは日高産のCブ ナを用いた。麹 (米、大麦、大豆)、 耐塩性乳酸菌

および耐塩性酵母スターターは (株)ビ オックより入手したものを用いた。

細切 したシロサケ後をチョッパーによリミンチ状にし、原料の20%重 量の塩、およ

び麹をそれぞれ加え、よく混合 して諸味とした。諸味を35～40℃で 3ヶ 月発酵 した後、

遠心分離して得た液体を85℃30分加熱後、 1%量 のセライ トを加えてよく撹拌 し、放

冷後、吸引濾過 して試作品を得た。

品質の評価はpH、Brix、全窒素、塩分、アミノ酸量、乳酸量、アルコール、色度、

および赤味度について行つた。Brixは屈折計、全窒素はケルダール法、アルコールは

F kit(ベー リンガー)、 赤味度 (a*)は色差計を用いて測定した。遊離アミノ酸は

魚醤油にエタノールを加えて除タンパク後減圧乾燥 し、0.02N塩 酸に溶解 したもの

を試料として全自動アミノ酸分析計で測定した。乳酸は蒸留水で 5倍 に希釈 して、

HPLC法により測定した。

実験結果

米麹、大麦麹、および大豆麹の3種 類の麹を用いて試作 した水産発酵調味料の分析

結果を表 1に示 した。pHは米麹および大麦麹はほぼ同じ値で、大豆麹はやや高い値を

示 した。 う ま味の指標である遊離アミノ酸量とグルタミン酸量は大豆麹を使用 したも

のが最も多かつたが、豆類特有の香 りが強過ぎ、風味を損なった。米麹を使用 したも
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のは うま味が少なかったが、酸味と甘みが強 く、風味のバランスが悪かった。大麦麹

を使用 したものは 3種 の中で うま味成分 と乳酸量が最 も少なかったが、香 りは最 も良

好であつた。 よって、風味のバランスに優れた大麦麹が適 していた。

次いで、大麦麹を製麹直後の水分まで復水 して試作を行い、麹の復水処理の有無が

品質に与える影響を調べた。復水をしなかったものに比べ遊離ア ミノ酸量、グルタミ

ン酸量、ならびに乳酸量がそれぞれ 2.5、2.7、1.8倍に増加 した (表1)。

表1 各 種麹および復水した大麦麹で試作した水産発酵調味料の分析値

測定項目 米麹    大 麦麹    大 豆麹   復 水大麦麹

pH

遊離アミノ酸量(g/100mo

グルタミン酸(g/100ml)

亭Lttt(g/100ml)

475

573

0.53

043

4.73

396

0.37

019

5.24

11_47

1 1 8

051

4 . 9 1

1003

1.00

035

表2 ス ターターを添加して発酵させた

水産発酵調味料の分析値

測定項目 測定値

復水 した大麦麹を使用 してうま味成分が増

加 したので、さらに魚醤油特有のクセを低減

化するために、耐塩性乳酸菌と耐塩性酵母の

スターターを添加 して発酵させた。窒素利用

率とpHはそれぞれ4.96、78%を 示 し、諸味の

発酵が十分に進んでいた。遊離アミノ酸含量

は、うま味を感 じるとされる 5.O mg/100 ml

以上であった (表2)。

試作品の風味を輸入品の魚醤および醤油と

官能評価によって比較 したところ、試作品は

従来の魚醤よりうま味が強く、クセがほとん

どなく、醤油様の風味を呈した。

今後、香 りの解析や うま味の増強、機能性

の付与などに取 り組む予定である。

pH

Brix

全窒素

食塩(Na換算、g/100ml)

遊離アミノ酸量(g/100m!)

グルタミン酸(g/m!)

乳酸(g/100m!)

アルコール(g/100ml)

色度(550nm)

赤味度(a*)

窒素利用率(%)

496

393

199

1 7 2

892

088

026

0.42

222

399

78

4 要 約

シロサケCブ ナを原料とした魚醤油の製造試験を行つた。米麹、大麦麹、および大

豆麹の 3種 類を用いた魚醤油の試作試験を行つた。麹は製麹直後の水分まで復水 した

大麦麹を用いることでうま味成分が増加 した。さらに、復水 した大麦麹を使用 し、耐

塩性乳酸菌および酵母スターターを添加 し発酵させると、発酵が十分進み、 うま味に

富み、しかも魚介類由来のクセが感 じられない仕上がりとなった。

5 平 成 15年 度の研究計画

発酵に用いる微生物菌株の検討

製麹技術の検討
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道産味噌の高品質化に関する試験研究 (H13-14)

―味噌用酵母の分類 と性質の解明―

発酵食品部調味食品科 橋 渡 (山木)携 佐 々木茂文 田 村吉史

研究の目的と概要

味噌の製造に利用される有用微生物として酵母がある。酵母は味噌の香 りに大き

な影響を与え、未熟臭 ・温醸臭の除去や芳香性の付与に効果的である。酵母の生成

する香気成分の中には、抗酸化性などの機能性を持つフラノン化合物がある。利用

する酵母によつて味噌の品質が変わるため、より良質な酵母を選択 し、利用するこ

とは道産味噌の品質向上につながる。

そこで本研究では、道産味噌の高品質化を目標 として、道産味噌の品質向上につ

ながる優良味噌用酵母を分離し、その諸性質を明らかにした上で、それを実際の味

噌醸造に利用することをめざす。

昨年度は、平成 12年度および 13年度全国味噌鑑評会にて優秀と認められた味噌

より分離 した酵母 47株 のフラノン化合物生成量を測定した。本年度は、以前に分離
・保存 していた平成 10年度および 11年度全国味噌鑑評会にて優秀と認められた味

噌より分離 した酵母 50株のフラノン化合物生成量を測定し、さらに試験した酵母 97

株より25株 を選抜し、再現性を確認するために、第二次選抜試験を行った。

【予定される成果】

。優良味噌用酵母利用による道産味噌の高品質化

試験研究の方法

平成 10年度および 11年度全国味噌鑑評会にて優秀と認められた味噌 20点 より

分離 。保存した酵母 50株 について、フラノン化合物生成量の測定を行った。比較

対照として、標準株 6株 (IF01876、1130、0525、0505、0523、0439)と 市販株

2株 についても測定した。

フラノン化合物生成量の測定に用いた培地は、200mMリボース、200mMグルタミ

ン酸ナ トリウム混合溶液とYPD培地 (酵母エキス 2%、 ポリペプ トンS4%、 グル

コース 4%)を それぞれ 121℃、15分滅菌し、これを無菌的に等量混合したものを

用いた。試験培地 4mlに供試酵母を 1×107個/mlになるように接種 し、蓋を堅く締

めて 30℃、10日間放置した。測定試料は、遠心分離 (3000rpm、5分 )に よつて、

酵母を除いた培地 lmlを食塩で飽和させ、酢酸メチル 1.5mlを加えて 10分間激し

く振 とう後、遠心分離 (3000rpm、15分)を 行つた。この時生じた有機溶媒層 lml

をガスクロマ トグラフ質量分析計で、フラノン化合物のうち4-Hydroxy-2(or5)一

ethyl-5(or2)― methyl-3(2H)一 furanOne(HEMF)Zを 気ヒ』詮lンアこ。

3 実 験結果

―-24-―



平成 14年度事業報告 ・平成 15年度事業計画 試 験研究 12

標準株及び市販株を加えた 58株 の酵母の、HEMF生成量を図 1に示した。菌株に

よって、HEMF生成能が異なることが示されたが、最も生成量の高かった酵母は、標

準株の IF0 0505であった。

次に、今年度と昨年度検討した株の中から、フラノン生成能および測定培地での

生育度に着日して 25株 を選抜し、再現性の確認のために、第二次選抜試験を行った。

選抜株は、平成 10年分離株が 6株 、11年度 6株 、12年度 3株 、13年度 12株、標準

株 3株 の 28株 について、llEMF生成量を測定した。その結果(図2)、最も高い生成量

を示 した株 (T4)は、20mg/Lを超える生成量を示し、全体的にばらつきが減少 した。

HEMF生成量が昨年度に比べて減少している原因として、生育度が低下したことが考

えられるので、HEMF生成において、各酵母の生育度が重要であることが明らかとな

った。

゛ ゛゛ ゛ ゛ ゛ ヾ ヾ ゛ や ゛ ヾ ひ θ ゛ ゛ ε ヾ ゛ ゛ ヾ ヾ
諄母番号

図1 酵 母58株のHEMF生成量の比較

図2 第 二次選抜試験酵母のHEMF生成量の比較

4 要   約

平成 10、11年度全国味噌鑑評会にて優秀と認められた味噌より分離した酵母 50

株の HEMF生成量を測定し、菌株によって生成能に差があることを確認 した。次に、

昨年度の結果も踏まえて、25株 について第二次選抜試験を行つた結果、生成量の比

較的高い分離株 (T4株)が得られ、また、生成量のばらつきは減少 した。
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寒冷地に最適な新規乳酸菌による優良道産ワインの安定醸造  (H13～ 15)

発酵食品部調味食品科 橋 渡(山木)携 佐 々木茂文 田 村吉史

研究の目的と概要

北海道産のブ ドウは、その冷涼な気候により酸味が強いため、道産赤ワインの醸

造において、ワインの減酸は品質向上のための重要な工程である。減酸方法として

は、酸味の強いリンゴ酸を、乳酸菌によつて酸味の柔らかい乳酸に変換する減酸発

酵 (マロラクティック発酵;MLF)が効率よく安全な方法である。北海道ではその冷

涼な気候ゆえにMLFが起こりにくいといわれているが、実際には原料や樽などに存

在すると考えられる乳酸菌によって、自然発生的にMLFが進行 している場合が多い。

しかし、この時 MLFを生起している乳酸菌種については、まだ明らかにされている

とはいえず、MLFの進行も自然発酵に任せている状況にある。

そこで、北海道産赤ワインの品質をより安定 ・向上させることを目的として、MLF

に関与する乳酸菌の中から、種々のブ ドウ品種に最適で、しかも寒冷地に適応 した

減酸能力のある平L酸菌を選択 し、さらに、その乳酸菌の性質やその他の微生物との

関わりなどについて明らかにした上で、実際のワイン醸造において利用 ・管理する。

本年度は、昨年度 MLF進行中の赤ワインより分離した乳酸菌株から、寒冷地での

MLFに より適 した菌株を選択するために、その諸性質について検討した。

【予定される成果】

・北海道産赤ワイン醸造におけるマロラクティック発酵の工程管理

・北海道産赤ワインの品質の向上 。安定

試験研究の方法

試験には、北海道池田町ブ ドウ 。ブ ドウ酒研究所により製造された 2000年産赤

ワイン (ツバイグル トレーベ種)か ら分離 ・同定した乳酸菌 20株のうち、16S

rDNAの部分塩基配列が異なる3株 (B、M、S)を用いた。その低 pH耐性について検

討するため、冷凍保存株を解凍 。前培養後、pHの異なる3種類の本培養培地(pH

3.0、3.2、3.4)に 、菌数が 107個/mlになるように添加 し、15℃で嫌気培養 した。

本培養培地は、143培地を基本とし、フインの成分により近づけるために、糖分を

除きアルコール濃度を 10%に 調製 し、L―リンゴ酸を3.Og/L添加 した。培養 日数に

応 じて適宜サンプリングし、生菌数、pH、L―リンゴ酸量、L―乳酸量を測定し、3株

の低 pH耐性およびリンゴ酸発酵能を比較検討した。

実験結果

pH3.4(図1)では、B、S株 は添加当初から菌数が増加 し、MLFも 10日あまりで終

了した。M株 は、添加当初生育が遅れたものの、最終的には増加 し、MLFも 2週 間で、
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終盤に至っている。pH3.2(図2)では、S株 は 3.4の場合 と大きな変化はなかつた

が、B株 は、若千菌の生育が遅れ、リンゴ酸分解能も低下した。M株 は、添カロ当初

の生育の遅れが更に大きくなり、2週 間で MLFは半分程度 しか進まなかつた。pH3.0

(図3)では、生育阻害が大きくなり、M株 は生菌数が減少し、B、S株 は生菌数を

維持するだけで、増加は認められなかつた。それに伴い、リンゴ酸分解能も低下

し、試験開始後 2週 間では、MLFは終了せず、M株 に至っては、MLFの進行が認め

られなかった。

以上の結果より、同じワインから分離 した乳酸菌でもその低 pH耐性は菌株によ

って異なり、今回試験した 3株 では、S>B>Mの 順に耐性を持ちていた。
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4 要   約

2000年池田町産赤ワインより分離 した3種 類の乳酸菌株の低 pH耐性について調

べたところ、菌株によつて耐性が異なることが明らかになつた。

pH3.2のL―リンゴ酸量、

平成 15年度の研究計画

次年度は、本年度得られた結果を基に、

て、これに適した菌株を選択する。また、

し、MLFの進行状況を検討する。

日菫

L―乳酸量、生菌数の変化

ツバイゲル トレーベ種赤ワインを試料とし

選択した菌株を実際の醸造ワインに添加
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農 産未利 用 資源 の機 能性解 明 と機 能性食材 の開発   (H14～ H15)

発酵食品部調味食品科 佐 々木茂文 橋 渡 携  田 村吉史

研究の目的と概要

北海道は農産物を集約的に大量に生産 してお り、それ らを原料に大規模に食品

加工を行つている。そのため、加工適性の低い原料や加工工程で排出される残澄

は一カ所に大量に生 じる。近年、これ らの未利用農産物に様々な健康機能性が存

在 していることが明らかになり、その有効成分の食品への利用に対する期待が高

まつている。また、毎年多量に生 じる未利用農水産物の処理方法が環境の影響か

らも大きな問題になってきており、未利用資源や加工残澄の有効な利用方法の開

発が急務である。本研究は、農産物の未利用資源 (種子、種皮、果皮)お よび加

工残澄に含まれる機能性成分を探索して、有効成分を活用した食品素材の開発を

目的に行い、今回はヒマワリ種子の搾油残澄に注目して検討を行った。

【予定される成果】

。未利用資源の健康機能性を付与あるいは活用 した高付加価値食品の開発

・ 北海道内に潜在する健康機能有効成分の探索 ・評価技術の確立

・ 農 水産未利用資源の有効利用

試験研究の方法

(1)ヒ マフリ種子殻からの機能成分抽出条件の検討

搾油処理 したヒマワリ種子殻 10gに 抽出溶媒 (蒸留水、50%エ タノール、99%

エタノール、酢酸エチル)100mLを 加え、各抽出温度 (4℃、60℃、室温)お よ

び各抽出時間 (4、20時 間、7日 間)で 抽出し、それぞれの抽出液を凍結乾燥して

抽出物量を測定した。また、それぞれの抽出条件で得られた抽出物の抗酸化活性

をDPPHラ ジカル消去能とイワシ油平L化物の酸化反応モデルで評価 した。

(2)ヒ マフリ種子殻の加工処理条件の検討

茶系飲料の製造ではフレーバー、味、色調などの改善で原料を高温で加熱する

焙煎処理が行われる。そこでヒマワリ種子殻に焙煎処理 (200℃)を行い、蒸留水

60℃(B)区と50%エタノール (C)区で抽出し、抗酸化活性を測定して抽出物の抗酸化

活性に対する焙煎処理の影響を明らかにした。

実験結果

(1)機 能成分抽出条件の検討

ヒマワリ種子殻から溶媒、時間、温度を変えた条件で抽出を行い、抽出物量 (表

1)と 抽出物の抗酸化活性を測定した。抽出物量は蒸留水 仏,B)区 および 50%エ

タノール(C)区では 15-20%と 高かつたが、99%エ タノール(D)区と酢酸エチルC)
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区では 3%以 下であつた。また、抽出物量はどの抽出溶媒でも抽出時間による差は

認められなかった。一方、それぞれの抽出条件で得られた抽出物の抗酸化活性を

DPPHラ ジカル消去能とイワシ油乳化物の酸化反応モデルで評価 したところ、B

区と C区 に高い活性が認められた。このことからヒマワリ種子殻から蒸留水ある

いは 50%エ タノールによつて効率的に抗酸化活性成分を抽出できることが明らか

になった。

表 1 ヒ マワリ種子殻の抽出物量(%)

抽出条件 短期抽出

溶 媒 温度 4時 間 20時 間※1

長期抽出
試験区

7日
d  n s i z 2

A

B

C

D

E

蒸 留 水  4℃

蒸 留 水  60℃

500/OIEタノール 室 温

99%エタノール   Jき落証

酢酸エチル 室 温

1 6 . 2

20.4

2 1 . 4

2 . 5

1 . 1

9 . 8

8 . 7

2 . 4

0 . 8

0 . 1

1 7 . 1

1 7 . 5

20.6

3 . 2

1 . 4

6 . 4

8 . 5

1 . 8

0 . 8

0 . 2

※14時 間抽出後の残澄をさらに 20時 間抽出したときの抽出物量
※27日

間抽出後の残澄をさらに 7日 間抽出したときの抽出物量

(2)ヒ マワリ種子殻の加工処理条件の検討

茶系飲料製造ではフレーバー、味、色調などの改善目的で焙煎処理が行われて

いる。そこで数種の条件で焙煎したヒマワリ種子殻の抽出物の抗酸化活性を測定

して抗酸化活性に対する焙煎処理の影響を明らかにした。焙煎時間 30分 までは処

理時間が長くなるに従つて抗酸化活性が高まったが、30分 を越えると活性が急速

に減少 した。また、抽出物に含まれる成分を定量したところ、クロログン酸とエ

ピガロカテキンガレー トが主成分であり、焙煎時間 30分 までは処理時間が長くな

るに従つてこれら主成分が増加 し、30分 を越えると減少 した。このことから抗酸

化活性を最も高めた抽出物はヒマワリ種子殻を 200℃で 30分 間焙煎処理を行つた

後、蒸留水で抽出することで得られことが明らかになった。

4 要   約

ヒマワリ種子殻から蒸留水あるいは 50%エ タノールで効率的に抗酸化活性成分

を抽出できることが明らかになった。また、焙煎処理を 200℃で 30分 間行 うこと

によってヒマワリ種子殻の抽出成分の抗酸化活性が高まることが認められた。

平成 15年 度の研究計画

ヒマフリ種子殻の抽出物の機能性を明らかにする。また、茶系飲料への応用を

目指 し、製造条件と官能的評価、試作品の成分分析および保蔵性の検討を行 う。
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低温処理を応用 した食品のシェル フライフの延長に関す る研究

( H 1 2～ 1 4 )

発酵食品部発酵食品科 濱 岡直裕 富 永一哉

発酵食品部 田 中常雄

研究の目的と概要

食中毒事故が頻発 し大型化する中で、食品業界では一層食品衛生に対する関心が

高まり、多くの工場でHACCPが実践されるようになってきた。また、食品加工業者

にとつて販売している食品の安全性 とシェルフライフの確保 ・延長は最も重要な課

題である。 し かし、食品の中には加熱殺菌ができないものや、加熱すると食品の商

品価値が著 しく低下してしまうようなものもあり、このような食品に対 して加熱以

外の方法で微生物を制御する技術が必要とされている。

本研究は、ハー ドルテクノロジーで提唱されている温和な食品保存技術の考え方

に基づく研究である。微生物を半致死またはそれほど苛酷でないス トレスにさらし

た時、微生物はス トレスの程度に応 じて生存状態から損傷状態、そして死滅状態に

移行すると考えられている。この損傷状態にある微生物は、ス トレス直後では生き

てるのか死んでいるのか判定出来ない状態にあるが、時間の経過や栄養条件が整え

ば自らの力で損傷を回復 し増殖を開始する (損傷回復)。本研究は食品を凍結 ・冷

蔵処理することによリダメージを受けた微生物に対 し、既存の微生物制御技術を併

用することで、微生物の損傷回復を妨げて増殖を抑制 し、食品のシェルフライフを

延長させる事を目的としている。

これまでに、大腸菌を接種 した液体培地では凍結処理 と抗菌性物質の添加を併用

する事で増殖抑制効果がより発揮 されること、また、大腸菌などを接種 した水産物

において抗菌性物質処理と凍結処理を併用 した場合、抗菌性物質処理単独または単

純凍結 した場合に比べて、微生物の増殖をより抑制することが確認されている。こ

れらの成果に基づき、本研究では腸炎ビブリオ、サルモネラや黄色ブ ドウ球菌とい

つた食中毒菌に対する効果を、実際の水産食品において凍結処理と抗菌性物質の添

加処理を併用 した時の増殖抑制効果を引き続き検討 した。

【予定される成果】

。非加熱食品の微生物制御技術の開発

。冷凍冷蔵食品のシェルフライフの延長および品質

試験研究の方法

水産物は鮮度の低下を防ぐため、冷凍保存 し解凍処理後に冷蔵保存流通または生

食されることが多い。そのため解凍後のシェルフライフの延長が依然として問題 と

なっており、最も効果が期待される食品と考えられるため、本研究では水産物を被
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験食材 として想定 し、ホタテむき身を試験に供 した。試験では条件を均一にするた

めに、増殖抑制効果を測定しようとする細菌を食材に一定量接種 した。供試菌は水

産物による食中毒で問題 となる腸炎ビブリオの標準株γibrfο parahaθttοitycus IF0

1271lT、一般に食中毒の事例が多いサルモネラSal“ο“θIIa enteritidis IF03313、

および黄色ブ ドウ球菌Stap力ylοcοcοus aurθ」s IF012732を用いた。前培養培地は

3%NaCl添 加Nutrient BrOthまたはNutrient Brothを使用 し、菌濃度を約105～106

cfu/mlに調製 し被験食材に接種 した。その後、被験食材を0.05%焼成ホタテ貝殻カ

ルシウム液および対照として蒸留水に30分間浸漬 し、生菌数を測定 した。一方、同

様に処理 した試料を-30℃ の空冷フリーザーで一晩凍結 し、翌 日10℃の恒温水槽で

解凍 して生菌数を測定した。生菌数の測定は、腸炎ビブリオをTCBSで 、サルモ

ネラをDHLで 、黄色ブ ドウ球菌をスタヒロコッカス培地HOで 計測 した。

実験結果

腸炎ビブリオを接種 した試験においては、単に抗菌性物質処理 しただけでも菌数

の減少は確認できたが、抗菌性物質処理 と凍結処理を併用 した場合、抗菌性物質処

理単独、および凍結のみの場合に比べて、初発菌数の100分の 1程 度まで生菌数を

減少させ、増殖を大きく抑制する効果が見られた(図1)。

サルモネラ、黄色ブ ドウ球菌を接種 した試験では、単に抗菌性物質処理 しただけ

での菌数の減少は非常に弱く、抗菌性物質処理と凍結処理を併用 した場合、抗菌性

物質処理単独、および凍結のみの場合に比べて、顕著ではなかったが増殖を抑制す

る傾向が見られた(図2、 図 3)。

３
じ
覇
椰
釧

い
■
中
ミ
●

３
じ
轟
掴
引
ヽ

い
ヽ
コ
ぐ
奎

燕留水 員 mCa 蒸 留水 員 nCa

漫漬  浸 漬   浸 漬  浸 演

凍結融解な し  凍 結融解 あり

図 1 腸 炎ビブリオ菌数

4 要   約

蒸留水 員 殻Ca 蒸 留水 員 殻Ca

浸漬  浸 漬   浸 漬  浸 漬

凍結融解な し  凍 結融解あ り

図2 サ ルモネラ菌数

10E

蒸留水 員 殻Ca 蒸 留水 貝 殻Ca

浸漬  浸 漬   浸 漬  浸 漬

凍結融解な し  凍 結融解あり

図3 黄 色ブ ドウ球菌菌数

３
じ
轟
掴
＝
掴
営
０
■
ヽ
口
橿

凍結処理と抗菌性物質 (焼成ホタテ貝殻カルシウム)処 理を併用する事で細菌の

増殖抑制効果がより発揮されることが明らかになり、この効果は本研究で使用 した

焼成ホタテ貝殻カルシウム濃度 (0.05(w/v))では、大腸菌や腸炎ビブリオに対 して

顕著に有効であり、サルモネラや黄色ブ ドウ球菌へも効果が見られた。またこれま

での結果より、併用処理は抗菌性物質の使用量減量化に寄与することも示唆された。
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発酵食品製造用酵母の乾燥スターター化に関する研究  (H12～ 14)

発酵食品部発酵食品科 富 永一哉 演 岡直裕

発酵食品部調味食品科 田 村吉史

研究の目的と概要

多 くの発酵食品には用いられている酵母を乾燥スターター化することにより、発

酵の安定化とコス トダウン等を図ることができる。これまでに清酒用酵母に続き、

味噌用酵母の乾燥スターター化を行い、良好な結果を得た。さらに、ビール用酵母

の乾燥スターター化の検討を進めている。今年度は、地ビール企業に向けて特徴の

あるビール酵母を乾燥酵母として供給することを目的に、検討を行つた。発泡酒 ・

酎ハイなど低価格アルコール飲料の影響もあり、地ビールは厳 しい営業環境にある。

地ビールは大手ビールとは異なる独特な味と香 りばか りに頼るだけでなく、コス ト

を下げると共に品質の高いビールを製造する必要がある。

現在、乾燥ビール酵母は海外から輸入されているが、価格が高 く、1ロ ット当た

りの供給量が大きい。さらに、下面発酵酵母がないなどの問題点もある。また上面

発酵酵母ではエステル香の高いのもが望まれるが、期待 した香 りが出ないこともあ

る。ビールエ場では、酵母の再使用 (ピッチング)を するが、衛生管理の面から小

さな工場では避けた方が良い。この点からも、乾燥酵母スターターを使用すること

が安定製造の面で有利である。

これらのことから、英国のヘリオット・ワット大学から分与されたピッチングイ
ース トから良質な酵母の選抜を試みた。

【予定される成果】
。地ビールの品質安定化及び高品質化
・乾燥酵母スターターの商品化

試験研究の方法

英国のヘリオット・ヮット大学から分与された 2種 のビッチング ・イース ト (上

面発酵酵母及び下面発酵酵母各 1種 ずつ)か ら、数株ずつ最も大きなコロニーを形

成 したものを分離 した。さらに、この単細胞分離を進め、第 3段 階の分離によりそ

れぞれ 20株 ずつの酵母を分離 した。分離 した酵母が Saθttar鋼″θs θθ“ガSゴaθで

あることを確認するため、形態観察と共に、種々の糖に関する酵母の資化性 と発酵

性を調べることにより、酵母の同定試験を行つた。

これらの酵母の YPD培 地中での増殖を濁度で測定 し、分離株の増殖速度を測つた。

また、12%麦 芽抽出物の水溶液を培地とした発酵試験を行い、生成 した香気物質を

ヘッドスペース法によるガスクロマ ト分析により酢酸イソア ミルの生成を調べ、生

育が良 く且つ香気物質の生産性の良いものを選抜 した。

試験結果

各分離株は Sucrose,Glucose,Maltoseを 発酵 し、Melibiose,Lactose,Trehalose,
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Raffinoseは発酵せず、Galactoseは発酵する株 としない株があつた。資化性試験で

は、Ce1lobiOse,Lactose, Inulin,D― Xylose,L―Arabinose,D―Arabinose,D―Ribose,

L―Rhamnose,デンプン,Melibiose,Trehaloseを 分離株は資化できなかったが、

Sucrose,Maltose,Galactoseは資化 した。発酵試験 と資化性試験の結果を文献と

比較 し、形態観察な どの結果 も考慮 して、分離 された酵母は &θ“a)ヾ Qθs

“″72SIaθであると同定 した。

分離株の増殖速度については、72時間の生育速度測定の結果、濁度 (菌数)が 増

して、成長の良いと判断されたものが、上面発酵と下面発酵酵母それぞれから4株 、

併せて 8株 選抜 した (図)。 さらに、酢酸イソアミルの生成能を調べ、この中から

それぞれから2株 、併せて 4株 選抜 した (表)。

□

4要  約

味噌用乾燥酵母スターターに次いで、ビール用乾燥酵母スターターの検討を行つ

た。道産地ピールの品質向上と製造工程の簡便化及び安定化を目指し、乾燥ビール

酵母を製造するための酵母の選抜を行つた。英国よリビツチング ・イーストの状態

で入手した酵母から、上面及び下面発酵酵母をそれぞれ 20株 ずつ単細胞分離し、

&θ“arο″θθs Oθrθy」sfaθに属する酵母であることを確認した。培地中での増殖速

度と麦汁からの酢酸イソアミルの生成量から、それぞれ 2株 ずつの優良酵母を選抜

した。

前培養後、12%の 麦芽エキス溶液に
植菌し、15℃、10日間培養した。

分離株番号111株(a)

20          40         oo

培姜時間(時間)

0  1

く 0 . 8

=0.6
80.4

讐
0.2
0

囲

鋪

“

嘘

０

９
ヽ
８
ｏｏ
Ｏ
）
優
興

轟□

癖国
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発酵食品中の香気物質に関する研究 (Ⅱ13-15)

発酵食品部発酵食品科 富 永一哉、演岡直裕

研究の目的と概要

醤油や味噌の香 りの骨格をなす物質フラノンは、カラメル様の香気と高い抗酸化

活性を持ち、抗腫瘍活性を初めとする生体に対する機能性も有する物質として注目

されている。今までに多 くの研究者により、様々な発酵食品の中にフラノンが発見

されている。当研究室では、平成 10～12年 度に渡 り中小企業庁の研究補助を受け、

味噌 ・醤油、発酵乳製品、ワイン等について、熊本県及びスコットランドの 2研 究

機関と共にフラノンの共同研究を行つてきた。その結果、ヨーグル ト及びワインの

製造において、このフラノンが発酵工程で微生物の活動によって増加することを明

らかにし、それぞれの製品中でフラノンの 1種 、 ハ イ ドロキシ 。ジメチル ・フラノ

ン (以後 HDMFと 略称する)を 増強する方法を確立 した。

この研究の成果をより広範囲で実用化 し、さらに他の発酵食品におけるHDMF存 在

を検討するため、本研究を開始 した。さらに、補助事業に参加 していなかった道内

の多 くの企業等に技術の普及を図るために、研究及び普及事業のフォローをすると

共に、道内企業のニーズ調査を行う。

【予定される成果】

。発酵 ・醸造製品の高付価値化

。新規食品の開発

試験研究の方法

市販されているビター ・タイプのビール及び発泡酒 3種 について、定法によリフ

ラノンの分析をした。即ち、消泡処理後の試料 2gに 対 して NaClを 2g添 加 し、最

初 1.5ml、その後 1.Omlで 4回 酢酸メチルにより抽出操作をして、抽出されたフラ

ノンをガスクロマ トグラフ質量分析計により定量 した。なお、内部標準 としては、

n―デカノールを用いた。

ヨーグル トの試料では、原料である 10%の スキムミルク溶液に対 して 2%の ガラ

クトースと加えたもの、加えなかったものの 2種 を調製 した。原材料は達温 85°C

と 65℃の 2つ の温度で、15分 間殺菌 した。都合 4つ の試験区は、五aθιοttθゴ″υs

力θ」“ιゴθυs Bl及び S″″ιοOθθυS"“ “滅ガ“ 510の 2株 を混合スターターとし

て原料の 3%量 用い、43℃、12時 間で発酵 した。また、試験的に作つたコーグル ト

を製造技術に興味を持つ製造者に試食 してもらい、実際の製造に持ち込めるか、意

見を聞いた。
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実験結果

ビール及び発泡酒の分析においては、市販のものの中にHDMFが 含まれることが分

かつた。また、製法上から麦芽含有率が少ないと思われる発泡酒は、HDMFの 含量も

少なかつた (表)。共同研究を行つていたスコットランドの研究者が明らかにしてい

るが、ビールの場合、焙煎を強 く行つた麦芽を原料 とする製品のみに著量の HDMF

が見られる。工程上でフラノンの含量を増やすには焙煎工程を改善する必要があり、

製麦を行うことは新規の設備投資が必要となるため、現実的ではない。このことか

ら、原料麦芽に遡つた試験によリフラノンの前駆体量の多い原料を探す必要がある。

ヨーグル トの試作においては、ガラク トースを添加 して高温で殺菌する製造方法

で作つた製品が 0.3ppmの HDMFを 含むのに対 して、他は痕跡量程度のHDMFが 存在 し

た。製造者の意見から、香 りの点で興味深い製品とはなりうるが、高温での殺菌が

設備的に可能であるかどうか、さらに副原料となるガラクトースの価格がネックに

なることが分かつた。このことから、差別化できる製品として、糖添加をしないで

製造する方法を検討する必要もある。

表 ビ ール及び発泡酒中の HDMF

生産者 HDMF量 (ppm)

A
０
ん

ハ
υ

B 0。1

C n.d.

A及 び Bは ビール、Cは 発泡酒

n.d.は測定限界以下存在する

4  要 約

市販のビター ・タイプのビール及び発泡酒 3種 について HDMFを分析 した結果、分

析可能な程度の HDMFが含まれることが分かつた。試験的に製造 したヨーグル トを製

造者に試食 してもらった結果、副原料の価格が製造技術の普及にとって障害となり

うることが分かつた。

平成 15年度の研究計画

・ビール及びその原料のHDMF並びにその前駆体の分析

・ヨーグル トにおける糖を使わないフラノン増強法の検討
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道産水産物を原料とするペース ト状発酵食品の開発

( H 1 4～ 1 5 )

発酵食品部発酵食品科 濱 岡直裕 富 永一哉

発酵食品部 田 中常雄 大 堀忠志

研究の目的と概要

北海道の年間漁業生産量は約 200万 トン弱であり、出荷額でも食料品全体の中で

は水産食品が最も多く、食料品全体の3分 の 1を 占めるほど水産業の優位性がある

が、一方では近年の価格の低迷や需要の落ち込みなどにより出荷額が減少する傾向

にある。なかでも、魚種別漁獲量で上位にあるホッケは、漁獲量の3割 程度が小型

ホッケでり、価格も低く生鮮流通品や加工品としては利用価値が低いのが現状であ

る。またスケ トゥダラなど他の多獲性魚種においても従前の加工方法だけでは利用

量に限界があり、新規の加工方法による水産加工製品の開発が、漁港を持つ市町村

や漁業協同組合から要望されている。

本研究では本道における多獲性の魚種について、発酵技術を利用 した新 しいペー

ス ト状の発酵食品の製造方法およびその物性について試験を行い、加工にそれほど

適さない水産物の利用価値を向上させることを検討する。

初年度は、小規模の試醸を実施 し、原料魚の加工方法、原材料割合、発酵条件な

どの基礎検討を行った。

【予定される成果】

・安価で利用価値の低い水産物を原料とした新規発酵食品の創出

試験研究の方法

農産物の大豆を原料とする発酵食品の代表と云えるものには、醤油と味噌がある

ことは周知のことだが、本研究では水産物を原料 とする発酵食品として、魚醤油と

は異なる味噌様のペース ト状発酵食品の創出を検討 した。

はじめに、原材料の選定および仕込計算を行つた。原料魚には、多獲性かつ低価

格で、加工用途が少ないものを選定することとし、スケ トウダラおよび小型ホッケ

を選定した。仕込計算は、米味噌と魚醤油の仕込計算方法を参考に、原材料の配合

比率を算出した。まず、最終製品の食味に麹の添加量が大きく関係するものと考え、

米麹の配合比率の異なる群 (22%、 12%)を 設定し、小仕込み試験を実施 した。次

に、原料魚の前処理工程の検討 として、常圧蒸煮法を採用 し、操作工程上、蒸煮 と

ミンチの工程順序を入れ替えた2群 を設定 した。全ての試験区において、味噌製造

用米麹 (日本清酒製)を 添加するとともに、発酵を安定させるため、食塩 ((財)

塩事業センター製)を 12%、 および前培養 した味噌用酵母 Zygοsaccharο″yces

ruxゴ」を所定量添加 し、30℃の温醸庫で約 3ヶ 月醸造 した。醸造 した味噌様ペース
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卜発酵食品は、定期的にサンプリングし、滴定酸度等を測定するとともに、醸造終

了後に官能試験を実施 して評価を行つた。

実験結果

原料魚の前処理工程、麹の添加量による食味の差について、官能試験により評価

した結果を表 1に 示す。スケ トウダラ、ホッケ共に、原料魚の前処理としては、蒸

煮 とミンチの順序は食味にはほとんど影響を与えなかったため、以後の試験は作業

効率を考慮 し、蒸煮後にミンチすることにした。また、麹の添加量を12%と した場

合、製品にアルコール臭が強く感 じられ、官能評価が劣っていたが、22%添 加の場

合は、香 り、色、味ともに評価が良い結果となつた。なお、全体にスケ トウダラよ

リホッケの官能評価が劣っていた理由は、ホッケでは魚肉の色が濃いことが醸造 し

た製品の評価に影響 したものと考えられた。

表 1.官 能評価

原料魚   原 料魚処理法 麹 官能評価 rl:泰.2:優 .3:自 ヽ4:可 、 5:不可ヽ

番 り   仁    峡  総 合 評 宇

スケ トウダラ 蒸煮後ミンチ 22%
12%

2.8     1.0

R R   3 0

2.5     2.0

2_R    3_0

ミンチ後蒸煮 22%

120/6

1 . 5

3_0

1 . 8

3_0

1 . 8

2_8

1 . 5

2_8

ホッケ 蒸煮後ミンチ 22% 2.5     3.8     2.8     3.0

120/0        3_3      4_5      3_3      3.3

ミンチ後蒸煮 22%
12%

2.3    4.0

3ヽ    4ヽ

2 . 5

■_3

2 . 8

3_8

また、滴定酸度の沢1定の結果、醸造後50日を経過 したころより数値の上昇は緩や

かになり、食味においても塩辛さが無くなった。このことから、本試験で設定 した

30℃温醸の条件では、醸造期間は60日程度が適当と考えられた。

4 要   約

スケ トウダラおよび小型ホッケを原料 とする発酵食品として、魚醤油とは異なる

ペース ト状発酵食品の創出を検討 し、小規模の試験醸造において、原材料の風味を

生かした新 しい味噌様のペース ト状発酵食品を製造することが可能であつた。

平成 15年 度の研究計画

仕込量を大きくして実用レベルでの製造方法を中心に検討する。また、減塩タイ

プの製造も含めて、仕込、発酵方法を再検討 し、最適な醸造条件を決定するととも

に、発酵期間中の製品内での細菌叢の変化や成分分析などを行 う。
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食 品カロエ機械 の制御方法に関す る試験研究     (H12～ H14)

一
ゆ らぎ制御の食 品工業への応用 について一

応用技術部食品工学科 熊 ―  清 水英樹 河 野慎一 奥 村幸広

研究の目的と概要

ゆらぎ制御は、快適性の付与や省エネルギー化の目的で、家電製品等において実用化

されている。このゆらぎ制御を食品加工機械に適用できれば、省エネルギー化の可能性

や機械を使用して効率的な生産を行いながら、天日乾燥や手ごねに近い品質が得られる

可能性がある。本研究では、食品の通風乾燥の風速制御にゆらぎ制御を応用 した。
一定の風速で乾燥させた場合と比較 し、ゆらぎ制御を用いた場合の乾燥特性等につ

いて検討 した。

【予定される成果】

。ゆらぎ制御技術の食品分野への利用技術の開発

試験研究の方法

通風乾燥機は、恒温室 (w2.8×D2.2×H2.3m)内 部に送風機 (ヤナギヤ CF-80軸

流式 羽 根直径 0.76m)と 園 同 (wl.2×DO.9×HO。9m)を 置き、構成した。送風機の

回転速度は、インバータの周波数を設定することで調整した。周波数はコンピュータを

用いて行い周波数固定 (一定風速制御)と ゆらぎ制御とを設定した (表1参 照)。風速

は、風速計で則 同の中心部と周辺部で平均風速を測定し、それらの平均値を測定値とし

た。送風機の電力はインバータの一
次側で測定し、データロガーを用いて記録した。恒

温室内部環境は温度 17℃、湿度は 50%RHに 設定した。乾燥試料として剥皮したイカ

(厚さ約 5mm:凍 結品を5℃ で解凍したもの)を 用いた。試料は、羽根からlmの 距

離で風γ同の底部から0.6mの 高さにある金網 (10mm角 格子状)の 上にのせた状態で乾

燥させ、途中の重量変化、終了時の含水率、硬さについて調べた。含水率は乾燥法(105℃)

で測定した。硬 さはレオメータ (サン科学 CR220D直 径 lmm針 状プランジャー)

を用いて測定 し、試料に突刺 した時と貫通した時の荷重を測定 し、硬さとした。乾

燥途中の含水率は、重量の変化 と乾燥開始と終了時の含水率から算出した。

実験結果

図1に 乾燥特性曲線を示した。
一定風速制御で風速が速い50、40、30Hzの 場合では

乾燥速度の変化には勾配の急な減率第
一乾燥期 となだらかな減率第二乾燥期が現れた。

風速が遅い場合は、減率第二乾燥期は現れず直線的に変化した。ゆらぎ制御では風速が

速い場合でも全乾燥期間で乾燥速度は直線的に変化し、含水率 60%以 降の中間含水率領

域では一定風速制御の場合よりも高い値となる傾向があつた。図2に 試料の含水率が

60%の 時の乾燥速度と送風機の平均電力の関係を示した。図示しない乾燥初期の 70%付

近の含水率領域では、
一定風速、ゆらぎ制御にかかわらず平均電力と乾燥速度とはほぼ
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比例した関係があったが、60%の 中間含水率領域ではゆらぎ制御は同一の電力でも一定

風速制御に比べて高い乾燥速度になる傾向があった。図3に 24時 間乾燥した試料の硬

さを示した。30Hzの 場合、貫通時の荷重は小さいが突刺し時の荷重は大きく、表面部

に硬い層の存在を示した。40、50Hzで は乾燥物は突刺し時の荷重は小さく貫通時の荷

重は大きな数値となり全体的に硬く乾燥したことを示した。ゆらぎ制御は突刺し、貫通

時の荷重とも小さい傾向があり、全体的に柔らかく乾燥したことを示した。

水産物等の乾燥では、乾燥が進み試料内部から表面への水分移動が乾燥律速となった

時、水分分布を均一化し乾燥効率を上げる目的で 「あん蒸」が行われている。ゆらぎ制

御では風速値の大小が時間的に変動するので、あん蒸の効果に相当するものが現れて乾

燥速度の低下が抑えられると考えられる。また、急激な乾燥が起こりにくく、乾燥品は

柔らかく仕上ると考えられる。

表 1 設 定周波数と平均風速

インパータ設定周波数(HZ)

大 値

［８
¨
ｘ
‘
り
ヽ
］
蝠
燿
豪
響

コ

＝
な

８
９

ｘ
〓
●
ヽ
］
蝠
観
颯
＝

含水準 卜]

図 1 乾 燥特性曲線

乾燥コ境117℃ ∞漱H   試 料:40

含水準 ∞%の とき

:10           150           200          250           000

平均電力 tW]

図2 乾 燥速度と平均電力との関係

F52         1F52        40H2

図 3 乾 燥物の硬 さ

4 要  約

本試験から、ゆらぎ制御は一定風速制御に比べて以下のような特徴が認められた。

・平均風速を高めにしても乾燥の進行に伴 う乾燥速度の低下を抑えられる。

・含水率 60%以 降は一定風速制御に比べて同じ電力でも高い乾燥速度が得られる。

・高い乾燥速度にも拘らず一定風速制御の場合に比べて均一に柔らかく乾燥できる。

ゆらぎ制御の導入は、機械乾燥の特性改善の可能性があることが示唆された。
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馬鈴薯等 でんぶん素材 の新規改質技術 の開発 とカロエ適正評価 に関す る研究

―機械的処理によるでんぶん系粉体素材の改質技術に関する研究一  (H13～ 15)

応用技術部食品工学科 清 水英樹 奥 村幸広 河 野慎一 熊 林義晃

研究の目的と概要

北海道は、米、馬鈴薯等のでんぷんを多く含む農産物の産地であり、それらから馬

鈴薯でんぶんをはじめ、多くの粉体食品素材が生産されている。しかし、近年は輸入

品の導入が増加 し、特に馬鈴薯でんぷんはその需要が低迷 しているのが現状である。

このような中、でんぷんの需要拡大を図るための新たな用途開発が望まれている。

工業分野では、粉体に衝撃 。圧縮 。摩擦 。せん断等の機械的エネルギーを与えるこ

とにより結晶構造等の物理化学的性質を変える手法が、粉体同士の複合化など粉体改

質技術として利用されている。この技術は食品分野においても応用できる可能性があ

る。本研究では、でんぷん系粉体素材に、機械的エネルギーを付与することでそれら

の改質を試み、新たな性質を持つた粉体素材としての用途開発を行なうことを目的と

する。

【予定される成果】

新たな特徴を持ったでんぶん系粉体素材の開発

試験研究の方法

今年度は、米粉の製パン原料などへの用途を想定し、粉末グルテンとの複合化を目

的とした米粉の改質の可能性について検討 した。

1)米 粉の改質処理

衝撃式粉砕機により製造された市販米粉および市販粉末グルテンを用い、米粉 :粉末

グルテン=85:15の 混合粉体をミキサーにより調製 した。改質処理は、上記混合粉

体および市販米粉を試料とし、転動ボールミルおよび粉体表面改質装置 (奈良機械製

作所)の 2種 類の装置を用いて行つた。

2)改 質米粉の評価

走査型電子顕微鏡により、処理粉体の粒子形状を観察するとともに、粒度分布および

安息角を測定し、粉体特性を調べた。また、粉末X線 回折測定により改質処理に伴 う

でんぶんの結晶構造変化について調べた。米粉と粉末グルテンの複合化の状態は、ア

ミドブラックのエタノール溶液を用いてタンパクを染色し、エタノール洗浄 ・遠心分

離を繰 り返 した後、沈殿部分の色調から判断した。生地形成時の重要な要素となる吸

水率はファリノグラフを用いて測定した。

実験結果

米粉 (平均粒径 73μ m)と粉末グルテン (平均粒径 17μm)の 混合粉体 (図1)は 、

米 ・
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ボール ミル処理(BM処理)によって粉砕 され、平均粒径が 30μ mの不定形の粒子形状

を持つ粉体となった (図2)。 また、表面改質装置処理(HYB処理)では、平均粒径が

42μ mと粒度は小さくなったが、粒子形状は球形化される傾向にあつた(図3)。安息

角はいずれの処理でも約 48度 であり、粉体としての流動性に差はみられなかった。

図 3  HYB処 理

BM処理および HYB処理粉体の粉末 X線 回折パター

ンは、いずれの処理でも回折ピークが未処理と比ベ

て小さい傾向にあることから、これ らの処理によっ

て米でんぷんの結晶構造が変化 し、部分的に糊化状

態となっていることが示唆された (図4)。

米粉 と粉末グルテンとの複合化状態を、タンパク

染色後に遠心分離で沈殿 した粉体の色調により調べ

た結果、BM処 理粉体の沈殿層は2層 に分かれたが、

HYB処理粉体は均一な色調の沈殿層を形成 した。この

ことから、HYB処理では、米粉に対 し粉末グルテンが

均一に複合化されていると考えられた。また、米粉と粉末グルテンの混合粉体とHYB

処理複合化粉体について、生地形成時の物理特性を調べた結果、HYB処理粉体は混合

粉体よりも高い吸水率を示 し、製パンに適 した生地物性は得られなかつた。これは、

HYB処 理過程におけるでんぶんの部分的糊化により吸水率が増加 したためであると

推察された。

4 要   約

米粉と粉末グルテンの混合粉体を HYB処 理することにより、粒子は球形化 し、粉

末グルテンは米粉に対し均一に複合化されたが、粉体としての吸水率は増加 した。

処理過程におけるでんぶんの部分的な糊化が吸水率の増加に影響 していると考えら

れた。

平成 15年 度の研究計画

BM処 理および HYB処 理によつて改質された馬鈴薯でんぷんの用途開発に関する検

討を行 う。

図 1 混 合物 図 2 B M処 理
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米 ・馬鈴薯等でんぶん素材 の新規改質技術 の開発 と加 工適正評価 に関す る研 究

―核磁気共鳴によるでんぶんの状態解析 と食 品カロエヘの応用 一  (H13～ 15)

応用技術部食 品工学科 奥 村幸広 清 水英樹 熊 林義晃

応用技術部主任研究員 長 島浩二

研究の目的と概要

北海道の農産物は、生食 。加工の用途 を問わず、高品質であるとい う評価が定着

している。 しか しなが ら、近年の輸入農産物の増加 に伴い、価格面での競争力に劣

るために、輸入品に置き換 えられ る部分が増加 しつつある。 この よ うな状況下、道

産農産食 品の競争力を維持、あるいは さらに高めてい くには、その特徴である 「高

品質」を生か した製 品づ くりが非常に重要である。

道 内で生産 され る主要農産物 には、米、小麦、馬鈴薯な ど、でんぷんを主成分 と

す るものが多 く、でんぶんの性質は、これ らの農産物の品質お よび加 工適性 に大き

な影響 を与える。本研究では、核磁気共鳴 (NNIIR)法を利用 して、農産物 中のでんぶ

んの化学的性状 を解析 し、NMR法 による農産加 工品の非破壊品質評価法の確立、お

よび素材の品質 を生か した製品づ くりのための工程管理 について検討す る。今年度

は、加熱 によるでんぷんの糊化 とNMRシ グナルの関係 について検討 した。

【予定 され る効果 】

・食 品素材 に適 した利用法の選択や工程管理の設定

・食 品品質の新規評価法の開発

試験研究の方法

試料 として、コムギ、 ト ウモ ロコシ、バ レイ シ ョ由来のでんぶんを使用 した。で

んぷんに重水を加 え、よく攪拌 しなが らパスツール ピペ ッ トで直径 5mmの NMRサ ン

プル管に移 し、数時間静置 したあとに上清 を取 り除いた。 この操作 を数回繰 り返 し

て深 さ5cm程度のスラ リーを調製 し、これ をNMR測 定に使用 した。NMRは 日本電子

製 JNM―EX270型 を使用 し、NNIRス ペ ク トルの測定 と、InversiOn recovery法によるプロ

トンの spin―lattice緩和時間 (縦緩和時間 Tl)を測定 した。試料温度 は NNIR装 置付属 の

コン トロー ラーで設定 し、設定温度で 30分維持 した後測定を行 つた。

実験結果

バ レイシ ョ、 ト ウモ ロコシ、コムギのでんぷんスラリーの温度 を 30℃か ら90℃ま

で上昇 させなが ら、それ らの NMRス ペク トルを測定 した (図 1,2)。本試験で使用 した

装置の特性 によ り、でんぶんが固体 (結晶 )状態である50℃までは、スラ リー中の軽

水 (H20)の シグナル (ピーク 2)のみが観察 され、でんぶん由来のシグナルは観察 され

なかった。60℃以上ででんぶんの糊化がは じま り、それに伴い徐々にでんぶん由来
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のシグナル (ピーク 1,3, 4 )が観察 されるようになつた。温度上昇に伴 つてでんぶん由来

ピー クの強度は増大 し、80℃以上では 3つ 以上のでんぷん由来 ピークが確認 できた。

囲ピーク2(H20)ロ ピーク3ロ ピーク4ピーク1．
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図3  ピーク2( H 2 0 )の緩和時間Tl
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図2 . N M Rスペク トルのピーク強度と温度の関係

次 に、検 出 され た ピー クの緩 和 時 間 (Tl )を測

定 した (図 3)。H2 0 ( 4 . 5 p p m )のTlは 、30℃では液体

状態 の H20の Tlに 近 く、水 とでんぶ ん との結 合

の弱い、いわゆる 「自由水」の状態 と考 えられ る。加熱処理の進行 によって H20の

Tlは徐々に短 くなつた。Tlは分子の運動性の指標であることから、糊化によつて H20

分子 とでんぶん との相互作用が強 くな り、H20の 運動性が低下 しているもの と考え

られ る。でんぶん由来のピークについて、糊化の進行 した 70℃以上で Tlの 測定が可

能であつたが、温度 とTlの 関連性は認 め られなかった (デー タ未掲載)。

4  要 約

加熱 工程 中でのでんぶんスラリーの NMRシ グナル強度 と緩和時間の変化 について

検討 した。スラ リー状態ではでんぶん由来の 融 IRシ グナルは検 出 されなかつたが、

糊化 の進行に伴 つてでんぷん由来の NMRシ グナル強度は増大 した。また、緩和時間

の測定によって、糊化の進行 に伴 う水の運動性の低下が示唆 された。以上 よ り、で

んぷん糊化の状態変化 を NMRに よって検出可能であることが示 された。

平成15年度の研究計画

食 品中でのでんぶんの状態変化 とNNIRシ グナルの関連性 の検討

NMRに よるでんぶんの老化現象の解析

← ピーク3 , 4

(でんぶん)
ピーク 1→

(でんぷん)

トウモロコシ
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北海 道 産原 料 を主体 と した

エ クス トル ー ダ に よる高 タ ンパ ク膨 化 食 品 の 開発  (H14-15)

応用技術部 食 品工学科 河 野慎一 熊 林義晃

加 工食 品部 畜 産食 品科  阿 部  茂  渡 辺  治  川 上 誠

研究の目的と概要

当センターでは平成 13年 度にアルバータ州との共同食品加工技術開発プロジェ

クト (ミレニアム事業)に て、2軸 エクス トルーダによる高タンパク膨化食品 (ハ

イプロテインスナック)の 製造技術を新 しく開発 した。現在、国内で販売されてい

るスナック菓子は穀類、イモ類等のデンプンを主原料とした製品がほとんどであり、

タンパク質を主原料としたスナック菓子は、ほとんど販売されていない。本研究は、

北海道産原料を用いたハイプロテインスナックの製造を目的とする。今年度は、基

本製造技術を確立させることを目的とし、牛肉を用いたスナックの製造を行つた。

【予定される成果】

。北海道発の新規スナック食品の開発、水畜産物の利用拡大

試験研究の方法

各試験区の原料配合を表 1に示した。牛肉は 「もも肉」を用い、脂身を除去し、

ミー トチョッパにて挽いた後、サイレントカッターにて、他の原料と混合 。かく拌 。

細断して試験に供 した。エクス トルーダは TCO‐30(ネ申鋼テクノ (株)社 製)を 用

いた。エクス トルージョンクッキングにより製造されたスナック原料は、通風乾燥

機で乾燥を行つた。乾燥温度は40℃とし、風量は装置で設定できる最小量とした。

一定時間ごとにサンプリングを行い、水分を測定した。

乾燥後のスナック原料を家庭用フライ器にて油で揚げ

(190℃)、スナックを製造した。スナック原料は油に

投入すると一旦沈み、その後、膨らみながら浮き上が

リスナックとなる。投入してから油面に浮き上がるま

での時間を測定し浮上時間とした。また、フライ前後

の断面積を測定し、膨化率を算出した。なお、表中の

試験区Cは ミレニアム事業の再現試験である。

表 1 各 試験区の原料配合

障区τ層
力
1晩子

Naで
富
ん
磯譜

C     35     35     30

Y‐2   50    0    50

Y‐4     30      5       65

Y‐5     50      5       45

Y‐6   70    5    25

コーン
フラワー

実験結果

図 1よ り膨化率は水分により変化することが示され、水分減少に伴い膨化率は上

昇 した。 しかし水分が 7%以 下になると膨化率は下がり、膨化率が最大になる水分

が存在することが確認された。図 1で は水分が約 10%の 時に膨化率は最大となった。

1     30      0      70

ばれいしょ
でんぷん
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スナック原料が高温の油へ投入されると、原料中の水分が気化 し、急激な体積膨

張が起こる。この水分の気化に伴 う体積膨張により原料も膨張する。これがスナッ

クの膨化原理である。この現象は脱水と捉えることも出来る。またスナック原料は、

油中に投入されると沈み、その後、膨らみながら浮き上がリスナックとなる。この

ときのスナック原料比重変化を考えると、油中に投入された直後の原料比重は油の

比重より大きいが、水の気化(脱水)に伴い比重が小さくなり、浮上が始まる時点で

油の比重よりも小さくなると考えられる。原料水分と浮上時間の関係を図2に 示 し

た。高水分の原料(20%以上)は、短時間で浮上した(5秒 以下)。これは原料比重が小

さく、原料中の一部の水分が気化(脱水)することで油の比重を下回るためと思われ

た。フライ後の製品は、水分が残るため芯があり、表面部分の気泡が大きい構造と

なった。一方、低水分(7%以下)の原料は浮上するまでの時間が長くなつた(20秒 以

上)。これは、比重が大きいためであると思われた。フライ後の製品は過加熱により

褐変が起こっているもの、浮上しないものなどが観察された。最適水分量の原料(10%

前後)では、10秒 前後で浮上し、均一の細かい気泡を持つ構造となつた。以上のよ

うに、スナックの膨化は原料の比重と関係があり、最適水分が存在するのはこのた

めであると推測された。前述の試験区 Y‐1～3以 外の試験区でも、最適水分がある

ことが確認され、その水分量は9～12%であった。

図 3よ り、牛肉添加量が増えると膨化率が下がることが確認されたα‐1～3、Y4

～6、R‐1,2)。また、カゼインナ トリウムの添加量が増えると膨化率が上がることが

確認されたc‐1～3)。しかし、コーンフラワー試験区α‐1～3と Y‐4～6)ではカゼイ

ンナ トリウムを添加 しても膨化率に変化は見られなかったが、これは添力日量が少な

いため(5%)と予想された。

35

30

25

駐"
当15
趾

10

5

0

図1 コーンフラワー試験区の水分と膨化率

4 要   約

スナックは原料水分量により膨化率が異なり、最適な水分量があることが示され

た。また、スナックの膨化率は、牛肉添加量の増加に伴い下がり、カゼインナ トリ

ウム添加量の増力日に伴い上がった。

5 平 成 15年 度の研究計画

北海道産水産物を用いたスナ ックの試作、フライ以外の加工方法の検討
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北海道近海の深層水の食品加工への利用     ⊂ 13‐10

応用技術部 長 島浩二

発酵食品部 田 中常雄 大 堀忠志

加工食品部 井 上貞仁 山 本一史

研究の目的と概要

海洋深層水は全国的にその採水 と利用が進められてきてお り、北海道においても

羅日町、岩内町および熊石町で取水設備の建設が進んでいる。このような状況の中、

深層水の各方面での利用の可能性を示すことが求められている。当センターに於い

ても昨年度、食品加工への利用に関してボンレスハムとソーセージの試作を行い、

良好な結果を得ている。本年度は、北海道の深層水の細菌学的特徴を明らかにする

とともに、深層水の新たな機能を探る目的で腸内細菌に対する影響評価の予備試験

を行つたので報告する。

【予定される成果】

海洋深層水の食品加工への利用促進と市場規模の拡大

試験研究の方法

細菌検杏 :生菌数はマリンアガー培地を用い 20°C培養で、大腸菌群数はクロモア

ガーECC培 地を用い 35°C培養で測定 した。腸炎ビブリオの定性検査は以下の様に行

った。すなわち、海水 100 mlを フイルター (ポアーサイズ 0.45 μm)で 濾過後、

フイルターにトラップされた細菌をアルカリペプトン水中で 35°C一夜培養 した。こ

の増菌培養液をクロモアガー・ビブリオ培地に塗抹 し35°Cで 一夜培養後、判定 した。

細菌菌種の同定 :マリンアガー培地上に出現 した細菌コロニーの 16Sリ ボソーム

RNA遺 伝子の塩基配列を解読することで菌種の同定を行つた。

腸内細菌相に対する影響評価 :4人 の被験者に海洋深層水 (清涼飲料水)を 毎日

500 ml、2週 間摂取 して貰い、摂取前、摂取後 1週 間日、2週 間目及び摂取中止後 2

週間目にふん便を採取 し、ふん便中の細菌相の変化をT‐RFLP法 1)で評価 した。

1): Nagahma K etal,Appl.En慟 ron mcrobiol,69(2),1251・1262,2003

実験結果

菌数の時期変動 :羅日町沖海洋深層水及び表層水の生菌数、大腸菌群数及び腸炎

ビブリオの有無について 2002年 6月 ～2003年 10月 までの期間 1ケ 月間隔で測定

した (図 1)。9月 を除いて深層水の生菌数は、表層水よりも最大 100倍 低 く、おお

ょそ lo2～lo3 cFUノmlの 間にあった。また、大腸菌群 (l ml当たり)及 び腸炎ビブ

リオ (100 ml当たり)は 何れも陰性であった。表層水の場合は、生菌数でおおよそ

lo3～lo5 cFU/mlで あり、9月 を除いて何れの月も腸炎ビブリオが陽性であつた。

以上のことは深層水の細菌学的清浄性を示している。

深層水中の細菌菌種 :小樽沖の表層水及び深層水、羅臼沖深層水、岩内沖表層水

及び深層水から細菌コロニーを分離 し、菌種の同定を行つた (表 1)。その結果、何
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れにおいても殆どがバクテ リアプランクトンと言われる細菌であつたが、表層水で

より多くビブリオ属 (非腸炎ビブリオ)が 検出された。

海洋深層水の腸内細菌相に対する影響 :深層水はミネラルと共に栄養塩が豊富で

あることから、微生物の増殖を促進する。このことから、摂取によつて腸内細菌相

に何らかの影響を与えるのではないかと考えられ、この点を予備的に検討 した。そ

の結果、被験者によつて応答が異なり (摂取前と摂取後 1週 間目の間での菌相の相

関係数は 0.56～0.93の範囲にあつた。表 2)、被験者 Aの 場合は摂取によつて菌相

が大きく影響を受け (同相関係数は0.56)、整腸効果も見られた。今後さらに詳 しく

調べる意義はあると思われた。

□

図 1 海 洋深層水の生菌数、大腸菌群数および腸炎ビブリオの時期別測定

+,陽 性 ;―,陰 性

表 1 海 洋深層水の菌相分析

地域 分析海水        菌 種名

Vibrio sp.* , Pseudoaltemnmas ep.,
Oceuosprillun ep., Poltibacterium

0 m sp . ,
Colwellja ap., Marinobacter aP-,

. Sulfrtobacter aP.

i$ Poltibacter ap,, Altqo@onas aP.,
100 m Co|wellia Ep.t Sulfrtobacter 8p.,

d-proteobscteriu

Poltibacter sP., Colwellia sP.,
zuv m 

Marinobactet 8p,, o'proteobact€riu

表層水

CFB grcup bacteriu, uibio ap.,
Vi bri o len tw, o -prot@bacteriu,

1 -proteobacteriu

Glaciecola sp., a.prot€obact€rium,

7 -proteobacteriu

Tenaci o ba cul u m ovolyti cus,
Msinebactqiu, Fleibacter ep.,
o -proteobacteriu,

PseudoaJtemoonas citrca, Vibrio 8p.

4 要 約

海洋深層水は、表層水に比べて生菌数で概ね 1/10～1/100であ り、大腸菌群及び

腸炎 ビブ リオに関してもその清浄性が確認 された。

摂取後1週目

摂取後2週目

中止

岩

内

言  深層水

大腸菌群

(CFU/ml)
05, 一

腸炎 ビブリオ

(10 0 m l中)
十 , 一 十 , 一 +, 一 十 ,  一

表 2 深 層水摂取による腸内細菌相変化

摂取後1週目

摂取後2週目

摂取後1週目

摂取後2週目

後
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食品の安全性向上や保健機能の向上に有効な新しい乳酸菌に関する研究

―細菌由来凝乳酵素に関する研究― (H13-H14)

応用技術部生物工学科 八 十川大輔 中 川良二

応用技術部 長島浩二

研究の目的と概要

食加研は、道内食品企業と技術指導業務等を通じて様々な形態で技術交流 ・技術

支援を行っている。その中で、本研究の共同研究者が新たに分離した細菌が、凝乳

活性を有する酵素を生産することを見いだし、当酵素を工業的に利用することを目

的としてその特徴を解明することとした。そこで、①活性の迅速で簡便な測定法、

②分画およびその特徴の解明、③乳カゼイン分解挙動およびその基質特異性の解明

を中心に検討することとした。

本年度は、凝乳酵素の精製、乳カゼイン分解パターンの解析、迅速で簡便な測定

法の検討を行つた。

【予定される成果】 細菌由来凝乳酵素を用いた新規平L製品の開発

試験研究の方法

酵素精製 :精製に用いた陽イオン交換クロマ トグラフィーは、3.3mM MES/

3.3mM HEPES/3.3mM酢 酸。Na‐5mM CaC12● H5.5)で平衡化したPoros

HS/20カ ラムを用いOmM～ 200mMの NaCl濃 度勾配溶出で行つた。他は昨年度事

業報告書と同様に行つた。

基質特異性 :牛α‐, β‐, κ‐,カ ゼインを10mg/mlの 濃度で20mM MOPS

●H6.5)‐10mM Cac12に それぞれ溶解し、凝平L酵素を加えて37℃、15分間反応し

てその消化物を 10%SDS‐ PAGEに 供 した。その後、PVDF膜 にペプチ ドを転写し、

N‐末端アミノ酸配列を分析 した。

実験結果

細菌由来酵素の精製 :菌培養液を硫安分画 (80%飽和)後 、沈殿を 5mM CaCL入

りの pH5.5の 緩衝液に溶解、同一緩衝液に対して一晩透析 した。得られた酵素標品

を、陽イオン交換カラムクロマ トグラフィーに供 し、活性画分を分取した。活性画

分に、硫安濃度を最終濃度 lMと なるように硫安を添加 して、疎水クロマ トグラフ

ィーを行い活性画分を分取した。その結果、活性の収率は 13.6%、精製倍率は約 1.3

倍 となつた。比活性が殆ど上昇しなかつたのは、精製途中での酵素の失活などが考

えられる。最終酵素標品の 10%SDS‐ PAGEの 結果、ほぼ 1本 の単一バンドが検出

され、その分子量は約 35kDaで あつた (図1)。本酵素活性の至適 pHは 6～7付

近にあり、EDTA添 加により活性が阻害された。
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細菌由来酵素の乳カゼイン分解特性 :細菌由来凝乳酵素での乳カゼイン分解パタ

ーンの解析は、共同研究者である北海道大学大学院薬学研究科で行われた。子牛レ

ンネットはκ‐カゼインの 105Phe‐106Metを切断して凝乳するのに対し、当凝茅L酵素

はκ‐カゼインの 94Thr‐95Metを切断することが判明した(図2)。また、当酵素の活

性は、κ‐カゼインのアミノ酸配列中の 94Thr‐95Metを中心とした前後4ア ミノ酸残

基を含む消光性蛍光基質を用い、分光蛍光光度計で反応の初速度を測定することに

より迅速に測定可能となつた。

1  2

1 1 1 ‐| | | | | | | | | | | | | | | | | | |

|||11111   16.5

11111111111111
図 1.精 製凝乳酵素の 10%

SDS‐PAGE

レーン 1は精製凝乳酵素、

レーン2は 分子量マーカー

図 3.当 凝乳酵素で試作した
ゴーダタイプのチーズ

(熟成 40日 日)

αHCaseln βヨCasoln К‐Casein

‐E+ E  ‐ E + E  ‐ E + E

(kDa)

50
4 0
30
25
20

15

10

8 . 5

1 . 8

β・0(13300)  ,● 2111300)  β 。3`7600)  β ●4〔3400)

κ。1(14mO) 【 ●2112●00)  K‐ 3(113ml   κ ‐4(10mOl

図 2.当 凝乳酵素の各カゼインに対する挙動 (北 大)
―E:酵 素未反応カゼイン,+E:酵 素反応後の各カゼイン,

+Calカ ルシウム存在下で反応,一 Ca:カ ルシウム無添加

で反応

チーズの試作:細菌由来凝手L酵素を用いてゴーダタイプのチーズ(図3)とモツッア

レラタイプのチーズを試作し、子牛レンネットを用いて試作したチーズより若千柔

らかめのチーズに仕上げた。

4 要 約

P動 “Ls属 細菌の培養上清から凝乳酵素を精製 した。本酵素は、中性～弱酸

性付近に至適 pHを 有する分子量約 35kDaの 蛋自であり、活性は EDTAで 阻害さ

れた。その基質特異性は子牛レンネットとは異なり、κ‐カゼインの 94Thr‐95Metを

切断することが判明した。

(共同研究機関 北 海道大学、札幌医科大学、いまほろば、

九一北川食品い、側ふらの農産公機

+C! -C. +Cr -Cr +Cr Cr
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食品の安全性 向上や保健機能の向上に有効な新 しい乳酸菌に関する研究
―研究対象食品中の菌叢の解明および迅速検出技術の検討―    (H13～ H14)

加工食品部畜産食品科 川 上誠

応用技術部生物工学科 八 十川大輔 中 川良二

応用技術部 長 島浩二

研究の目的と概要

食品微生物を把握することは品質管理、衛生管理にとって非常に重要である。し

かし、従来の微生物検査では汚染指標菌の菌数測定など細菌の量的な検査が主流で

あり、菌相の解析、菌種の同定など質的な検査は微生物の生化学的性質を利用する

など煩雑であり多くの時間を要するため、あまり行われていないのが現状である。

本研究では遺伝子工学技術を用い、乳製品の主要菌種の調査と有害汚染菌の迅速検

出を検討する。

【予定される成果】

遺伝子解析による細菌の同定により各種食品中の微生物の挙動を明らかにし、道

産食品の品質と安全性のワンランクアップが期待できる。

試験研究の方法

乳試料 lmlを 15,000rpm,3分間遠心分離し、上澄を除去、TEで洗浄した。酪酸

菌検出の場合さらに0.lmnIのガラスピーズで粉砕した。アクロモペプチダーゼ、プ

ロテナーゼKを作用させた後、InstaGene Matrix(Bio―Rad Lab。)を用い、沸騰水浴

8分の熱水抽出によりDNAを回収した。回収したDNAはエタノール沈殿で精製した。

最終濃度 10mM Tris―HCl(pH9.0),50山 KCl,1.5mM MgCl,,0.2nM dNTPs,0.25μM

プライマー,TaqDNA polymerase l.25Uの混合液に 10～20μ lの鋳型 DNA抽出液を

加え、全量で50μ lとした。この反応液を94°C,30秒 の熱変性、55°C,15秒のアニ

ーリング、72・C,30秒 の伸長反応を 1サイクルとして、36サイクル繰 り返し、DNA

の増幅を行った。遺伝子増幅に使用したプライマーセットを表 1に示す。増幅され

たDNAは 2%ア ガロースゲルで電気泳動し、エチジュウムプロマイドで染色、バ

ンドを検出した。

表1 検 出用プライマーセット

プライマーの塩基配列

酪酸菌

(C, ぁなっわυゥ屁″b口“)
大腸菌群

シユードモナス

●"υめ の"sp.)

TACCGCATGGTACACCAAIT

TCGCGAGGTTGCATCTCAT

AT皿 ∝TGGCT¨ GCC

GGTTTATGCACCAACGAGACCGTCA

GGTCTGAGAGGATGATCAGT

TTACCTCCACCКGCGCC

Ｆ

Ｒ

Ｆ

Ｒ

Ｆ

Ｒ

実験結果

昨年、生乳の保存試験および菌相解析からPsθdm"as sp.助 ιθrοbaθ̀″ sp.等

グラム陰性菌が低温保存中に増殖することを明らかにした。今回これら低温細菌の

制御を目的に加熱処理を検討した。加熱による菌相の変化を図 1に示す。加熱処理
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によりたθ翻""′ s sp.肋″"勿 θ̀″ sp.主体の菌相が乳酸菌等を主体とする菌相

に変化することが明らかとなった。適正な加熱処理、衛生管理がグラム陰性低温細

菌対策上有効である。

PCR法 を用いた生乳の低温細菌検出では なθ″勧"′s sp.でlo3 ci/ml、 大腸

菌群で 102 cfu/mlレ ベルでの検出が可能であった。また、両者のプライマーを混

合 したマルチプライマーPCR検 出法で おθ″まomnas sp.と大腸菌群の同時検出が可

能である (図2)。通常、乳における低温細菌の検査では標準寒天培地や CV「 培地

等を用いて7℃ 、10日間または 25℃、72時 間の培養法が用いられている。今回検

討した PCR法 では数時間での検査が可能であり、検査時間の短縮が見込まれる。

1 :′轡θ″dbaο″as sp

2:大 腸菌群

3:生 乳試料 1

4:生 乳試料 2

5 :神
・
ティフ

・
コントロール

6 :マ ーカー

65℃ 、30分 力日熱     非 カロ熱

図 1 生 乳力日熱処理による菌相変化 図 2 低 温細菌の迅速検出

酪酸菌 (αおしrmm 4π θb″屹"ヵ ″″)は チーズの異常発酵菌として知られてお

り、長期熟成チーズの品質管理上重要である。酪酸菌芽胞は 75℃、10分 の加熱処

理後、嫌気条件下に保持するにより発芽 し栄養細胞となる。栄養細胞からの DNA

抽出、PCR法 による検出は容易であつた。芽胞から直接 DNA抽 出ではカラスビー

ズでの粉砕操作を取り入れることによりDNA抽 出効率が向上 した。この場合酪酸

菌芽胞の検出感度は 103 cfu/mlであった。

4 要   約

(1)乳製品の品質管理上 fbθυ此塑θ″ぉ sp.大腸菌群等グラム陰性の低温細菌の制

御が重要であり、加熱処理が有効な手段であることを確認 した。

(2)グラム陰性低温細菌の迅速検出法として Fbθ″酪mの が pり大腸菌群両者のプ

ライマーを混合したマルチプライマーPCR法 が有効と考えられる。

(3)ガラスビーズでの粉砕により酪酸菌 (αあ″idium″“わ″4"唸 yf221芽胞から

の DNA抽 出が可能で検出感度は 103 ch/mlで ある。

(重点領域特別研究,共 同研究機関 :北海道大学、札幌医科大学、

mま ほろば、丸一北川食品い、いふらの市農産公初
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食 品の安全性 向上や保健機 能 の向上 に有効 な新 しい乳酸菌 に関す る研 究

―
漬物 由来乳酸菌 の保健機 能 一

       (H13～ 14)

応用技術部生物工学科 中 川良二 人 十川大輔

応用技術部 長 島浩二

研究の目的と概要

我々はこれまでに漬物から異なる 2種 の平L酸菌 (LactοbaciIIus plantartrm及

び LactοbacfIIus sattθの近 縁 種 と推 定 :こ れ らを LactοbaciIIus SP.SK-1お よび

SK-2と名付けた)を 分離し、これらの平L酸菌がヒト腸上皮培養細胞株 Cac。-2に

付着することを蛍光顕微鏡観察な どか ら明らかに した。本研究は、その機能の

詳細を解明するとともに、当該平L酸菌を用いて安心 。安全で健康に寄与する食

品の開発を行 うことを目的としている。昨年度は、当該乳酸菌が高い Cac。-2細

胞付着活性を有 し、大腸菌 0-157の細胞付着を競合的に抑制することを明らか

に した 。 今 年 度 は 、 La c tοb a c i I I u s  S P , S卜 1 (以 下 、 S K - 1と 略 す )の C a c o - 2細

胞付着因子の特性の解明および当該平L酸菌の食品加工への利用を検討 した。

【予定される成果】

植物性乳酸菌の腸内腐敗抑制効果の示唆、本菌の漬物用スターターとしての利用、

本菌を使った新規食品の開発

試験研究の方法

Caco-2細胞付着因子の特性の解明 : SK-1を Lactobacilli MRS Broth(DIFCO)

培地中で一晩、35℃で培養 し、 ト リプシン処理 (終濃度 0.2mg/ml)菌 と無処理

菌で各種糖類に対する凝集等の挙動の変化を観察 した。また、SK-1菌 体を 5M

グアニジン抽出し、細胞表層タンパク質画分を回収 し、糖鎖アガロースグルに

よる付着因子の精製を試みた。

食品加工への利用 :SK-1の 漬物スターター としての利用を試験 した。材料は

鰊漬けを用い、SK-1添 加における pH、平L酸菌数お よび大腸菌群の変化を調ベ

た。また、酒粕平L酸発酵飲料を試作 した。市販の酒粕 を 2倍 量の水に溶解後、

S卜1(初 発菌数 ;約 1×107/ml)を 添力日し、一晩、35℃で発酵 させた。 この中

の pH、平L酸菌数、および F―キット (Roche)を 用いて平L酸量を測定 した。

実験結果

Caco-2細 胞付着因子の特性の解明 :ム チン、フェツイン、マンナンまたはシ

アル酸 と SK-1を 反応 させると、平L酸菌が凝集あるいは沈殿するなどの変化が

観察 され、その挙動は濃度依存的であつた。また、シアル酸 とムチン、フェツ

インまたはマンナンとの共存下では、シアル酸添加によつて起こる平L酸菌の凝
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集は完全に阻害された。また、 ト リプシン処理 した SK-1を用いた場合、この

ような特徴的な挙動は抑制 された。これ らのことから、SK-1は細胞表層に異な

る 2種 以上の細胞付着性タンパク質因子を有すると考えられた。 さらに、グア

ニジン抽出によって得 られたタンパク質画分か ら糖鎖―アガロースグルに結合

する因子の存在を確認 した。腸管細胞に限らず、細胞表層には多様な糖鎖 レセ

プターが存在 し、その状態 は常に変

化 してい る。 し たがって、本結果は

SK-1が 細胞表層糖鎖 レセプターの変

化 に対 して高い適応力 を もつ と考え

られた。

食 品加 工へ の利 用 :SK- 1は 漬物

スター ター として利用す る ことで、

大腸 菌群 な どの雑菌の増殖 を迅速 に

抑 え るこ とが で きた (図)。 また、

スター ターを添加す ることで未添加

の ものに比べてス ッキ リと した味わ

いの漬物 に仕上げることができた。

SK二1が 酒粕 を迅速に発酵す ることを見つけた。 この性質 を利用 して、酒粕か

ら酸味のある甘酒 よ りもライ トな飲料 を試作 した (写真)。この製 品の pH、乳

酸菌数 、乳酸量を表 に示 した。

表 酒 粕飲料の分析値
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４０００
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０

６
ヽ
コ
ち
）
饉

嘗
楓

自
Ｋ

p H

乳酸菌数

乳酸量

0     5     10    15    20    25

保存日数

日 SK‐lを添加した漬物中の大腸菌群数の変化

3.45

1億 個/ml

8.5 mg/ml
写真 酒 粕で造つた乳酸発酵飲料

4要  約

我々が分離 した ιactοbacゴIIus SPo SK-1は異なる 2種 以上の細胞付着因子

を有 し、腸内環境の変化に対 して高い適応性をもつ可能性が示唆された。また、

この平L酸菌を漬物スターター として利用することで大腸菌群の増殖を抑制でき

た。 さらに、当該平L酸菌を利用 した酒粕発酵飲料を試作 し、サ ッパ リした酸味

を有する飲料ができた。

(共同研究機関 北 海道大学、札幌医科大学、 (株)ま ほろば、

丸一北川食品 (株)、 (株)ふ らの市農産公社)
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食品の安全性向上や保健機能の向上に有効な新 しい乳酸菌に関する研究

―乳酸菌製剤及び凝乳酵素製斉」の製造― (H13～ 14)

発酵食品部調味食品科 田 村吉史

研究の目的と概要

乳酸菌は保健機能や有害微生物抑制機能を有することは知られてお り、多方面で

利用されている。幸L酸菌などの微生物を手軽に利用したり摂取するためには、乾燥

粉末化が有効である。これまで我々は流動層乾燥法によつて、数種類の平L酸菌を生

きたまま乾燥粉末化 し、特許を取得している。乾燥化条件は菌株によって異なり、

乾燥化 したい菌株毎に検討が必要である。前年度は Cac02細 胞への大腸菌 0-157

付着に対する乳酸菌の抑制効果試験によつて、有用である可能性を持つ平L酸菌 (Zら

ノα″妙″ν″、Zら sαたι)の 乾燥化を検討 した。今年度は極めて高い抗菌活性を示すヒ

トーβデイフエンシン2(hβ  D2)の 誘導能、免疫調整因子 (IL‐8β 、IL‐8)、抗

腫瘍作用 (IP‐10)を 示す数種類のサイ トカイエン誘導能を持つ Zb sαレ を用いた

ヨーグル トの製造を検討 した。また、Zbノ α″α″"形、二brル による乾燥スタータ

ーを用いた甘酒の発酵について検討 した。

【予定される成果】
。有用性を持つ平L酸菌の乾燥粉末化スターターの開発

・新規乳酸菌乾燥化技術の確立

。有用な乳酸菌を使つた製品の開発

試験研究の方法

札幌医科大学が当センターより分譲を受けて試験を行い、ディフェンシン効果を

期待できる手L酸菌として選抜したZら.″ル を用いて、ヨーグル トの製造を検討 した。

本菌は平L糖資化能が無く牛乳中で増殖出来ないため、菌を添力日しただけではヨーグ

ル ト製造は出来ない。そこで、各種成分 (グルコース、酵母エキス、モル トエキス、

糖蜜、麹エキス)を 添加 したスキムミルクを作成 し発酵させ、pH、菌数等を比較

した。また、前年度流動層乾燥により作成 した3菌 種の乾燥乳酸菌スターターを用

いて甘酒を乳酸発酵させ、スターターの有用性及び平L酸発酵甘酒について検討 した。

各菌種による乳酸発酵甘酒のpH、酸度及び生菌数を比較した。

実験結果

MRS培 地で前培養 した 二ι wル を、スキムミルクに上記の各種成分を加えた試

験区に添加 し、培養を行つた時の pHと 菌数の変化を図 1,2に示した。グルコース

添加区では増殖せず、かえって減少した。菌数的に良好な生育を示したのは各エキ

ス類であった。このことからビタミン類の必要性が考えられる。 し かし酵母エキス

を添加したスキムミルクは滅菌により凝固してしまうため菌の生育としては良好で

あるがヨーグル ト製造には用いられない。モル トエキスも良好であるが、グルコー
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スとの同時添加が必要である。今回試験 した中でもっとも良好な菌の生育及び pH

低下を示 したのは 10%麹エキス添加区であつた。本平L酸菌は麹漬けより分離され

た菌であることから、生育には麹中に含まれる成分を必要としていると考えられる。

また、今回使用 した麹エキスは甘酒の上澄みであり、甘味と本平L酸菌の生育因子を

同時に供給することが出来る。10%麹エキスを配合 したスキムミルクは 37℃ 、24

時間発酵させることにより、 ド リンクタイプのヨーグル ト様に凝固し、ほのかな酸

味を持つ良好な風味の ドリンクタイプヨーグル トが製造できた。

Zら′ル″″/zra、Zb."ル 及びZι αθブ″乃滋sの 3種類の乾燥スターターを用いて甘

酒の発酵を検討 した。各乾燥スターターを滅菌した甘酒に添加 し37℃ 、24時 間発

酵させたときの pHと 平L酸酸度及び菌数を表 1に示した。いずれの手L酸菌でも甘酒

は良好に乳酸発酵 し酸味のある甘酒となった。このように本乾燥スターターは甘酒

の発酵にも手軽に用いることが出来る。発酵した甘酒は菌種により酸味は異なり、

二b plan″″夕″がもっとも酸味が強く、次いで五ι αθノ″力滋s、Zι."ル の順であつた。

人により酸味の好みが異なるが、いずれの乳酸発酵甘酒もさわやかな酸味を持ち、

充分な嗜好性を有 していた。

1      1 5

培養 日数 (日)

l .0E+l  0

.-.- O) | .OE+08
*eftl =

""**6 S ,.'.*ou
'x-@ 3*3 

f; t'oe*o+
*@ ' '  

r .oa .o2

l.0E+00

0.48

0.84

1      1 5

培養 日数 (日)

＼

＼

＼

図 1及 び 2 各 添加成分による菌数及びpHの変化 (凡例の説明は表の通 り)

表 1 各 種乾燥乳酸菌スターター甘酒の発酵時のpH、酸度及び生菌数

Lb.sake 4.26 38E+08

1.2E+10

1.2E+10

Lb.acidph‖ us    3 42

Lb.plantarum    3.51        0.72

4要  約

極めて高い抗菌活性を示す ヒ トー
βディフェンシン 2(hβ  D2)の誘導能等を示

す数種類のサイ トカイニン誘導能を持つ Zι sαたθを用いたヨーグル トの製造を検討

し、スキムミルクに 10%麹 エキスを配合す ると良好な ドリンクタイプヨー グル ト

が製造できた。また、平L酸菌乾燥スターターを用いた甘酒の発酵について検討 した

ところ、甘酒は良好に発酵 し、さわやかな酸味の平L酸発酵甘酒 となった。
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食品の安全性向上や保健機能の向上に有効な新しい乳酸菌に関する研究

一乳酸菌の有害菌抑制機能の検討一 (H13‐14)

応用技術部 長 島浩二

応用技術部生物工学科 人 十川大輔 中 川良二

研究の目的と概要

乳酸菌はバクテリオシン (抗菌物質)を 生産することで有害菌の増殖を抑制する

ことが知られている。昨年度は、漬物や味噌から分離した 151株 の乳酸菌について

バ クテ リオシン生産性 を探索 したが、 このよ うな菌株 は見出せ なかつた。

Stap軍 ∝0∝口S属菌は水産の醗酵 ・熟成に関わる主要な細菌であり、乳酸や酢酸な

どの有機酸を生産することから、水産食品の 「乳酸菌」と考えられる。そこで今年

度 は、非加 熱 水 産加 工食 品 の安 全性 向上 を 目的 と して抗 菌物 質 生産性

税ηカメ“θ“″S属菌株の探索と有害菌抑制能について試験を行った。

【予定される効果】

非加熱水産加工食品の腐敗防止と賞味期限の延長

試験研究の方法

菌の分離 :乳酸生成菌は、数種類の市販筋子製品から BCP加 プレー トカウント

寒天培地を用いて分離された。

抗菌試験 :黄色ブドウ球菌を指標菌として用い、フィルター法と液体培養法で以

下のように行つた。【フィルター法】3%食 塩加 トリプ トソヤ寒天培地上にメンブレ

ンフィルター (ハイボンドN十 ,アマーシャム社製)を置き、その上に植菌して30℃

で 3日 間インキュベーションし菌を増殖させた。その後、フィルターを除き、寒天

プレー トに黄色ブ ドウ球菌の希釈液 (106cFU/ml)0.2mlを 塗抹し(35℃ で一夜培

養した。抗菌活性はハロー形成で判定した。【液体培養法】供試菌を 3%食塩加 トリ

プ トソヤ培地中で30℃ 3日 間培養し、そのフィルター滅菌培養液に黄色ブ ドウ球菌

(lo2cFU)を 植菌し、25℃で2日 間培養後、OD61Xlを測定した。

菌株の同定 :16Sリ ボソームrRNA遺 伝子の塩基配列に基づいて同定した。

T‐RFLPに よる簡易菌相解析 :各 種食品の主要汚染菌 23属 について、16SrRNA

遺伝子を対象にしたT‐RFLPを TAPプ ログラムを使つてシュミレーションした。そ

の結果に基づいて、イクラの菌相解析をNagashimaら の方法 Dに従つて行つた。

1)Nagashima K.et al.,Appl.Envむ on.Mた ■obiol.,69,p1251,2003.

実験結果

抗菌物質生産菌の探索 :BCP加 プレー トカウン ト寒天培地を用いて、数種類の市

販筋子製品から乳酸生成菌を約 240株 分離し、フィルター法で黄色ブ ドウ球菌を指

標にして抗菌物質生産株をスクリーニングした。その結果、19の候補株が得られた

一-58-―



平成 14年度事業報告 ・平成 15年度事業計画 試 験研究 25

(図1右)。これらの菌株は同一の製品から由来していた。同定の結果、これらは全

て Sι“力ylοοθθ“ θ9″″吻 近縁菌であることが解った。液体培養法によるスクリー

ニングでは 12の 候補株が得られた (データは非掲載)。これらの株の抗菌活性はあ

まり強くなく、ィクラヘの添加試験では黄色ブ ドウ球菌に対する増殖抑制効果を確

認できなかった。今後、抗菌物質を濃縮精製 して当該活性を確認する必要がある。

圏 1 フ ィルター法よる抗菌物質生産菌株のスクリーニング。(左)メ ンブレンフィル
ター上に増殖 した細菌コロニー。 (右)黄色ブ ドウ球菌の増殖が抑制されて形成された
ハロー。自く抜けているのがハロー。

食品菌相の簡易推定 :どのような種類の細菌が食品を汚染 しているかを簡便に調
べることができれば、安心 。安全な食品製造に大きく寄与する。そこで、16SrRNTA

遺伝子の塩基配列に基づくT―RFLP法を食品菌相の簡易推定に適用 した。コンピュー

ターシュミレーションの結果、標識 516fと 1510rのプライマーセットを用いて

16SrRM遺 伝子を増幅した後、ある種の制限酵素で消化することで、食品汚染菌をお

お よ そ 識 別 で き る こ と が 解 っ た 。 イ ク ラ の 主 要 汚 染 菌 で あ る

島""腸 θιに なθ″あωas(腐敗菌)及 び Sιaphy■οθοθθ“ (平L酸生成菌)属菌を識別

することも可能であった (図2)。

図2 T‐RFLPに よるイクラ
の菌相解析。

制限酵素で消化後、自動シー

ケンサーにより末端標識フ

ラグメン トの解析を行つた。

4 要 約

(1) 筋 子由来乳酸生成菌 240株 の抗菌物質生産性スクリーニングを、黄色ブ ドウ球菌

を指示菌 として用いて行い、19の候補株を得た。しか し、イクラヘの添加試験で

は効果を確認できなかった。

(2) イ クラ汚染菌 であ る 助 ιttοttθιar9 λθ″動"′s及 び Sιttylοθοθθνs属 菌 を

T―RFLP法 によって簡便に識別することが可能であった。

ビブリオ、大腸菌群
191 bp

乳酸菌,aldttus

842 bp

↓1/ t
DNAフ ラグメン トサイズ(bp)
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ホタテ貝殻未利用資源 の有効利用 に関す る研 究   (H14～ 16)

発酵食品部 濱 岡直裕 富 永一哉 田 中常雄 大 堀忠志

応用技術部 清 水英樹 奥 村幸弘 河 野慎一 熊 林義晃

研究の目的と概要

ホタテ貝の主要産地である北海道では、年間約 20万 トンの貝殻が排出され、そ

の多くが廃棄物となつていることから、その有効利用に関する技術開発が望まれて

いる。本研究は、ホタテ貝殻を資源 として有効活用することを目的に、工業資材、

食品素材 としての利用技術に関する研究開発を産学官 5機 関の連携により実施する

ものである。当センターでは、ホタテ貝殻カルシウムの食品分野における用途拡大 。

高付加価値化を目指 し、食品に対する抗菌 。日持ち向上効果や食品添加物としての

利用について検討する。

【予定される成果】

未利用資源であるホタテ貝殻カルシウムの有効利用と用途拡大

試験研究の方法

1)焼 成ホタテ貝殻カルシウム水溶液の抗菌性に関する検討

これまでの研究から焼成ホタテ貝殻カルシウム懸濁液およ |

びその透明溶液に抗菌性 。日持ち向上効果がある事を明ら

かにしてきた。今年度は、野菜洗浄工程での同透明溶液の

利用を想定し、図 1の ような循環接触方式による溶液調製

方法を用い、同一の焼成ホタテ貝殻カルシウムを繰 り返 し

使用 (繰り返し回数は5回 )し て調製 した溶液の、pHや

水温の経時変化、カルシウム溶出量について検討 した。また、同溶液に浸漬処理 し

たキャベツの一般生菌数を調べ抗菌性を評価 した。溶液調製条件を以下に示 した。

使用カルシウム量 :塊状焼成ホタテ貝殻カルシウム 120g(不織布で包装)

循環水量 :水道水 4L/batch、循環速度 :7.6L/min、循環時間 :30min

2)焼 成ホタテ貝殻カルシウムの中華麺への利用

焼成ホタテ貝殻カルシウムの中華麺への利用の可能性について検討 した。焼成ホタ

テ貝殻カルシウムを用いた中華麺を試作 し、かんすいを用いた麺を対照として、色

調 。生麺およびゆで麺の物性 ・ゆで汁への固形分溶出 ・保存性を比較 した。原料の

配合は、重量比で中華麺用小麦粉100に対し、水を34%、かんすいおよび焼成ホタテ

貝殻カルシウムは、かんすいの一般的な添加量である1%とした。

実験結果

1)焼 成ホタテ貝殻カルシウム水溶液の抗菌性に関する検討

図1 カルシウム透明溶液調製装置 |
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溶液の pHは 、循環開始後数分で急激に   lE■
07

上昇 し、10分以降は p H12付 近でプラ ト
 醤 lE●●●

―に達 した。 この挙動は、繰 り返 し使用  望
|

5回 目までほぼ同 じであった。また、循   lE●05

環30分後の溶液 中のカルシウム量は、繰

り返 し使用回数の増加に伴い低下 した。

また、同溶液に浸漬処理 したキャベッの   図 2

-般 生菌数は、30分間の浸漬処理により、

浸漬時間(分)

浸漬処理 したキャベツの一般生菌数

¬ コ~水 獣

 ゙ 1日 目液

く:  3日 目液

~△‐…
 5日 日液

浸漬前の約1/10-1/50に減少 した (図2)。このことから、循環接触方式で調製 した

溶液に抗菌効果があり、カルシウム剤の繰 り返し使用においてもその効果が持続す

ることが確認された。

2)焼 成ホタテ貝殻カルシウムの中華麺への利用

試作麺の色調は、対照区と比較 して、わずかに明度が低く赤味が強い傾向にあった。

生麺の物性は、対照区に比べて引張 り強度は高いが伸張度は低く、比較的硬い生地

を形成する傾向がみられた。また、ゅで麺の切断強度は、ゆで直後で対照区よりも

若千高く官能的にも硬い傾向にあったが、ゅで 10分後の切断強度はいずれもゆで直

後の 1/2近くまで低下した。麺から溶出するゆで汁中のタンパク含量は、対照区よ

りも 10%程度低 く、ゆで溶けを軽減できる可能性が示唆された。また、室温での保

存試験結果から、焼成ホタテ貝殻カルシウムの使用による日持ち向上の可能性が示

唆された。

4 要   約

循環接触方式で調製 した溶液の抗菌効果と、同一の焼成ホタテ貝殻カルシウムの

繰 り返 し使用による抗菌効果の持続性が確認された。また、焼成ホタテ貝殻カルシ

ウムをかんすいに置き換えた中華麺では、麺の硬さなどの物性面で違いがみられた。

また、ゆで溶けの軽減や 日持ち向上の可能性が示唆された。

平成 15年 度の研究計画

。ワンパス接触方式による焼成ホタテ貝殻カルシウム溶液の調製条件の検討

・焼成ホタテ貝殻カルシウム溶液の抗菌活性のメカニズムに関する検討

・未焼成ホタテ貝殻カルシウムの麺や菓子類に対する物性改良効果の検討

・焼成ホタテ貝殻カルシウムの中華麺への利用に関する詳細な条件検討

(重点領域特別研究)

共同研究機関  道 立工業試験場、北海道大学工学部、

中央大学理工学部、北海道共同石灰 (株)
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ホタテ ガイ集 団の家系構造解析及び系統特性 に関す る研究   (H14)

応用技術部  長 島浩二

加工食品部水産食品科  太 田智樹

研究の目的と概要

ホタテガイは本道経済を支える重要な水産資源の一つである。しかし、採苗不振

や成長不良、斃死の増大 といった解決すべき問題も多い。これ らの問題を解決する

ため、これまでに生理、生態学的研究や環境要因などの研究が行われてきたが、遺

伝的要因に係わる調査は少な く、特に遺伝子レベルでの取 り組みはほとんどないの

が現状である。本研究では、ホタテガイ養殖の総合的管理技術の確立を目指 し、北

海道ホタテガイ集団の家系構造を解析するための基本技術を確立する。また、加工

原料としての適性を系統 との関係で解析することにより優れた加工原料作出のため

の基礎データの収集を行う。

【予定される成果】

ホタテガイの資源管理技術の確立と遺伝子型別原料性状の把握

試験研究の方法

系統間での性状把握のために用いたホタテガイは、サロマ湖の養殖 2年 貝 (2002

年 6月 採取)で ある。貝柱の水分は乾燥重量法により、グリコーゲン量はアンスロ

ン硫酸法により測定 した。アミノ酸量はスルホサリチル酸による除蛋白 (SSA法 )

後、アミノ酸自動分析計で測定 した。DNAは 貝柱よりS江oら つの報告に従つて抽出

した。ミトコンドリア DNAの 増幅と解析は S江oら つの報告により、また、マイク

ロサテライ トDNAの 取得は Iyengarらの及び kiiaSらつの方法に準 じて行つた。

1 ) S a t o  M・ e t  a l . , M a r . B i o t c c h n o l . , 3 , p 3 7 0 , 2∞1 . 2 ) I y c n g a r  A . e t  a l . , M a r . B i o t e c h n o l . , 2 , p 4 9 , 2 0∞ 3 ) K l a s  J `

et al.,Biotechniqucs,16,p657,1994.

実験結果

系統間のl14状比較 :サロマ湖産養殖ホタテガイ 240個体について、全重量、殻長、

殻高、殻重量および軟体部、貝柱、生殖巣、鰍、外套膜、中腸腺の各重量を測定 し、

4系 統グループ間 (HG01,HG04,HG12,HG21)で の比較を行つた。その結果、有意

に (Pく0.05)、生殖巣指数 (生殖巣重量/軟 体部重量)に 関しては HG01〉HG1 2、軟体

部指数 (軟体部重量/全 重量)に 関しては HG01〉HG04および HG01〉HG12であった。

また、貝柱の水分量 (各グループ25個体)、グリコーゲン量 (同25個体)お よび各

種遊離アミノ酸含有量 (同10個体)を 測定し比較した結果、アラニンとグルタミン

酸含有量 (100g当たり)、及びアルギニン相対含有量 (総遊離アミノ酸量比)に 関

して HG01とHG04の間で有意差があり(Pく0,05)、それぞれ HG01〉HG04及び ‖G01くHG04

であつた (図1)。因みに、アラニンは甘味に、グルタミン酸は旨味に関係するアミ
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ノ酸であり、アルギニンは必須アミノ酸である。

マイクロサテライ トDNAの取得と特徴付け :ホタテガイの親子関係解析や母貝集

団の特定を行うためには、母親由来であるミトコンドリア DNA(mtDNA)の解析だけで

は不十分であり、高度な多型を示すマイクロサテライ トDNA(msDNA、これは両親か

ら由来する)の 解析が必要である。今回我々は、染色体 DNA上 の数百座位を単離、

解析 し、その結果、高度な多型を示す 5座 位を同定 した。これらの平均対立遺伝子

数は 15/座位で、平均ヘテロ接合度 (期待値)は 0.726と高かつた (表1)。この結

果から、mtDNAハプロタイプに加えて msDNAのタイプを解析することで、親子関係

を高い確率で推定することが可能と考えられた。

アラニン
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図 1 各 系統 グループ間でのアラエン及びグルタ ミン酸含有量の比較

数値は平均値 士SDで 示されている。

表 1 マ イクロサテライ トDNA座 位の特徴付け

1    4   12   21

系統 グループ

遺伝子座  対 立遺伝子数 サ
(盃 干

囲 今
ζ具橿見

度 へ

轟尋悟竃

度
4 要 約

(1)ホ タテガイ各系統

グループ間で性状

比較の結果、生殖巣

指数 (HG01〉HG12)、

軟体部指数 (HG01

0.559        0.617

0,851        0.855

0.553        0,738

P13F449 6         202-218

H08H140         18         192-238

H04H102         21         352-472

D05H360        24        245-309       0.828        0.852

064F657         5         249-270       0,634        0.567

平均ヘテロ接合度HE            O・ 726

1遺伝子座あたりの平均対立遺伝子数 15

〉HG04、HG01〉HG12)、

貝柱中のアラニンとグルタミン酸含有量(HG01〉HG04)、同アルギニン相対含有量

(HG01くHG04)に 有意差が見られた。

(2)高 度多型を示す 5マ イクロサテライ トDNA座 位を取得 した。これらの平均ヘテロ

接合度は 0.726でホタテガイの親子関係解析に十分使用可能であると考えられた。

(共同研究機関 北 海道ほたて漁業振興協会)

グルタミン酸
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北方系キノコを素材 とした機能性食品の製造開発     (Hlo

カロエ食品部畜産食品科 渡 邊 治  阿 部 茂  川 上 誠

応用技術部 長島浩二

応用技術部食品工学科 熊 林義晃

研究の目的と概要

北方系キノコの一種であるカバノアナタケ (Fuscοpοria οbI」qua)は 古くからシ

ベ リア地方などでガンの特効薬として用いられるほか、当センターの研究により

HIV(ヒ ト免疫不全症候群ウイルス)の 増殖を抑制する成分を含有 していることが

わかっている。本研究ではカバノアナタケの機能性を研究するとともに、抽出液の

効果的な製造方法を検討する。また、機能性飲料および錠剤型のサプリメン トなど

の製品化を検討する。

【予定される成果】

カバノアナタケのガンや HIvを はじめとした各種抗疾病や健康増進などの機能

性の解明、および健康飲料 ・食品の製品化による道内企業の活性化。

試験研究の方法

(1)使 用試料

ロシア産カバノアナタケ logを 300mlの蒸留水で 2時 間抽出する。抽出温度は試

験目的に応 じて室温～100℃とした。また同条件でアガリクス (■garicus blazei

lruri I I)、メシマコブ (島θI Inus lヵteus)、ヤマブシタケ (frericim er力acθum)、

マンネンタケ (θanοごerma luc」dllm)の抽出液を調製した。

(2)抗 酸化試験

上記 5種類の試料の抗酸化力を測定すると共に、カバノアナタケの抗酸化力につ

いては、抽出温度による影響、抽出回数による変化、熱に対する安定性を調べた。

測定方法は NBT還 元法を用い、抗酸   l oooo

化力の指標は FridOvichらの活性単

位を用いた。

実験結果

図 1に 種類別の抗酸化力を示 した。

抽出条件は熱水 2時 間とした。今回

の実験ではカバノアナタケの抗酸化

力が他より高いことがわかる。ただ

天然物を用いた実験では、その生育

諸条件により結果の数値に影響を及
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ぼすことも考慮に入れる必要がある

だろう。図2に は同じ試料からの複

数回抽出による抗酸化力の変化を示

した。抽出回数を重ねるに従つて抗

酸化力は低下するが、5回 目 (634

U/g)に おいてもアガリクスの1回

目 (530U/g)と 同等の値を示 した。

図3に は抽出温度の影響を示した。

抽出温度は高くなるに従つて抽出液

の抗酸化力は高くなった。熱水にお

いてはもちろん、50℃においてもか

なり高い値を示した。図4に は、抗

酸化力の熱に対する安定性の結果を

示した。室温 24時 間での抽出液を

90℃で 0～120分までの間加熱 し、

その抗酸化力を調べた。これにより

カバノアナタケの抗酸化活性は、一

般に知られているSOD(ス ーパーオ

キシ ドディスムターゼ)の ような酵

素によるものでなく、熱に対して非

常に安定性のある物質によるものと

考えられる。

4要  約

カバノアナタケの熱水抽出物につ

いてはいろいろ提唱されているが、

「抗酸化」という面に関して言えば

高い温度ほどその機能が期待できる

ことがわかった。ただこれは試験管

レベルでの結果であり、経口摂取に

よる効果は別であること、また抽出

効率が上がると言 うことは同時に

様々な成分が溶出してくるというこ

とでもある。これらについては更な

る試験 ・検討が必要である。

(共同研究機関 株 式会社富士計器)
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赤 フイ ンのマ ロラクテ ィ ック発酵乳酸菌 の解析     (H14)

発酵食品部調味食品科 橋 渡 (山木)携 佐 々木茂文 田 村吉史

研究の目的と概要

マロラクティック発酵(MLF)は、赤ワイン醸造において味わいを決定する重要な

過程である。特に、北海道で栽培される酸味の高いブ ドウを原料としたワイン製造

には、その品質向上の面でも必要な過程である。北海道ではその冷涼な気候ゆえに

MLFが起こりにくいといわれており、実際には原料や樽などに存在すると考えられ

る乳酸菌によつて自然に起こるMLFに任せているため、生産管理が極めて難 しい状

況に置かれている。

そこで、北海道産赤ワインの品質をより安定 ・向上させることを目的として、こ

れまで数年にわたつて、醸造赤ワインよりMLFに 関与する乳酸菌を分離 ・保存 して

来た。また、得られた乳酸菌株の菌種を同定し、ブ ドウ品種間差、および収穫年間

差についての比較を行い、再現性があるかどうかを調べている。

本年度も引き続きMLF進行中の赤ワインより乳酸菌を分離し、その菌種の同定を

行い、これまで得られた試験結果との比較検討を行つた。

【予定される成果】

・寒冷地に適応 した減酸能力のある乳酸菌の取得

・北海道産赤ワインの品質の向上 。安定

試験研究の方法

試料には、池田町ブ ドウ 。ブ ドウ酒研究所が製造したワインを用いた。2001年に

収穫された清見種 (SF)、清舞種 (KM)、ツバイグル トレーベ種(ZW)、および山ブ ドウ

(YF)の4品 種を原料として醸造した赤ワインより、MLFが最も盛んに進行 している

と思われる時期を選んでサンプリングし、供試 した。

試料ワインは、適宜希釈 し、143培地に播種 し、20℃ 14日間嫌気培養後生菌数を

測定した。コロニーの外観 。大きさによつて数種類 3～10株の乳酸菌を分離 し、凍結

保存株を作製 した。

乳酸菌種の同定は、試験株を細胞壁溶解酵素 (N―Acetylllluramidase SG:生化学工業)

処理後キット(Genとるくん猟
酵母 。グラム陽性菌用 ;TaKaRa)によつてゲノムDNAを

抽出し、16S rRNA遺伝子全領域を増幅するPCRDを行つた。PCR産物を精製後、サイ

クルシーケンス法 Dにて上流側約 300bpの部分塩基配列を決定し、菌株間の相同性を

検討 した。

1)長 島浩二ら,日本食品科学工学会誌,45(1),58-65(1998)

3 実 験結果
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供試 ワインはすべて MLFの 進行が認められたが、その時期は原料のブ ドウ品種に

よつて異なつていた。分離 ・保存 した平L酸菌は、SFが 3種 20株 、剛 が 2種 15株 、

ZWが 2種 10株 、口 が 3種 17株 の合計 42株 であった。

得 られた 42株 すべての菌種の同定を行つた結果、SF、KM、YFは 、コロニーの大

きさや外観の違いおよびブ ドウ品種に関わらず、全株同じ塩基配列の乳酸菌であっ

た。ZWの み 2種 類の乳酸菌株が得 られたが、
一方は、SF、KM、YFで 得 られた株 と

同 じ塩基配列であ り、もう一方は塩基配列の一部異なる株であつた。 これ らの相同

性 を検索 した結果、両株 とも OeЛοcoccus οθ圧 の配列 と極めて高い相同性 (99%

以上)を 示 した。

さらに今回得 られた結果を、これまで得 られた 1999年および 2000年 の結果 と併

せて、ブ ドウ品種、収穫年度によつて比較 した結果 (図 1)、SF、KM、YFは 同じ菌株

(Type l)が3年 間にわたつて、MLFの 主発酵株であつた。ZWの み異なる結果を示 し、

1999年産ワインでは Type Ⅱが、2000年および 2001年産ワインでは Type Iが主発

酵菌株 と考えられた。

YF-01

YF-00

YF-99

ZW-01

ZW-00

ZW-99

IType I

trType II

trTypeIII

図 1 1999-2001年の主発酵乳酸菌株の比較

4 要   約

2001年池田町産のブ ドウ品種の異なる4種 類の赤ワインより、乳酸菌を分離 。同

定したところ、塩基配列の一部異なる2種類の乳酸菌が得られ、いずれもaο"」 と

推定された。1999年および 2000年の結果と併せたブ ドウ品種、収穫年度による比

較では、清見種、清舞種、山ブ ドウは 3年 間主発酵株が一致していたが、ツバイゲ

ル トレーベ種のみ収穫年度によつて主発酵株が異なっていた。

(共同研究機関 池 田町ブ ドウ 。ブ ドウ酒研究所)

渕
脚
ＳＦ・９９　
Ｋ＝・０１脚
脚

―-69-―



平成 14年 度事業報告 。平成 15年 度事業計画 試 験研究 31

アロニアの新規加工食品の開発 (H14)

田村吉史

田中常雄

富永一
哉 濱 岡直裕

発酵食品部調味食品科

発酵食品部

発酵食品部発酵食品科

研究の目的と概要

アロニアはアン トシアニンなどの機能性成分を多く含んでお り、ロシアでは 「黒

い実のナナカマ ド」と呼ばれていることなどから、道内でナナカマ ドを郷上の本と

している市町村から商品化が希望されている。大滝村は全道で最大のアロニア産地

でありその食品加工に対する取り組みも先進地である。アロニアは生食には向かな

いため加工食品としての利用が重要である。このような背景からアロニアを用いた

加工食品を検討 した。今回は特に、アロニア果汁を使ったポリフェノールを多く含

む赤い色の食酢の検討を行った。

【予定される成果】
・アロニアを原料とする食酢の製造

・アロニア果実の有効利用

試験研究の方法

アロニア果実を

図 1に 示 した よ う

に搾汁 し、三種類

の搾汁液 を得た。

各搾汁液 にアル コ

ール、酵母エキス、

ポ リペプ トン、グ

ル コース、硫酸マ

グネシウムを配合

し、良好 に酢酸発

酵 を行 う条件 を検

討 した。試料のポ

凍結アロニア果実3kg 残査
+水(残査等量分)

残査
+水(残査等量分)

S
磨砕

S
減圧濾過

S

+水 300m

尋
磨砕

尋
減圧濾過

尋
磨砕

最
減圧濾過

尋畢

一番搾り 二番搾り 二番搾り

図1 ア ロニアの搾汁方法

リフェノール量はフォー リン ・デニス法を用いタンニン酸を標準液 として検量線を

作成 しタンニン酸相当量として定量した。DPPHラ ジカル消去活性 (抗酸化活性)

の測定は 05mMの DPPH含 有エタノール溶液にエタノール 2mlと 01M酢 酸ナ ト

リウム緩衝液 2mlを加えた反応液を 37℃ で 30分 間インキュベー トした後、517nm

の吸光度を沢1定した。試料は酢酸緩衝液に添加 して測定に供したし

実験結果

各搾汁液を希釈せずに用いて酢酸発酵を行つたところ、いずれも発酵は進まなか
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つたが、 これ は pH

の影響ではなくポ リ

フェノール含有量が

原因であつた。また、

酢酸発酵を良好に進

ませ るためには酵母

エキス と、グル コー

スの添加が必要であ

つた。 これ ら成分を

添加 しても一番搾 り

は ほ とん ど発 酵 が

進 まず 二番搾 り、

二番 搾 りで発 酵 が

起 こ った が 、搾 汁

液 の色 、果 実 の有

効利 用 等 の観 点 か

ら二番搾 りの 60%

希釈 液 に酵母 エ キ

ス とグル コー ス を

各 01%添 加 して酢

酸 発 酵 させ る こ と

が良好 と判断 した。

この配 合 に よ り酢

酸 発 酵 を行 つて作

成 した ア ロニ ア ビ

ネガーの酢酸酸度、

ポ リフェノール量、

DPPHラ ジカル消去

活 性 を 図 2, 3,

4に 示 した。 市販

食酢 と比較すると、

同程 度 の酸 度 で あ

白ワインヒ
・
ネが―

りんご酢

玄米酢

米酢

穀物酢

アロニアvinegar

アロニアビネガー

白ワインピネガー

リンゴ酢

玄米酢

米酢

穀物酢

アロニアニ番搾り

アロニアニ番搾り

アロニアー番搾リ
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1 2 3 4

酢酸酸度(1)

図2ア ロニアビネガーと市販酢の酢酸酸度

図 3

100   200   300   400   500   000   700   800   900  1000

ホ
・
リフエノ,ルil(mg/:00ml)

アロニアビネガーなどのポリフエノール量

るが、ポリフェノール量及び DPPHラ ジカル消去活性は格段に高いものであるこ

とか示された。このように、市販酢と比較 して機能性の高い食酢が製造できた。

要約

アロニアから食酢の製造を検討 した。アロニア搾汁液として二番絞 りを用い酵母

エキスとグルコースを添加することにより食酢とすることが出来た。出来上がった

アロニアビネガーは高いポリフェノール含有量と、DPPHラ ジカル消去活性を有 し

アロニアヒ
・
ネカ

・―

米酢

白ワインヒ
・
ネカ

・―

穀物酢

リンコ
・
酢

0      10     20     30     40     50     60

D P P Hラジカル消去活性(% )

図4ア ロニアビネガーのラジカル消去活性 (抗酸化性)
★各パーに記載の数値は測定溶液中の試料濃度

ていた。
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海洋深層水を利用した新しい乳製品の開発 (H14)

発酵食品部 田 中常雄 調 味食品科 田 村吉史

研究の目的と概要

海洋深層水は、岩内町、熊石町で取水設備の建設が始まうており、羅日町でも建

設が予定されていることから、北海道内でも本格的な海洋深層水利活用の時代が来

ようとしている。中でも羅日町は、現状の簡易取水装置を利用して数多くの製品を

開発して来ている。しかし、全国的に見ても、海洋深層水を利用した乳製品の開発

事例は少ない。羅日町周辺は酪農地帯であることから、地元の原料乳と海洋深層水

を組み合わせた、高品質で差別化された乳製品開発の気運が高まつている。

一方、海洋深層水は、含有するミネラルにより発酵促進効果があると言われてい

る。そのため、本研究では、乳製品の中でも発酵を伴うチーズとヨーグル トに着目

し、海洋深層水を使用するメリットを探求することとした。

【予定される成果】

羅臼町の海洋深層水を用いた新 しい乳製品の開発

試験研究の方法

(1)ゴ ーダチーズ

北海道中標津農業高校で製造したゴーダチーズ (下記4試 験区分)を 真空包装し

て熟成 (25日目までは4°C、それ以降は8℃保存)し 、経時的に全窒素量、水溶性窒

素量 (非カゼイン窒素)、TCA可 溶性窒素量 (非タンパク態窒素量)を 測定して

熟成率 (水溶性窒素量/全窒素量)な どを求めた。同時にアミノ酸組成の経時変化

も測定した。

・試験区A:① 原料乳に海洋深層水2%添 加。②ブラインに海洋深層濃縮塩水使用。

・試験区B:① 原料乳に海洋深層水2%添 加。②ブラインに通常塩水使用。

・試験区C:① 原料乳は無添加で使用。  ② ブラインに海洋深層濃縮塩水使用。

・試験区B:① 原料乳は無添加で使用。   ② ブラインに通常塩水使用。

(2)ヨ ーグル ト

10%ス キムミルクに 2%及 び 4%深 層水添加したものを調製し、乳酸菌スター

ター (TCC-4)を添加 してpH、乳酸酸度及び生菌数を測定した。

実験結果

(1)ゴ ーダチーズ

図 1にチーズの熟成率を示した。4試験区ともほぼ同じような熟成率を示してお
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り、海洋深層水を使用 したことのメリットは明確ではなかつた。図 2に 試験区Aで

の熟成中のアミノ酸組成の変化を示した。グルタミン酸の増加が顕著であることか

ら、図 3に 4試 験区でのグルタミン酸の変化を示 した。試験区Aで のグルタミン酸

の増加が他の 3試 験区よりも多 く、海洋深層水使用のメリットが示されたものと思

われる。しかし、熟成率を考慮 したとき、海洋深層水使用のメリットを言うために

は、さらに熟成を続ける必要があるものと思われた。
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20          40

熟成期間 (日)

図 1 ゴ ーダチーズの熟成率

10          20

熟成期間 (日)

図 3 熟 成 中のグルタミン酸の変化

4/7滞グ係4J'中
′
浄「

リ
ガ普′

図2 ゴ ーダチーズ (試験区A)熟成中のアミノ酸変化

(2)ヨ ーグル ト

ヨーグル トもチーズと同様に明確な差は認められなかつたが、若干深層水を添加

した方が pHの 低下、酸度の上昇及び菌数の増加が早い傾向にあった。深層水添加

量を比べると 2%よ りも 4%の ほうが無添加との差が大きいようだが明確ではな

い。今回の試験では添加によるメリットははつきりしなかつた。

4要  約

海洋深層水を使用 してゴーダチーズとヨーグル トを試作 した。海洋深層水使用の

メリットを言うためには、さらに熟成を続ける必要があるものと思われた。

一 試験区A

一 試験区 B

一 試験区C

― 試験区 D

一 試験区A一 試験区B

一 試験区C― 試験区D

目熱成 0日 目 日熟成12日 日
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糸状菌で乳酸発酵した農産加工副産物の食品への利用 (H13～ 14)

発酵食品部調味食品科 田 村吉史 佐 々木茂文

加工食品部農産食品科 岩 下敦子

発酵食品部      大 堀忠志

研究の目的と概要

孝L酸生成糸状菌 (R乃″υ雰″/ὰ NBRC 4707)で 発酵させたでんぶん抽出残査 (ポ

テ トパルプ)を加工食品や発酵食品の材料として用い、その加工適正等を検討する。

発酵ポテ トパルプの特徴である亭L酸によるまろやかな酸味と豊富な食物繊維分そし

て水溶性画分にある抗酸化活性を利用した食品作 りを検討 した。発酵食品への利用

として味噌、食酢の検討、そして加工食品としてシリアル食品、ソース、アイスク

リーム、オンチョム様食品などへの配合を検討 した。また、乾燥粉砕方法を検討 し

た。

【予定される成果】

。糸状菌発酵農産物を活用 した機育旨性食品の開発

・農産加工副産物の有効利用

試験研究の方法

士幌町農業協同組合でんぷん製造工場より採取したポテ トパルプをレ トル ト殺菌

した後、手L酸生成糸状菌 (R乃″甲γs θγ αθ NBRC 4707)で 30℃ 、3日 間発酵させ

たものを用いて各種力日工食品を試作した。試作は食物繊維供給源 として用いる方法

としてシリアル食品などへの配合、酸味と食物繊維分の利用としてソース等への配

合、また増粘多糖類的効果を見いだしたので、これを利用 したタルタルソースやア

イスクリームヘの配合等を行った。発酵食品への利用として、味噌の大豆を発酵ポ

テ トパルプで置き換えたもの、また、発酵ポテ トパルプの抽出液を作成 しこれを原

料に食酢の試作を行った。食酢の抗酸化性は DPPHラ ジカル消去能を測定した。

乾燥粉末化の方法としては通風乾燥+粉 砕器、凍結乾燥十粉砕器 と乾燥粉砕器 ドラ

イマイスタ (ホソカワミクロン製)を 検討 した。

試験結果

発酵ポテ トパルプは乾燥状態で約 60%が食物繊維分であることから食物繊維供

給源 として用いることが出来る。これを利用してシリアル食品へ配合を行つたとこ

ろ、ペース ト状態のポテ トパルプで約 50%ま で配合可能であつた。 う どんへの配

合では乾物で 10%程度が限度でありそれ以上の配合は物性を低下させた。ソース

ヘの配合を検討する中で、増粘多糖類的な作用があることを見いだし (写真)、沈

殿防止やアイスクリームの安定剤 としての利用法を検討したところ、ペース ト状態

で約 10%配合することによリソース類の沈殿 ・離水防止や安定剤 として利用でき

ることが確認された。また、イン ドネシアでのリゾプス菌の利用方法調査結果より
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オンチ ョム様食品への

利用の可能性が示唆さ

れたことからカボチャ

種子及びワタの粉砕物

との混合発酵を行った

ところ、これ らの配合

量が 25%までは良好に

発酵が進みオンチ ョム

風の食品とすることが

出来た。加工食品に幅

広く用いることは可育ヒ

であるが配合量として

は乾物として 20%程度

が限度のものが多かっ

た。

発酵食品への利用で

は味噌へ配合する場合

タンパク含有量の低下

を大豆プロテインによ

る添加 が有効 で あつ

た。味噌への発酵ポテ

トパルプの添加は 20

～ 40%程度までが可能

であると考えられる。

写真 ウ スターソースの分離状態

大量に発酵ポテ トパルプを配合すると、たまり醤油が大量に発生した。食酢では抽

出液濃度と添加物を検討 し、抽出液濃度 50%、酵母エキス及びグルコース濃度 030/0

にすることで良好に酢酸発酵が進むことが分かつた。出来上がった食酢の抗酸化性

を市販食酢と比較すると約 2～ 7倍 強いことが示された (図)。この機能陛の高い

食酢は特許申請を行つた。 (特願 2003‐43880)

発酵ポテ トパルプは通風乾燥を行 うと非常に堅くなり粉砕が困難であった。凍結

乾燥では粉砕可能であるが処理能力やコス トの面から用いることは難 しいと考えら

れる。
一方、 ド ライマイスタでは良好な乾燥粉砕が可能でコス トも低いことから発

酵ポテ トパルプの乾燥粉砕には適 していた

要約

乳酸生成糸状菌 (R乃ノzυtt θttZ∝NBRC 4707)で 発酵させたでんぶん抽出残査

(ポテ トパルプ)を 加工食品や発酵食品の材料として用いて、その加工適正等を検

討 した。多くの加工食品への配合が可能であるが、配合量としては 10～ 20%で あ

った。味噌などの発酵食品への利用も可能であり、発酵ポテ トパルプの抽出液から

は市販食酢より高い抗酸化性を有する食酢を作ることが出来た。(先導的研究事業)

米酢

白ヮィンピネカ
・―

穀物酢

リンコ
・
酢

FPPvlnegar

o    10    204%  30    40    50    60

DPPHラジカル消去活性6)

図 発酵ポテトパルプビネガーと市販酢のDPPHラジカル消去能の比較
CPVin電8→  ★ 各パーに記載の数値は測定溶液中の試料温度

i枕=‖■'秘じI・・・薫芸痛 10/.~~~も ・/.…
・
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規格外馬鈴薯 の酵素処理 に よる新食 品の開発     (H14)

加工食品部農産食品科 槙 賢治 岩 下敦子 山 木一史 中 野敦博

研究の目的と概要

馬鈴薯は本道の基幹作物であるが加工品の種類は限られてお り、近年の健康志向

や食に対するニーズの多様化を背景に新たな加工技術による新規加工品の開発が

望まれている。これまで当センターでは馬鈴薯の酵素処理による加工技術について

の基礎研究を行つてきた。本研究では酵素処理技術を用いて生体調節機能の高い新

たな馬鈴薯加工品の商品化を目的に分岐オ リゴ糖 (イソマル トオ リゴ糖)の高度生

成条件について検討 した。

【予定される成果】

生体調節機能の高い新たな馬鈴薯加工品の商品化

試験研究の方法

(1)供 試酵素剤

供試酵素剤は基礎研究の結果から、分岐オリゴ糖生成をはじめとする高い生体調

節機能の発現が期待されるフレーバーザイム 500L(ノボザイムズジャパン(株))お

よび トランスグルコシダーゼ L(天野エンザイム(株))を併用した。

(2)裏 ごしポテ トの調製および酵素剤添加法

男爵いもを剥皮、ボイル して裏ごしし、裏ごしポテ トを調製 した。裏ごしポテ ト

重量の半量の蒸留水に酵素剤を溶解 して添加、均質化した。

(3)酵 素剤処理温度の検討

裏ごしポテ トに上記酵素剤をそれぞれ 0.1%添 加 し、40,50,60,70℃ に 3時 間

保持 した。1時 間ごとに試料を採取し、分岐オリゴ糖含量を測定した。

(4)酵 素斉1添加量の検討

①フレーバーザイム添加量の検討

フレーバーザイムを 0.05～0.5%ま での濃度範囲で添加 し、50℃で 3時 間保持 し

た。1時 間ごとに試料を採取して糖度を測定した。

② トランスグルコシダーゼ添加量の検討

フレーバーザイム 0.2%と トランスグルコシダーゼをそれぞれ 0.05,0.1,0.15,

0.2,0.3%添 加 した。50℃で 3時 間保持し、1時 間ごとに試料を採取して分岐オリ

ゴ糖含量を測定した。

(5)測 定方法

糖度はデジタル糖度計 PR-1(ATAGO)により試料の汁液の屈折計示度を測定した。

分岐オリゴ糖含量は試料を遠心分離 し、4倍 量のエタノールを加えて上澄を分析用

サンプルとし、高速液体クロマ トグラフィーで測定した。
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実験結果

(1)酵 素剤処理温度の検討

温度別の分岐オリゴ糖生成量を図 1

に示 した。50℃では処理時間の経過 と

ともに生成量が安定的に増加 したが、

60℃では 1時 間後から急激に増加 した。

生成量は2時 間後までは50℃が最も多

く、3時 間後は 60℃が最も多かった。

また、40℃では生成が緩慢で 70℃では

全く生成 しなかった。処理温度につい

ては分岐オ リゴ糖の生成速度が安定

してお り、短時間での生成量が多い

50℃が最適と考えられた。

(2)酵 素剤添加量の検討

フレーバーザイムの添加による糖

度の変化を図 2に 示 した。糖度は、添

加量の増加に伴い高まったが、0.2%

以上では大差がなかった。分岐オリゴ

糖はでんぶんの分解 と糖転移により

生成すると考えられ、でんぷん分解による糖度の増加は、分岐オ リゴ糖を生成する

ための条件 となる。分岐オリゴ糖を高度に生成するための最適なフレーバーザイム

添力『量は 0.2%と 考えられた。フレーバーザイム(0.2%)に トランスグルコシダーゼ

併用時の トランスグルコシダーゼ添加量の検討結果を図 3に 示した。分岐オリゴ糖

生成量は添加量 0.2%以 上では差がなく、最適な添加量は 0.2%と 考えられた。ま

た、その場合、分岐オリゴ糖の増加傾向から処理時間は 2時 間が適当と考えられた。

以上の結果より分岐オ リゴ糖生成のための最適条件はフレーバーザイムおよび

トランスグルコシダーゼ各々0.2%、 温度 50℃、処理時間 2時 間と考えられ、その

場合、約 2%の 分岐オリゴ糖の生成が認められた。

4要  約

裏ごしポテ トにフレーバーザイムとトランスグルコシダーゼを併用処理 した場合

の分岐オリゴ糖の高度生成条件を検討 し、最適な温度、添加量および時間を明らか

にした。本研究結果に基づき、共同研究機関においてジャム様食品とドリンク様食

品の試作および生体内機能性の評価を行い、商品化に向けて取組中である。

(共同研究機関 :くつちゃん産業クラスター研究会馬鈴薯部会 ・酪農学園大学)
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タマネ ギの生体機 能成分賦活化 のための生物合理性制御技術 開発 (H14)

一タマネ ギ乾燥粉末 を用いた機能性調 味料 の開発
―

加工食品部農産食品科  槙 賢治 岩 下敦子 山 本一史 中 野敦博

研究の目的と概要

タマネギは北海道の主要作物で全国の約 6割 が生産されている。 しかし、近年、

安価な輸入品の増加等により価格が低迷 し、産地廃棄を余儀なくされる場合も生じ

ている。そこで道産タマネギの新たな加工用途を開発するため、組織破壊や力日温処

理によリタマネギの持つ酵素 (C‐Sリ アーゼ)作 用を制御するなどして生体機能成

分を賦活化 し(バイオラショナルコン トロール)、それらのタマネギを乾燥粉末化 し

て生活習慣病予防効果の高い機能性調味料を開発することを試みた。

【予定される成果】

生活習慣病予防効果が期待される調味料の開発

試験研究の方法

(1)タ マネギのバイオラショナルコン トロールおよび乾燥粉末の製造

原料タマネギの品種はスーパー北もみじを用いた。乾燥粉末製造における前処理

方法、バイオラショナルコン トロールおよび乾燥方法を表 1に 示 した。処理 3～ 5

の気流乾燥については、 ド ライマイスター(ホソカワミクロン社製)を用い、乾燥 。

粉砕 。分級を一工程で行い高速に乾燥粉末化 した。処理 2に ついてはバイオラショ

ナルコン トロールと乾燥を別工程で行つたが、その他の処理では加熱 ・乾燥工程の

中でバイオラショナルコン トロールを同時に行つた。

(2)乾 燥粉末の特性評価

5種 類の粉末試料を用い、水分活性、色調、吸湿性、ピルビン酸含量を測定した。

吸湿性については一定量の粉末を湿度約 85%。 25℃ の条件に保持 し、 2時 間後

の重量変化から算出した。ピルビン酸含量については、粉末に蒸留水を加えて攪拌

抽出し、 ト リクロロ酢酸をカロえて酵素失活後、水酸化ナ トリウムでpH調 整 (pH

7.0)し た試料を用い、ピルビン酸測定キットにて没1定した。

(3)調 味料の試作

調味料の原料として、タマネギ粉末の他、肉エキス、蛋白加水分解物、L―グルタ

ミン酸ナ トリウム、核酸、酵母エキス、乳糖、デキス トリン等を用いた。官能評価

により配合を検討 し風味調味料を試作した。

60℃ 温風処理、温風乾燥 (60℃ )処理 1

処理 2

処理 3

処理 4

細断

磨砕

細断

60℃ 温風処理 (1時間)、真空凍結乾燥   FD

常温放置 (―夜)、気流乾燥(80℃ )   P D80-1

常温放置 (一夜)、気流乾燥(80℃ )   P D80-2

処理 5   細 断    常 温放置(一夜)、気流乾燥(100℃ )  P D100

表 1 前 処理および乾燥方法
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実験結果

(1)乾 燥粉末の特性

水分活性は、いずれの粉末も微生物の生育限界よりかなり低く、微生物が繁殖す

る可能性はないものと判断された。吸湿率はいずれも10%以 下で大きな吸湿は見

られなかった。色調 (L*a'bキ表色系)は、明度 (Lキ値)は FDが 最も大きく、PD

100が最も小さかった。赤方向の強さ(a・値)は P D80-1が 最も大きかった。黄色方

向の強さ(b*値 )は P D80-2が 最も大きかった。FDに は着色は見られなかったが、

HD、 P D80-2お よび P D100に は着色 (褐変)が見られ、特にP D 100は褐変の程

度が大きかった。P D80-1は 薄桃系の比較的明るい色調で調味料原料としては適当

と思われた。各粉末のビルビン酸含量を表 2に 示 した。P D80-1、FDの 順に多く、

P D 100が最も少なかった。ピルビン酸はタマネギの含硫アミノ酸がC‐Sリ アーゼ

によリアリシン様物質に変化する際に生じるため、ピル ビン酸含量はC‐Sリ アーゼ

活性の指標の一つと考えられる。そのため、ピルビン酸含量から判断して 5種 類の

粉末のうち、C‐Sリ アーゼ活性が高く、バイオラショナルコン トロールによる生体

機能成分の賦活化が最も進行 しているのはP D80-1と 推察された。

表2乾 燥粉末のピルビン酸含量

FD      P D80-1 P D80-2 P  D 1 0 0

ピルビン酸(μモル/g) 4 . 6 6 1 4 . 8 8   1 7 . 8 3 1 0 . 4 5 2 . 9 5

H D

(2)調 味料の試作

調味料の原料とするタマネギ粉末として

P D80-1が 最も適当と考えられた。 PD

80-1を 用いて粉末タイプと顆粒タイプの

調味料を試作した(図1)。いずれもタマネ

ギ特有の刺激臭は感 じられず、ほのかなタ

マネギ風味を有するとともに健康機能が期

待できる付加価値の高い風味調味料が試作

できた。

ピルビン酸含量および色調の点から、

4要  約

バイオラショナルコントロールにより生体機能成分を賦活化し、5種類のタマネ

ギ粉末を製造した。健康機能に関連すると考えられるピルビン酸含量および色調の

点から、磨砕 したタマネギを80℃ で気流乾燥した粉末が調味料原料として最適だ

つた。配合割合を検討し生活習慣病予防効果が期待できる風味調味料を試作した。

(即効型地域新生コンソーシアム研究開発事業)

図 1 風 味調味料 (試作品)
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海洋有機物か らの生体機能物質再生利用技術 ―マ リンコンピナー トー

白子 DNA一 次濃縮技術の確立およびDNA分 離技術の確立 (H13～ H15)

加工食品部畜産食品科 J:1上誠

応用技術部食品工学科 清 水英樹

研究の目的と概要

最近の遺伝子技術の研究は急速に発展 してお り、遺伝子工学分野における

化学合成DNAの 需要は高まっている。アミダイ ドはこれら化学合成DNA

を製造するための合成試薬であり、その多 くは輸入に頼つている状況にある。

一方、サケ白子は鮮度低下が速 く、酸化、腐敗しやすいこと、加熱による凝

固性がなく加工適性にも欠けることなどから、ほとんどが利用されずに水産

廃棄物となっている。しかし、サケ白子の成分には核酸など有用成分が豊富

に含まれており、これらの成分を考慮した有効な利用が望まれるところであ

る。本研究では遺伝子産業を支えるアミダイ ドや化学合成DNAへ の利用を

目的としたサケ自子DNAか らのヌクレオシド分離精製技術を検討する。

【予定される成果】

未利用であるサケ白子の有効利用としてDNA原 料への用途が開かれる

試験研究の方法

(1)一次濃縮および酵素分解

‐20°C凍結サケ白子を試料として用いた。マスコロイダーで磨砕後、孔眼寸

法 0.5mmの 金属フイルターでろ過し白子磨砕溶液とした。この自子磨砕溶

液を加熱 。乾燥して濃縮を行い、自子乾燥物を得た。自子乾燥物をアルカリ

処理で可溶化し、ヌクレアーゼ及びホスファターゼを用いてp H5.5、65°C、

20時 間酵素分解して 4種 (dA,dG,dC,T)の ヌクレオシドを含む酵素加水分

解溶液を得た。

(2)ヌクレオシドの分離精製

酵素加水分解溶液をろ過、ODSま たはポリスチレンプレカラムで処理し試

料溶液とした。分離には擬似移動層クロマト分離装置 トルソーネラボ (オル

ガノ)に 逆相系分離剤 FS1830Fを 充填した分離カラム (φ10mm× 100mm

×8本 )用 いて分離 した。核酸成分の分析は ODS80Tsカ ラムを用い

U/260nmの HPLCで 分離分析した。

実験結果

(1)一次濃縮および酵素分解

一次濃縮によって得られた白子乾燥物の水分は 14%未 満であり、自子の重

量を 1/5まで濃縮することが可能であつた。昨年行つたペースト化に比べ大
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幅な濃縮率の改善がみられた。また、酵素によるヌクレオシドヘの加水分解

率も約 80%と 向上した。これは加熱 ・乾燥工程で高分子 DNAが 低分子化 し

酵素反応効率を向上させたものと考えられる。低分子の DNA利 用を目的と

した場合、加熱濃縮、アルカリ処理は有効な方法と考えられる。

(2)ヌクレオシドの分離

擬似移動層クロマト装置への酵素加水分解溶液の導入を繰 り返すと各ヌク

レオシドの保持時間、分配係数が変化する現象が起こつた。これはクロマトグ

ラム上に検出されない未分解オリゴマーなど疎水性副生成物の堆積が原因と

考えられた。酵素加水分解溶液にODS,ポ リスチレン樹脂によるプレカラム

処理を施すことによりこの現象は改善された。

擬似移動層クロマト分離による3成分分離の結果を表 1に示す。A画 分およ

びC画 分からは高純度のdCお よびdAを分離することができた。分離の不十分

なdGと Tの分離は昨年行つた擬似移動層クロマ トによる2成 分分離で分離可

能と考えられる。今回使用した擬似移動層クロマト分離装置はカラム容量

62.8mlと極めて小規模な装置であるが、分離されるヌクレオシドの量は約

100mg/hrで 、同等の固定層クロマト分離法の約3倍量となる。今後、実用レ

ベルでの分離条件の検討が必要である。

表 1 擬 似 移 動 層 ク ロ マ トに よ る 3成 分 分 離

溶 出 量

― ― 一 ニ ー    ( l l 1  1 )

A画 分

B画 分

C画 分

4 要  約

(1)簡便な一次濃縮および乾燥によって白子重量を1/5に 縮小可能であった。

(2)酵素反応の疎水性副生成物は ODS,ポ リスチレン樹脂によるプレカラム

で除去可能であった。

(3)擬似移動層クロマト分離法による3成分分離を検討し、固定相クロマト分

離法に比べ単位時間当たり3倍量の試料を処理できることを確認した。

平成 15年 度の研究計画

イオン交換系充填剤の検討

ヌクレオシド大量分取の検討

(地域新生コンソーシアム研究開発事業

共同研究機関 :シグマジェノシスジャバン株式会社)
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農水畜産物のプランチングの

代替としての常圧過熱水蒸気の利用 (H14～ 16)

加工食品部 畜 産食品科 阿 部 茂  水 産食品科 吉 川修司 農 産食品科 中 野 敦 博

応用技術部 食 品工学科 河 野 慎 一 熊 林 義 晃 主 任研究員 長 島 浩 二

1 研 究の目的と概要

常圧過熱水蒸気とは通常蒸気を大気圧下で 100℃以上に加熱 した高温水蒸気であ

り、高カロリー、極低酸素、高凝縮潜熱、ガス放射熱等の特長を有 し、エキスの損

失低減、歩留まり向上、色調保持および表面殺菌に効果があるといわれている。

本研究は食品加工における蒸煮および煮熟工程の代替として常圧過熱水蒸気を用

い、衛生学的安全性の向上、環境に配慮 した加工技術の確立を目指す とともに、エ

キス損失の少ない色調の優れた高品質な加工食品の開発を行 うものである。初年度

は常圧過熱水蒸気の食品加工に対する基礎的特性把握および表面殺菌技術の確立を

目的とした北海道の農水畜産物の菌相解析を行つた。

【予定される成果】

・常圧過熱水蒸気を用いた高付加価値製品の開発

・常圧過熱水蒸気を用いた表面殺菌技術の確立

2 試 験研究の方法

常圧過熱水蒸気は蒸気ボイラーより供給される水蒸気をスーパーヒーターにて更

に加熱 して得た。本実験では連続式処理装置を用いて以下の実験を行つた。

(1)昇 温特性

試料には直径 8cln、厚さ4nllnに成形 したダイコンを用い、蒸煮、煮熟および 150

℃、200℃および 250℃ (いずれも蒸気圧 2.8kgV赫)の 条件で加熱処理 し、表面、

2111Hl、10111mおよび 15111mの深度の点の温度変化を20分 間測定した。

(2)表 面乾燥

試料には平均 7cmの 男爵いもを用い、処理装置に投入 してから表面の水分が蒸

発するまでの秒数を目視で計測した。蒸気圧は 0.6、1.7および 2.8kgycm2を用い、

加熱処理は 120、 150、 200、250お よび 280℃ で行つた。

(3)菌 相解析

ホタテ、ジャガイモ、牛モモ肉を試料に用い、標準寒天培地等で塗沫培養後、生

育したコロニーを分離してDNAを 抽出した。16SrRNA遺 伝子をPCRに て増幅後、

その デ末端約 500bpの塩基配列を決定し、NCBIの データベースと照合 して菌種を

同定した。
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3 実 験結果
厠

(1)昇 温特性
             ロ

加熱 1分 後の試料表面は蒸煮およ lm

び煮熟では 23℃ であつたが、過熱  80

水蒸気処理では 150℃ で 37℃ 、200 0

℃で 53℃ 、250℃ で 60℃ に上昇 し、  0

加熱初期時の昇温速度に大きな差が  "

認められた。一方、表面より 15nlnl °

の深度では加熱 6分 以降は蒸煮処理

と比較 して過熱水蒸気処理の昇温速

度が速いことがわかった (図1)。

8m  2X3   o    41X1   81X1   12Xl

各加熱条件での温度変化

0   41D

図 1

1 , l X X l

(2)表 面乾燥時間の変化             8CXl

同温度で処理 した場合においても設定蒸気  GXl

圧の違いによつて乾燥速度に大きな差が認め  41Xl

られ、0.6kgycm2の蒸気圧と比較 して     24Xl

2.8kgf/cm2の蒸気圧では乾燥時間が 2.5倍以上  0

速かった。また、どの蒸気圧を用いた場合に   国 2 表 面乾燥時間の変化

おいても 120～ 150℃の間で乾燥時間の急激な短縮が見られた。これは通常の蒸気

熱に水蒸気ガス放射熱が加わり、試料へ与える熱量が大きくなったためと考えられ

る (図2)。

(3)菌 相解析

各試料からは原料由来の特徴的な菌種が検出された。ジャガイモからはBαε“″“s

属等の土壌細菌由来の菌種が多く検出された。ホタテからは海洋細菌の他、

ル″“b“″r属、“あsたJra属等の大腸菌群が検出された。牛モモ肉からは

Zαε′οbα酬 富属等の乳酸菌の他、R銀 obαὲθ′″″属、Psaあ ″ο4as属等の腐敗菌が多

く検出された。

4  要 約

常圧過熱水蒸気の食品加工における基礎的特性把握を行つた。その結果、常圧過

熱水蒸気処理では試料表面の昇温速度が著しく速く、設定蒸気圧によつて乾燥時間

が異なることが明らかとなつた。また、表面殺菌を目的とし、菌相解析を行つた結

果、各試料からは原料由来の特徴的な菌種が検出された。

平成 15年 度の研究計画

以上の結果を踏まえ、平成 15年 度では蒸煮、煮熟といつた既存の加熱方法に対

する常圧過熱水蒸気の優位性について広範囲な検討を行 う。さらに、常圧過熱水蒸

気の特性を応用した短時間表面殺菌についての検討も行 う。

(新エネルギー ・産業技術総合開発機構 :産業技術研究助成事業)

llX1   15tD  21X1  2"  31Xl
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北海道産小麦を用いた高品質麺類の開発     (H14～ 17)

加工食品部農産食品科 山 本一史 中 野敦博 岩 下敦子 槙 賢治

研究の目的と概要

北海道産小麦を用いて中華麺を製造 した場合、外国産小麦を用いた場合に比べ、

製麺時の作業性が悪い、麺線の色調がくすむ、ゆで麺の食感が悪い等の問題′点が生

じる。これまでに道産小麦を用いた品質の安定した中華麺製造に関する取り組みは

いくつか行われているが、原料小麦粉のブレンドによる加工適性改善が主体である。

そこで、本研究では北海道産小麦の中華麺加工適性における問題点を明確にし、北

海道産小麦に適 した高品質な中華麺を安定して製造する技術開発を行 う。

【予定される成果】

。道産小麦 100%の高品質な中華麺の開発

試験研究の方法

1)供 試試料はきたもえ、春よ恋、キタノカオリ、ハルユタカ、ホロシリコムギ、ホ

クシンの6品 種、および中華麺専用粉 (外国産小麦)で 、いずれも道内の製粉会社

によるコマーシャルミルにて製粉されたものを用いた。

2)小 麦粉については、水分、タンパク質含有量、灰分、粉色、アミログラフ、ファ

リノグラフを常法により分析 した。また、小麦粉より抽出したデンプン (プライマ

リースターチのみ)に ついて、アミロース含有量、膨潤度を分析 した。

3)中 華麺の試作は、「中華めん適性評価法」((独)食品総合研究所 編 )に 準じて行

った。試作した麺の評価は、麺帯の色を試作直後と1日 後に、生麺の引張試験と茄

麺の切断試験を1日 後に実施 した。

実験結果

1)伸 張度と引張強度のバランスが中華麺専用粉に近いものは、ハルユタカとキタノ

カオリの 2品 種であった (図1の ○)。春よ恋とホロシリコムギは、引張強度は大

きいものの伸張度が低かつた。

2)茄 麺の切断強度では、春よ恋が中華麺専用粉を上回つた (図2)。キタノカオリ、

ハルユタカ、ホロシリコムギは中華麺専用粉とほぼ同じ値を示した。軟質系の2品

種 (きたもえ、ホクシン)は ゆで直後、ゆで 10分 後のいずれも低かつた。これら

のことから、中華麺への利用は硬質系の品種が好ましいことが示された。

3)小 麦粉とデンプンの膨潤度はともに95℃で品種による差がみられた。ゆで 10分

後の切断強度と比較 したところ、デンプンの膨潤度に相関が見られた。このことか

―-88-―



平成 14年度事業報告 。平成 15年度事業計画 試 験研究 40

ら、麺線のゆでのびには小麦粉中のデンプンが関与することが示唆された。(図3)
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図4フ ァリノグラフの吸水準と切断強度の関係

4)フ ァリノグラムの特性値と茄麺の物性値を比較したところ、吸水率と切断強度に

相関がみられた。このことから、ファリノグラフによる吸水率は麺製造における加水

量、及び茄時間の調整の目安になることが示された。 (図4)

4 要 約

新品種を含む道産小麦の中華麺適性を検討 したところ、硬質系品種が中華麺に適

していること、ゆでのびには小麦粉中のデンプンが関与していることが判明した。

平成 15年 度の研究計画

1)タ ンパク質の特性、特にグルテンの構成成分 (グリアジンとグルテニン)と 中華

麺の品質との関係を解明する。

2)品 種毎の原料特性に基づくブレンド粉の調製を行い、中華麺試作試験を実施する。

さらに、物性改良試験を行 う。

(受託研究  21世 紀プロジェク トI系 )
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2 技 術普及 ・指導

2-1 食 品加工相談室

食品製造企業等が行 う新製品開発、新技術導入などの各種技術相談に応 じる窓口と

て 「食品加工相談室」を開設する。

l 相 談内容   食 品加工に関すること

2 申 し込み   随  時

3 相 談方法   電 話、来所、文書、E― mailい ずれの方法でも可能

4 相 談窓口   江 別市文京台緑町 589番 地 4 食 品加工研究センター内

【平成 14年 度実績】

相談件数については、総数 584件 となつてお り、相談方法別にみると電話が最も多

く、 食 品製造企業等から気軽に相談が持ち込まれている。また、相談内容については、

加工方法、品質 ・評価、微生物、衛生などの食品加工技術全般にわたる内容となってお

り、全道各地から相談が持ち込まれた。

1 相 談件数  総 数 584件

2 月 別相談状況

区分＼月 4 5 6 7 8 9 10
つ
４ l 2 3 合 計

相談件数 47
７
‘ 70 41 18

′
） 38 44 39 49 66 584

16 10 0 10
９

“ 18

1電 話30 26 30 26 28 44 384

1文
書 3 1 2

I u-','" t r 2 0 6 l 6 3 1 4 1

「あ花 1 1 1 1 4

3  相 談 内容

件

225

――――――一-42_____― ――一――――――

加工方法  品 質 ・評価  微 生物 衛生   貯 蔵 ・保存 包 装 ・流通 機 械 ・装置 廃 棄物処理  そ の他
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2-2 食 品工業技術高度化対策指導事業 (現地技術指導)

食品製造企業等が行 う新製品開発等を支援するため、各企業等からの依頼を受けて、研

究員を派遣し、食品カロエ技術についての助言や指導を行 う。

1 指  導  地  域   道 内各地

2 指  導  対  象   道 内食品製造企業、食品加工研究グループ等

3申 し 込 み  随 時

4 指 導依頼の方法  電 話または文書

5 指 導 を行 う者  セ ンター研究員

6費   用  無 料

【平成 14年 度実績】

全道各地において、 141件 延べ 151日 間、研究員を派遣し、製品開発、製造技術、

保存技術、品質管理等についての助言や指導を行った。

1指 導 件 数  141件

2 指  導  日  数   151日

3 支 庁別指導状況

区   分 指 導 件 数 指 導 日数 区   分 指 導 件 数 指 導 日数

石狩支庁 3 7 3 8 宗谷支庁

渡島支庁 4 5 網走支庁 1 4 1 4

檜山支庁 胆振支庁 1 4 1 6

後志支庁 1 6 1 7 日高支庁 9 1 1

空知支庁 1 5 1 5 十勝支庁 6 6

上川支庁 1 9 ９
“ 釧路支庁

留萌支庁 2 2 根室支庁 5 6

合   計 1 4 1 1 5 1

―-92-―



2-3 移 動食品加工研究セ ンター

道内各地域で 「移動食品加工研究センター」を開催 し、講習会や技術相談、技術指導等

を集中的に行 う。

1 開 催 内 容  (1)講 習会

(2)研究成果発表会

(3)意見交換会

(4)個別技術相談会

(5)現地技術指導 他

2 開 催時期等  開 催時期、場所、内容等については、各支庁等と協議の上、決定す

る。

【平成 14年 度実績】

7支 庁管内において、 「移動食品加工研究センター」を開催 し、講習会、研究成果説

明会や技術相談、技術指導などを行つた。

開催支庁 開催地 開 催 年 月 日 テ ー  マ

十勝支庁 帯 広 市 14.10. 4 「常温流通可能な食肉製品の開発J

「技術相談」 「現地技術指導」

上川支庁 名 寄 市
(風連町)

14.10.29´‐V14.10.30 「味噌づくりのポイン トについてJ
「食品の衛生管理と表示について」
「技術相談」
「現地技術指導」

空知支庁 深 川 市
(美唄市)

14. 12. 11 ～́ 14.
０
´

，

“
「味p曽づくりのポイン トについて」
「そばのむき実の加工事例についてJ
「技術相談J

「現地技術指導」

渡島支庁 函 館 市
(大野町)

15. 1.24 「実例から学ぶ衛生管理と異物混入対策」
「食品開発への活用が進む常圧過熱水蒸気」
「技術相談」
「現地技af指導」

宗谷支庁 稚 内 市 15. 2. 6 「水産物の保存中における品質劣化について」
「技術相談」

「現地技術指導」

根室支庁 根 室 市 15. 2.13 サケ魚卵製品の微生物コントロール技術について」

水産発酵食品と微生物の関わりについて」

技術指導」

現地技術指導」

釧路支庁 釧 路 市
(白糠町)

2.18-15. ０
４ 健康食品の市場動向とこれからの水産食品」

食品開発への活用が進む常圧加熱水蒸気」

技術相談」

現地技術指導J

*( )内 は現地技術指導のみ実施
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2-4 技 術講習会

食品加工に関する新 しい製造技術及び食品の品質 ・衛生管理等について、外部講師やセ
ンター研究員による講習を行 う。

1 食 品カロエ高度技術講習会
(1)開催場所  食 品加工研究センター

(2)対 象 者  食 品製造企業等の研究者、技術者等
(3)開催回数  年 間 2回 (1回 の講習期間-2日 程度)
(4)開催方式  座 学及び実技講習

2 地 域食品技術講習会
(1)開催場所  食 品加工研究センター

(2)対 象 者  市 町村立等食品加工関連施設の研究者、技術者等
(3)開催回数  年 間 1回 (1回 の講習期間-2日 程度)
(4)開催方式  座 学及び実技講習

3 食 品安全衛生管理講習会
(1)開催場所  食 品加工研究センター 2回 、道央圏外 1回
(2)対象者   食 品加工施設等の研究者、技術者等
(3)開催回数  年 間 3回 (1回 の講習期間-3日 程度)
(4)開催方式  座 学及び実技講習

【平成 14年 度実績】

1 食 品加工高度技術講習会

講 習 会 の 名 称 場  所 関 係 年 月 日 参加者数

食品ア レルギー特定原材料

物質検査技術講習会

当セ ンター 14. 7.12 5 5

粉体食品素材の加工 ・物性評

価技術に関する講習会

当セ ンター 14.10 31-14.11. 1 2 7

2  地 域食品技術講習会

講 習 会 の 名 称 場  所 関 係 年 月 日 参加者数

手L酸菌管理技術講習会 当セ ンター 14.11. 7 1 5

全衛生管貸 品 衛 生 管 理 講 習 会

講 習 会 の 名 称 場  所 関 係 年 月 日 参加者数

食品微生物管理技術講習会 当セ ンター 14. 6 25-14. 6.27 1 4

釧路市 14. 7.23´V14  7 25 1 6

′′ 当セ ン ター 14. 9.10～ 14. 9. 1 5
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2-5 技 術研修生の受入れ

食品製造企業等の技術者の資質向上を図るため、随時、研修生を受け入れる。

1 研 修内容  食 品カロエに関する技術の修得
2 申 し込み  随  時
3 研 修期間  原 則として 6ヶ 月以内
4 費   用   無  料 (ただし、研修に関する試料、消耗品などは企業負担)

【平成 14年 度実績】
22企 業 27名 の研修生を当センターに受け入れ、各種食品加工技術の向上を図つた。

研 修 項 目 研 修 期 間

1 サケ自子から)Mモノマーの単離,生成及びアミダイドの合成及び精製技術 13. 8.20-14. 8.30

2 ゼリー製品のレオロジい物性と官能評価に係わる分析技術の習得 13.11.15-14.11 14

3 乳酸菌の分離技術及び同定技術の習得 13.12. 1-14. 5.31

4 比色法による脂肪酸度の測定技術 14. 4. 1-15. 3.16

5 酵素または微生物を用いたホタテウロ内臓の液化技術習得のため 14. 1. 9-14. 9.30

6 酵素により液化されたホタテウロ内臓の成分分析技術習得のため 14. 1. 9´ V14. 9.30

7 チーズ由来の香気成分の分析技術の習得のため 13, 7. 1-14. 7.19

０
０ アミノ酸分析技術の習得 13.12.20´V14. 9.20

9 ホタテガイの多型解析技術 14. 4. 1-15. 3.31

10 ホタテガイの系統解析技術及び成分分析技術 14. 4. 1´ V15. 3.31

千豆腐、濃縮豆腐製造装置による製品試作のため 14. 4.15-14. 5.31

つ
乙 アロニア果実の全般的な力l工技術 14. 4.23-14. 9.20

う
０ キノコの未利用部分の有効利用技術の習得 14. 5.13-14.11

０
４

14 キソコの成分分析技術の習得 14. 5。13-14.
つ
乙

乳酸生成糸状菌を用いたポテトパルプの発酵試験及び成分分析技術の習得 14. 6.24-15. 3.31

16 デオキシニバレノールの分析方法の習得 14. 7. 8´V14.12. 6

″
‘ そばの栄養成分と味覚に関連する成分の分析技術 14. 7.22´‐14. 8. 2

０
０ タマネギ抽出液の濾過・分離。濃縮技術等 14. 8. 5-14.12.27

19 タマネギ中のCSリアーゼ活性の評価法、精度:ビタミン0の測定技術 14. 9.17-15. 3.31

（
υ

９

″ サンザシ果実の分析技術 14.10. 1-15. 3.28

，

″ においセンサーによる砂糖品質の評価技術 14.11. 1-15. 3.31

０
乙

う
乙 うどん、そば、つゆの細菌検査法の習得 14.12. 2´‐15. 3.31

Ｏ
Ｊ

９

“ 1)油脂における酸化、過酸化物価の測定 2)製品中における油脂含量の測定
3)油脂の劣化試験(CD‖) 4)製品中の水分測定

15.  1. 10-15. 2.10

24 豚肉力l工品の製造技術の習得 15. 1.23-15. 1,30

廣
υ

Ｏ
乙 遺伝子解析技術を使用した微生物同定技術の習得 15. 2.17-15. 8.15

∧ 計 27名 (22企 業 )
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2-6 試 験測定検査機器及び加工機械の開放

食品製造企業等の研究開発を支援するため、試験測定検査機器や加工機械を開放する。

1 主 な開放機器

(1)試 験 、 測 定

及び検査機器

(2)加 工 機 械

オープンラボ

ラ トリー施設

バイオテクノ

ロジー開放試

験室

2 利  用  金  額    2, 400～ 50, 900円 /日

【平成 14年 度実績】

設備使用実績は次のとおり。 (単位 :日)

(3)

(4)

ガスクロマ トグラフ質量分析計、核磁気共鳴装置、透過

型電子顕微鏡、走査型電子顕微鏡、X線 回折装置、近赤外

分光分析計、高速液体クロマ トグラフ、粒度分布測定装置、

F値 測定装置、原子吸光分光光度計、自記分光光度計 他

チーズ製造装置、エクス トルーダー、超高圧処理装置、

薄膜真空蒸発装置、膜分離装置、遠赤外線減圧 ・常圧乾燥

機、マイクロ波減圧乾燥機、噴霧乾燥機 、加圧 ・減圧かく

はん試験機、試料粉砕機 、超遠心粉砕機 他

全 自動食塩定量装置、全 自動センイ分析装置、アルコー

ルアナライザー、水分活性測定装置、K値 測定装置 他

クリーンベンチ、高圧滅菌機、バイオ リアクター装置、

恒温恒湿装置、顕微鏡及び画像解析装置 他

試 験 測 定

検 査 機 器

加 工 機 械

オープ ンラボ

ラ トリー施設

バイズ
~テ

クノ
ロジー開放試

験室

△
計

3 5 1 2 6 4 0 1 6 5
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2-7 依 頼試験分析

食品製造企業等からの依頼により、試験分析を行 う。

1 依 頼 試 験   一 般生菌数、大腸菌群、耐熱性菌数、PH測 定、粘度測定、

色測定、比重測定、屈折率測定 等

2 依 頼 分 析   灰 分分析、水分分析、たんぱく質分析、脂質分析、繊維分析、

食塩分析、アルコール分析、脂肪酸組成分析、アミノ酸組成分

析、有機酸組成分析、無機質分析 等

3  手 数 料 金 額    2 ,  3 0 0～ 5 4 ,  8 2 0円 /件

【平成 14年 度実績】

次のとおり試験分析を行つた。

区 分 申 込 件 数 試験分析件数

試 験 分 析 一
Э 150

(試 験  54)

(分 析  96)
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2-8 食 品加エ リサーチプラザ

食品工業における業種や技術別の共通課題を検討するとともに、産官の研究者

や技術者の交流を図るため、各種研究会を開催する。

【平成 14年 度報告】

技術別、業種別に食品加エリサーチプラザを開催 した。

区 分

食品加工

リサーチ

プラザ

研 究 会 名 開 催 年 月 日 出 席 者 開 催 地

アロニア研究会 1 4 .  4 .  2 6 3 2 江別市

1 4 .  8 . 2 9 2 0 大滝村

1 4 .  1 2 .  1 9 3 0 江別市

1 5 .  2 .  1 9 2 8 江別市

北方系機能性植物 研究会 1 4 .   6 .  2 8 2 5 札幌市

1 4 .   9 .  2 5 1 0 0 札幌市

1 5 .  3 .  1 8 3 1 札幌市

札幌圏豆 くらすたぁ 1 4 .   5 .  2 4 2 8 札幌市

1 4 .   7 .  2 5 3 7 札幌市

1 4 .  9 . 2 4 2 5 札幌市

1 4 .  1 1 .   7 3 2 札幌市

1 5 .   2 .  2 1 2 2 札幌市

魚醤油用麹製造技術講習会 14.  6.  6 1 4 江別市
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2-9 技 術情報の提供

【平成 14年 度報告】

1 研 究成果発表会の開催

平成 14年 5月 17日 に札幌市において開催 し、口頭発表 9テ ーマ、ポスタ

ー発表 10テ ーマ、パネル展示、技術本目談等を行い研究成果の普及に努めた。

2 技 術情報誌 「食加研だより」の発行

センターの業務案内、研究報告を中心 とした技術情報を主な内容 として、

2回 発行 し、関係機関、団体などに提供 した。

3 平 成 13年 度事業報告 ・平成 14年 度事業計画の発行

当該報告 ・計画書を作成 し、関係企業、関係団体等に提供 し、当センターの

研究成果の普及を図つた。

4 食 品加工研究センター研究報告書の発行

研究報告書 (No.5 2002 平 成 14年 11月 30日 発行)を 作成 し、

関係企業、関係 団体等 に提供 し研 究成果の普及に努 めた。

5 試 験研究成果発表要 旨集 の作成

平成 14年 研 究成果発表会 において、参加者等に提供 した。

6 図 書 ・資料室の開放

国内外の食品工業関係専門誌、大学 ・国公設試験研究機 関か ら提供 を受 けた

図書、報告書類 を一
般 に開放す る。

<図 書 ・資料室利用時間 >

月曜 日―金曜 日    9 : 00-1 7 : 00

ただ し、祝祭 日、年末年始は体館。
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2-10 そ の他

1 技 術審査

国、団体等からの依頼を受けて、製品の品質や新開発技術の内容について、審査を行つた。

内 容 依 頼 者

部 月|| 審 査 件 数

加 工

食品部

発 酵

食品部

応 用

技術部
計

推奨申請に係 る技術
審査 (1次 )

(社)優良道産品推奨
協議会

９

，

ｂ

推奨申請に係る技術
審査 (2次 )

(社)優良道産品推奨
協議会

8 23
９

″

31

( 2 )

成
査

育
審

業
術

企
技

小
る

中
係

的
に

造
成

創
助

(財)北海道中小企業
総合支援センター

1 1

創造的中小企業育成
助成に係る技術審査

企

一

小
タ

中
ン

道
セ

海
援

北
支

＞
合

財
総

＜
業

1 l

助成金応募案件に係
る技術審査

企
金

小
基

中
成

行
助

銀
究

幌
研

札
術

０
数

2 2

発
査

開
審

口叩
矩叩

製
技

新
る

・
係

術
に

技
成

新
助

小樽市経済部産業振
興課

1 l

発開
査

口ｍ
審

製
術

新
技

・
る

術
係

技
に

新
賞

北海道経済部 2 1 3

倉1造的中小企業技術
開発に係る技術審査

北海道経済部 1 1

△
計

ｎ
乙

″
‘

９

“
″
‘

( )は 内数で細菌検査担当

2 展 示会 ・紹介展

センターの試験研究と技術開発lJk果を展示会等に出展 し、技術の普及振興及び交流を図った=

展 示 会 等 の 名 称 主 催 者 開催地 開催期 間

関機究

Ｊ
研
り

験
祭

試
ろ

立
し

）理
，っ

０２
お

２０
Ｆ

北海道 小樽市 14.  8  6

産学官技術移転フォーラム 北海道経済産業局 他 札幌市 14. 9.19

2002えべつ消費者まつ り 江別市 江別市 14. 9.28

レ
し回

Ｊ
沢り
△
ム

ー
流

第
交

ｒ

ス
○
ネ

Ｐ
ジ

Ｘ

ビ
Ｅ

。
ス
術

ネ
技

ジ
道

ビ
海

一父スネジビ
△
本

・
口貝

術
委

技
行

道
実

海
会

北
流

札幌市 14.

2002中小企業 ビジネ スフェア
lnサ ッポロ

北海道経済産業局 札幌市 1 5 .  1 . 2 7
～  1 . 2 8

TLOマ ーケティングフェア 北海道ティー ・エル ・オ
ー株式会社

札幌市 15.  3. 11
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3 講 習会などへの講師派遣

市町村、団体等からの依頼を受けて、センター研究職員を講師として派遣 した。

講 習 会 等 の 名 称 派遣 日 派遣地 依 頼  者 派 遣 者

富良野市物産振興会創立 20周 年
記念講演 富良野市 富良野市物産振興会 清 水 條 資

安全衛生的な調理実習 (パン製造)
及び安全衛生管理について 6.  5 江別市 北海道立教育研究所

山 本 一 史
八十川 大輔

生活習慣病の予防 と水産食品
7.19
-21 札幌市

1           -
第56回日本栄養・食料学会大会事務局 太 田 智 樹

ホタテガイ集団の遺伝子構造解析の
研究成果について 7.30 常 呂町 常呂漁業協同組合

毅

二浩

中
島

田
長

」 IC Aア フ リカ研修会 8 19
～ 2 0

江別 市 酪農学園大学 樹
司

智
修
彰

田
川
中

太
吉

田

羽成14年度いぶり′‐レ"り 普及支援事業
「食品加工技術研修会」

8 27 白老町 北海道胆振支庁 史

司
一
修

木

川

山
吉

平成14年度第a動軒ビ計嚇註ミナー
「天然添加物―食品開発への展望―」 9. 6 札幌市 (社)日本油化学会関東支部 清 水 英 樹

菓子祭 り 20 0 2 i n江 別 9.21 江別市
菓子祭 り 20 0 2 i n江 別 実行委員

田 中 常 雄

第 3回 札幌圏産大豆食品 フェア
10.  1
-15 札幌市 本L幌圏豆 くらすた ぁ 田 中 常 雄

期限付き酒造免許更新審査会 103 札幌市 札幌 国税局 富永 ― 哉
濱岡 直 裕

平成 14年 度全国市販酒類調査の
品質審査

1 0  2 2
ヘレ23

札幌市 札幌国税局 哉
裕

一
直

水
岡

富
濱

海洋バイオ新素材 ・新物質の活用
及 び高付加価値化

Ｌ

” 韓  国 江陵海洋水産資源産業化支援センター
二
司

良
修

川
川

山
‐
士
口

平成 1 4年 度 水 産加 工連 絡 協議 会
「健康食品の市場動向とこれからの水産食品」
一生活習慣病予防に役立つ水産素材 の

探索 と食品開発―

11 14 江別 市 水産加 工連絡協議会 太 田 智 樹

第 2回 アグ リビジネス振興推進会議 11 18 札幌市 北海道農政部 槙  賢 治

平成 14年 度洋酒 ・果実酒鑑評会の
審査

11 19
-20 東広島市 (独)酒類総合研 究所 富 永 ― 哉

ダ ッタンソバ講演会
町υ芳計科舛こよる醸 ピ籾取り物 11 20 雄武町

(独)農業技術研究機構北海道農業研究セン
ター

田 中 常 雄

平成 14年 度検査基本標 準品査 定会 11 20 札幌 市 札幌食料事務所 本 堂 正 明

- 1 0 1 -



親子バイオ教室 11 30 札幌市 株式会社 電 通北海道 濱 岡 直 裕

平成 14年 度北海道加 工食 品
フェアー コンクール

1.16 札幌市 北海道加工食品フェアー 実行委員会 本 堂 正 明

国際協力事業団 (」 IC A )

研修員の技術研修 2.7 札幌市 札幌市保健福祉局 井 上 貞 仁

HACCP専 門講習会
「HACCPプ ランの作成 (入門編)」 2. 12 江別市 岩 見沢保健所 八十川 大輔

第 21回 水産加 エセ ミナー

「い の柳 向とこオ功 らヽの鰤 」 3.13 札幌市 北海道水産物加工協同組合連合会 太 田 智 樹
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4 学 会誌投稿

目題表発 投稿者 投 稿 誌 名

o-Glucos idase Inh ib i to ry  Ac t iv i t y  0 f  a  700/o

Methanol Extract f rom Ezoishige
/  ^  r  a  . \

lPelvet ia babingtonir  de Toni)and I ts EffecL

on the  E leva t ion  o f  B lood Glucose Leve l  in

Rats

T. Ohta

S.  Sasak i

T. 0ohori

S. Yoshikawa

(H. Kurihara)

Biosci.Blotechnol

Biochem.,66(7),

p1552-1554(2002)

味噌用乳酸菌乾燥スターターの開発 吉川 修 司

(浅野 行 蔵)

田村 吉 史

富永 一 哉

下林 義 昭

日本醸造協会誌

第97巻第4号 (2002年)

Appl icat ion of  New Pr imer-Enzyme

Comb ina t i on tos  Te rm ina l  Res t r i c t i on  F ragmen t

Length Polymorphism Prof i l ing of  Bacter ia l

Populat ions in  Human Feces.

K.Nagashima

(T.Hisada)

(J.Mochizuki)

Applied Environmental

Microbiology,

Vol.69,No.2,

p1251-1262(2003)
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5 学 会における発表

発 表 題 目 発 表 者 発 表 日 学 会 名

Eva lua t i on  o f  t he  Rad i ca l  T rapp ing

A c t i v i t y  i n  B e e f

阿部  茂 H14. 5.28 CIFST Annual

Conference F00DTec  02

(カナダ 。アルバータ州)

焼成ホタテ貝殻カルシウムによる食品

の微生物制御について

濱岡 直 裕

柿本 雅 史

(山下  豊 )

富永 一 哉

田中 常 雄

H14. 7. 5 日本生化学会北海道支部

例会

生活習慣病予防に役立つ水産素材の探

索と食品開発

太田 智 樹 H14. 7.21 日本食糧栄養学会シンポ

ジウム

北海道産赤 ワインのマ ロラクティック

発酵微生物の検索

山本  携

(井関  渉 )

(安井 美 裕)

(池田 隆 幸)

佐々木 茂文

田村 吉 史

(中林  司 )

H14. 8.20 日本ブ ドウ 。ワイン学会

ワイ ン中の フラノン とその生成 につい

て

富永 一 哉 H14. 8.20 日本ブ ドウ 。ワイン学会

超強力粉ブレンドによる道産小麦の中

華麺物性の改良について

山本 一 史

(山内 宏 昭)

中野 敦 博

岩下 敦 子

槙  賢 治

H14. 8.29 日本食品科学工学会

ニシンに付着 した大腸菌及び黄色ブ ド

ウ球菌の凍結高圧処理による殺菌効果

田村 吉 史

中野 敦 博

山崎 邦 雄

(酒井 和 吉)

(渡辺 義 政)

(竹田 誠
一)

H14. 8.29 日本食品科学工学会

腸内フローラモニタリングのための

新 T― RFL P法 の開発

長島 浩 二

(久田 貴 義)

(望月  淳 )

H14. 9.19 産業技術連携推進会議生

命工学部会 東北 ・北海

道地域部会研究発表会
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発 表 題 目 発 表 者 発 表 日 学 会 名

新 T― RF L P法 に よる ヒ トふ ん便 フ

ロー ラの解 析

長島 浩 二

(久田 貴 義)

(望月  淳 )

H15. 2.24

～  2.25

ライフサイエンス分野融

合会議 。生命工学部会バ

イオテクノロジー研究会

合同研究発表会

ホタテ由来貝殻カルシウム化合物の抗

菌効果の検討

濱岡 直 裕

柿本 雅 史

(山下  豊 )

富永 一 哉

田中 常 雄

大堀 忠 志

H15. 3.29 日本薬学会第123回年会

※ 発表者欄の )書 きは、当センター職員以外の者
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6 出 願済工業所有権 「特許」

発 明 の 名 称
出 願 年 月 日

出 願 番 号

登 録 年 月 日

特 許 番 号

果実酒お よびその製造方法 4 . 1 2 . 1 6

特願平4- 3 5 5 2 3 3

8. 11.21

特許第25 8 3 1 7 8号

水産発酵グル化食品お よびその製造方法 5 . 6 . 3 0

特願平5- 1 8 9 4 5 2

8. 9.  5

特許第25 5 6 8 1 3号

大豆の軟化法 5 . 1 2 . 2 2

特願平5- 3 4 6 1 8 5

9. 6.20

特許第26 6 3 1 0 1号

生分解性 を有す る成形品用原料の製法 と生分解性 を

有す る成形品の製法

6. 2. 7

特願平6- 3 7 6 6 9

10. 1.30

特許第27 4 1 4 7 6号

キクイモ由来 レクチン及びその分離精製法 6 . 1 0 . 1 9

特願平6- 2 8 1 4 1 6

9. 6.13

特許第26 6 0 1 7 5号

水産発酵食品およびその製造法 6.10.25

特願平6- 2 8 4 2 4 4

9. 5. 2

特許第26 4 0 0 8 8号

海洋生物を原料 とした代用皮膚 7 .  6 . 2 6

特願平7- 1 8 2 1 7 2

9.12.26

特許第27 3 1 8 3 3号

アルコール飲料の製造法 7.  7.31

特願平7- 2 1 4 1 4 1

10. 9.25

特許第28 2 9 7 1 6号

乳酸菌乾燥粉末の製造方法 8 .  4 . 2 5

特願平8- 1 3 0 8 8 7

11. 6. 4

特許第29 3 5 1 0 1号

魚類ゼラチンの製造方法 9. 4. 4

特願平9- 1 0 2 5 2 9

10.12.18

特許第28 6 4 4 5 9号

黄色ブ ドウ球菌の検出培地 9. 6.26

特願平9- 1 8 4 5 0 5

1 4 . 1 2 . 2 0

特許第33 8 0 9 5 6号

豆乳入 リアイスクリームの製造方法 9 . 1 1 . 1 0

特願平9- 3 4 2 3 3 2

13. 6.18

特許第31 9 6 0 7 3号

冷凍食品の離水防止剤 9. 12.  5

特願平9- 3 5 2 3 5 6

1 1 . 1 0 .  1

特許第29 8 5 9 5 3号

カ ドミウムを除去した魚介類エキスの製造方法 10. 3.30

特願平10 - 1 0 2 0 6 7

1 1 .  5 . 2 8

特許第29 3 3 3 0 9号

魚類 コラー ゲ ンの製造方法 10. 8.11

特願平10 - 2 3 9 5 8 4

11. 5.21

特許第29 3 1 8 1 4号

エンドグルカナーゼをコー ドする遺伝子 10. 9.30

特願平10 - 3 7 7 8 6 4

1 2 .  7 . 2 1

特許第30 8 9 2 4 5号

カル シウム吸収を促進する多糖類食品素材およびそ

の製造方法

1 0 . 1 1 . 2 6

特願平10 - 3 5 3 9 6 8
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発 明 の 名 称
出 願 年 月 日

出 願 番 号

登 録 年 月 日

特 許 番 号

耐塩性酵母の乾燥菌体スターター及びその製造方法 11。 3. 2

特願平11 - 5 4 7 7 9

12. 6.16

特許第30 7 9 0 9 6号

肥満及び糖尿病予防を目的とする食品素材 11. 6. 3

特願平11 - 1 9 4 8 4 5

甘味飲料 11. 7. 6

特願平11 - 1 9 1 2 6 1

12. 6.16

特許第3076 9 0 8号

細菌検出方法 11. 7.23

特願平11 - 2 0 8 6 4 7

13. 3.30

特許第31 7 2 9 1 7号

ホタテガイ系統解析方法 12. 5.16

特願平12 - 1 4 8 5 7 0

α―グルコシダーゼ阻害物質 13. 1.16

特願20 0 1 - 4 5 7 7 8

食品の殺菌装置 13. 4.  3

特願20 0 1 - 1 0 5 0 1 0

カルシウム液の製造方法及び同液を用いる抗菌方法 13. 5.14

特願20 0 1 - 1 4 2 7 2 2

醤油滓を利用 した水産食品 14. 5.14

特願20 0 2 - 1 7 7 7 5 8

包装食品の加熱方法 14. 6.18

特願20 0 2 - 2 1 4 5 3 9

ポテ トペース トの製法 1 4 .  6 . 2 1

特願20 0 2 - 2 1 7 3 0 1

細菌由来凝乳酵素および当該酵素を用いたチーズの

製造

14.  7.  2

特願200 2 - 1 9 4 0 1 6

食酢及びその製造方法 1 5 .  2 . 2 1

特願200 3 - 0 4 3 8 8 0
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7 視 察実績

平成 14年 度の視察者は、45団体、568人でセンター業務内容の説明、各施設の案内、

懇談、意見交換等により普及指導に努めた。

○ 月 別視察状況

区 分 ＼ 月 4 月 5  り∃ 6 月 7  リヨ 8  月 9  り弓 10 月

視 察 件 数 0 2 7 3 Э 6 8

視 察 人 数 0 24 163 92 69 85

区 分 ＼ 月 11 月 12 月 1   り] 2 月 3 月 計

視 察 件 数 3 1 2 3 45

視 察 人 数 34 r 14 568

―-108-―



3 セ ンター概要

3-1 予 算及び事業概要

(単位 :千 円)

予 算 名 14年度予算額 15年度予算額 事 業 概 要

科学技術振興費 74,836( 48,157) 37,024( 25,161)

一般試験研究費 36,254( 34,254) 2 1 , 0 0 5 ( 2 1 , 0 0 5 ) 食品加工に関する総合的な試験研究

を実施する。

重点領域特別研究費 8,  495 (  B ,  495) 1 , 2 5 6 (  1 , 2 5 6 ) 研究開発方針の研究開発の重点事項

に対応する事業化 ・実用化に結びつく

研究課題を実施する。

民間等共同研究費 6,800( 0) 4 , 0 0 0 (   0 ) 北海道共同研究規程に基づき民間企

業等 と共同研究を実施する。

外部資金活用研 究費 13,423( 0) 3 , 3 7 1 (   0 ) 国や特殊法人等が公募す る研究事業

に応募 し、採択 された試験研究を実施

する、

受託試験研究費 3 , 3 5 3 (   o ) 3 , 3 8 9 (    0 ) 国や財 団法人等か らの委託を受けて

試験研究を実施す る。

依頼試験費 1 , 1 0 3 (   o ) 1 , 1 0 3 (    0 ) 企業等の新製品開発や新技術の導入

を支援するため、依頼を受けて試験ゃ

分析を行 うとともに、設備、機器等を

開放する,

試験研究用備品整備費 5,408(  5,408) 2 , 9 0 0 (  2 , 9 0 0 ) 試験研究及び技術指導等に之、要な備

品の整備を図る。

食品加工研究センター費 1 1 1 , 5 9 3 ( 1 1 1 , 5 5 7 ) 107,247(107,211)

技術指導普及事業費 6 , 9 9 7 (  6 , 9 9 7 ) 6 , 7 8 0 (  6 , 7 8 0 ) 企業等の技術力の向上や製品の高付

加価値化等を図るため、技術講習会や

移動食加研を開催するとともに、研究

成果や食品加工等に関する情報等を広

く提供する.

維持管理 費 1 0 4 , 5 9 6 ( 1 0 4 , 5 6 0 ) 100,467(100,431) センターを維持管理するための行政

経費及びデータベース整備 ・運営に係

る経費

△
ロ 計 1 8 6 , 4 2 9 ( 1 5 9 , 7 1 4 ) 1 4 4 , 2 7 1 ( 1 3 2 , 3 7 2 )

*1 15年 度予算は当初予算額、( )内 は一般財源額
*2 民 間等共同研究費及び外部資金活用研究費については、契約等で金額の変更有 り
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3 - 2

大正 1

日召不口2

6

平成

3-3

沿 革

2年 4月

4年 10月

3年 6月

元年 3月

4年 2月

6年 4月

1 3年 6月

組 織

札幌郡琴似村の 「北海道工業試験場」において醸造に関す る試験研究業務を開始。

「北海道工業試験場」が北海道に移管 され、「北海道立工業試験場」 となる。

「食品加工研究所 (仮称)建 設基本構想検討委員会」の意見をもとに、「建設基本

構想」策定。

「北海道立食品加工研究センター (仮称)建 設基本計画Jを 策定。

15日

「北海道立食品加工研究センター」開設 (工業試験場食品部を移管拡充)。

職員定数 33名 (うち研究員 23名 )

研究職員 4名 増員

(北海道立十勝圏地域食品加工技術センター (運営 :(財)十 勝圏振興機構)及 び

オホーツク圏地域食品加工技術センター (運営 :(財)オ ホーツク圏地域振興機

構)へ の派遣職員)

10周 年記念講演会開催

庶務、財務及び総合調整

科

　

　

科

口叩　　　　　　　口叩

食

　

　

食

味
　
　
　
酵

調
　
　
　
発

√

Ｌ

部口
叩

食酵発

生物工学科  バ イオテクノロジーの食品加工への応用に関する試

験研究及び技術支援

職員数 43名 (うち研究職員 31名 )平 成 15年 3月 31日 現在

副所長

農産食品科

畜産食品科

水産食品科

食品工学科

研究成果普及及び技術指導 ・相談

窓 日、依頼試験等の受託

試験研究の企画及び調整、技術情

報の収集及び提供

農産食品の加工及び保蔵技術に関す る試験研究及び

技術支援

畜産食品の加工及び保蔵技術に関する試験研究及び

技術支援

水産食品の加工及び保蔵技術に関する試験研究及び

技術支援

調味食品の加工及び保蔵技術に関す る試験研究及び

技術支援

発酵食品の加工及び保蔵技術に関す る試験研究及び

技術支援

食品加工の工学的技術に関する試験研究及び技術支

援応用技術部
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3-4 施 設

敷地面積   20,

建物延床面積  5,

0 .

0 .

375主 要 設備 ・機器

試験研究用機器

・核磁気共鳴装置

・ガスクロマ トグラフ質量分析計

・高速液体クロマ トグラフ

・イオンクロマ トグラフ

・電子顕微鏡 (透過型、走査型)

。バイオ リアクター装置

・フリーズエ ッチング

・近赤外分光分析計

・自記分光蛍光光度計

。X線 回折装置

・ドウコーダー

。原子吸光分光光度計

・テクスチュロメーター

・示差熱走査熱量計

・超臨界流体抽出分離装置

・万能引っ張 り試験機

０

　

８

０

　

４

２

　

５

4ぽ

9ぷ 研究棟 鉄 筋コンク

試験棟 鉄 筋コンク

その他

リー ト造 3階 建4,

リー ト造 1階建 1,

加工試験用機器

・エ クス トルーダー

・超高圧処理装置

。薄膜真空蒸発装置

・膜分離装置

・チーズ製造装置

・アイスクリーマ

・レトル ト殺菌機

・真空フライヤー

・試験用製めん機

・パン生地製造装置

。マイクロ波減圧乾燥装置

・遠赤外線常圧 ・減圧乾燥機

・真空凍結乾燥機

。加圧 ・減圧か くはん試験機

。かくはん混合造粒機

・シャープ レス遠心分離機

。フィルタープ レス

・スクリュープ レス

・スモークマシン

・急速凍結装置

・シュ リンク包装機

・真空包装機

２

　

１

7 0 .  8 6ピ

1 4 . 4 9 r

9 5 .  2 4ピ
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3-6主 要試 験 ・分析

依頼試験

。一般生菌数

・耐熱性菌数

・乳酸菌

・真菌 (カビ ・酵母)

。大腸菌群

。大腸菌

。ブ ドウ球菌

・腸炎 ビブ リオ菌

・サルモネラ菌

・細菌同定試験 (遺伝子解析法)

・pH測 定

。米占度測定

。屈折率測定

・水分活性測定

・色測定

・異物検査

・真菌同定試験

。抗菌活性測定

・容器包装規格試験

・透湿度測定

・酸化還元電位測定

・クッキングロス

・普通物性測定

・屈折率浸1定

依頼分析

・灰分分析

・水分分析

。たんぱく質分析

・脂質分析

・繊維分析

・食塩分析

・有機酸組成分析

・酸度分析

・カルボニル価分析

・アル コール分析

・ア ミノ酸組成分析

・無機質 (ミネラル)分 析

・ビタミン分析

・X線 微少部分析

・脂肪酸組成分析

・アニシジン価分析

・よ う素価分析

・けん化価分析

・不けん化物分析

・添加物分析

・無塩可溶性固形分分析

・アルギン酸分析

・イ ソフラボン分析

- 1 1 2 -



3-7 利 用方法

内     容 申込 。手続き等 お問い合わせ窓 口

*お 申し込みの前にまず、電話等でご相談下 さい。

―-113-一

共同研究の受付は 随時受付 。有料

共同研究を行 う場合には、「北海道共同研究規

程」に基づき手続きを行います。

企画情報係

Te1011-387-4113

食品加工技術に関する

総合的な相談は

随時受付 ・無料

電話、来所、文書など形式は問いません。 普及指導係

Te1011-387-4114

現地技術指導の問い合わせ

。申込は

随時受付 ・無料

現地技術指導依頼書又は電話等でお申し込み

下さい。

依頼試験 ・分析の申込みは

設備機器の使用申込みは

随時受付 。有料

依頼試験分析 申込書、設備使用申込書等でお

申 し込み下 さい。手数料 ・使用料は北海道収入

証紙をちょう付 していただきます。

なお、申込書は、北海道ダウンロー ドセンタ

ーホームベージ (htt p : / / w w . f r o m . p r e f . h o k k a i

d o . j p / d l c / )でダウンロー ドできます。

移動食品加工研究セ ンター

・技術講習会等の申込みは

無料

所定の 申込書 によ りお 申込み下 さい。

技術研修生の申込みは 随時受付 ・無料 (ただ し、研修 に関す る試料

・消耗品等は負担いただきます。)

研修 申込書によりお申し込み下 さい。

図書等の閲覧は 随時受付 ・無料

企画情報係にお越 し下さい。

企画情報係

Te1011-387-4113

工業所有権の利用は 随時受付 。有料

企画情報係にご相談下さい。

施設見学の 申込みは 随時受付 ・無料

事前に文書でお申し込み下さい。

普及指導係

Te1011-387-4114
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